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平 成 2 6 年 第 ２ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

平成26年３月７日（金曜日）

午前10時６分開会

第７委員会室

出席委員

中 川 京 貴君委員長 比 嘉 京 子さん

中 川 京 貴君副委員長 又 吉 清 義君

委 員 島 袋 大君 中 川 京 貴君

新 垣 良 俊君 浦 崎 唯 昭君

具 志 孝 助君 仲宗根 悟君

崎 山 嗣 幸君 髙 嶺 善 伸君

山 内 末 子さん 新 垣 清 涼君

奥 平 一 夫君 上 原 章君

前 島 明 男君 西 銘 純 恵さん

玉 城 ノブ子さん 當 間 盛 夫君

嶺 井 光君

説明のため出席した者の職、氏名

知 事 公 室 長 又 吉 進 君

防災危機管理課長 漢 那 宗 善 君

総 務 部 長 小橋川 健 二 君

財 政 統 括 監 田 端 一 雄 君

財 政 課 長 渡嘉敷 道 夫 君

税 務 課 長 金 城 聡 君

企 画 部 長 謝 花 喜一郎 君

交 通 政 策 課 長 多嘉良 斉 君

市 町 村 課 長 儀 間 秀 樹 君

環 境 生 活 部 長 當 間 秀 史 君

環 境 政 策 課 長 古 謝 隆 君

県 民 生 活 課 長 渡真利 雅 男 君

福 祉 保 健 部 長 崎 山 八 郎 君

福 祉 ・ 援 護 課 長 伊 川 秀 樹 君

高齢者福祉介護課長 仲 村 加代子 さん

青少年・児童家庭課長 大 城 博 君

仲 村 到 君
青少年・児童家庭課

保 育 対 策 室 長

障害保健福祉課長 大 城 壮 彦 君

医 務 課 長 阿 部 義 則 君

国民健康保険課長 上 地 幸 正 君

農 林 水 産 部 長 山 城 毅 君

営 農 支 援 課 長 西 村 真 君

畜 産 課 長 安 里 左知子 さん

水 産 課 長 新 里 勝 也 君

商 工 労 働 部 長 小 嶺 淳 君

中小企業支援課長 新 垣 秀 彦 君

企業立地推進課長 屋 宜 宣 秀 君

情報産業振興課長 慶 田 喜美男 君

雇 用 政 策 課 長 又 吉 稔 君

文化観光スポーツ部長 湧 川 盛 順 君

土 木 建 築 部 長 當 銘 健一郎 君

道 路 街 路 課 長 仲 村 守 君

住 宅 課 長 嘉 川 陽 一 君

企 業 局 長 平 良 敏 昭 君

建 設 計 画 課 長 稲 嶺 信 男 君

教 育 長 諸見里 明 君

施 設 課 長 親 泊 信一郎 君

警察本部会計課長 綿 引 浩 志 君

本日の委員会に付した事件

１ 甲第24号議案 平成25年度沖縄県一般会計補

正予算（第３号）

２ 甲第25号議案 平成25年度沖縄県農業改良資

金特別会計補正予算（第１号）

３ 甲第26号議案 平成25年度沖縄県小規模企業

（ ）者等設備導入資金特別会計補正予算 第１号

４ 甲第27号議案 平成25年度沖縄県母子寡婦福

祉資金特別会計補正予算（第１号）

５ 甲第28号議案 平成25年度沖縄県下水道事業

特別会計補正予算（第２号）

６ 甲第29号議案 平成25年度沖縄県沿岸漁業改

善資金特別会計補正予算（第１号）

７ 甲第30号議案 平成25年度沖縄県中城湾港 新（

港地区）臨海部土地造成事業特別会計補正予

算（第１号）

８ 甲第31号議案 平成25年度沖縄県宜野湾港整

備事業特別会計補正予算（第１号）

９ 甲第32号議案 平成25年度沖縄県産業振興基

金特別会計補正予算（第１号）

10 甲第33号議案 平成25年度沖縄県中城湾港 新（

） （ ）港地区 整備事業特別会計補正予算 第１号

11 甲第34号議案 平成25年度沖縄県中城湾港マ

予算特別委員会記録（第２号）
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リン・タウン特別会計補正予算（第１号）

12 甲第35号議案 平成25年度沖縄県公債管理特

別会計補正予算（第１号）

13 甲第36号議案 平成25年度沖縄県水道事業会

計補正予算（第１号）

3 4ii
ただいまから予算特別委員会を○比嘉京子委員長

開会いたします。

甲第24号議案から甲第36号議案までの補正予算13

件を一括して議題といたします。

本日の説明員として、知事公室長、総務部長、企

画部長、環境生活部長、福祉保健部長、農林水産部

長、商工労働部長、文化観光スポーツ部長、土木建

築部長、企業局長、教育長、警察本部長及び議会事

務局長の出席を求めております。

それでは、審査日程に従い、総務部長から一般会

計及び各特別会計補正予算について、企業局長から

水道事業会計補正予算について、それぞれ概要説明

、 。を聴取した後 各室部局長に対する質疑を行います

なお、各室部局長による概要説明は省略いたしま

すので、あらかじめ御了承ください。

まず初めに、総務部長から一般会計及び各特別会

計補正予算についての概要説明を求めます。

小橋川健二総務部長。

ただいま議題となりました○小橋川健二総務部長

甲第24号議案平成25年度沖縄県一般会計補正予算 第（

３号）及び甲第25号議案から甲第35号議案までの11

件の特別会計補正予算について、その概要を御説明

いたします。

まず初めに、甲第24号議案平成25年度沖縄県一般

会計補正予算（第３号）の主な内容につきまして、

お手元にお配りしております平成25年度一般会計補

（ ） 。正予算 第３号 説明資料により御説明いたします

まず、今回の補正予算は、国の経済対策に対応す

るための経費のほか、扶助費等の義務的経費や、11

月補正後の事情変更による経費の過不足額につきま

して、所要額を計上しております。

まず、資料の１ページをごらんいただきたいと思

います。

今回の補正額は 歳入歳出それぞれ151億317万6000、

円で、これを既決予算額7099億6690万8000円に加え

、 。ますと 改予算額は7250億7008万4000円となります

歳入歳出の主な内容については、後ほど御説明い

たします。

２ページをお開きいただきたいと思います。

２ページは、歳入歳出の財源内訳でございます。

３ページをごらんください。

歳入内訳につきましては、その主なものを御説明

いたします。

まず、県税は42億736万9000円で、その内訳は、一

番上の県民税が17億7020万5000円の増、その４つ下

の事業税が26億2761万3000円の増などとなっており

ます。

次に、４ページをお願いいたします。

上から２番目の地方交付税35億5411万円は、普通

。交付税の交付決定額のうち未計上分などであります

３つ下の国庫支出金の43億9106万2000円は、国の

経済対策に伴う国庫補助金などとなっております。

少し飛びますが、７ページをお願いいたします。

財産収入の12億5520万3000円は、沖縄県土地開発

公社に対する土地売払代などであります。

その下 繰入金のマイナスの三角の35億7006万7000、

円は、安心こども基金など基金事業の減額補正に伴

うもので、当該減額分については、平成26年度の事

業に活用することとしております。

次に、８ページをお願いいたします。

繰越金の19億6976万5000円は、平成24年度決算剰

余金の未計上分であります。

諸収入の94億5390万7000円は、繰越事業に係る平

成24年度実施分の沖縄振興特別推進交付金を過年度

収入として受け入れるものなどであります。

県債の三角の60億2150万円は、後年度の財政負担

を軽減するため、県税の増などを活用し、一般財源

に振りかえたことなどによるものであります。

以上、歳入合計は151億317万6000円となっており

ます。

次に、10ページをお願いいたします。

歳出の内訳でございます。主な事項を御説明いた

します。

下から３番目の総務部の公債管理特別会計繰出金

（元金償還金）は、借換予定債の償還に要する経費

であります。

次に、11ページをお願いいたします。

上から３番目、財政調整基金積立金は、地方財政

法に基づく平成24年度決算剰余金の積み立てなどに

要する経費であります。

次に、13ページをお願いいたします。

中ほどの企画部の沖縄振興特別推進交付金（市町

村）でありますが、これは市町村が実施するソフト

交付金事業に対し交付するための経費であります。

その２つ下の環境生活部の消費者啓発事業費は、

消費者行政活性化基金への積み立てに要する経費で
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あります。

次に、14ページをお願いいたします。

上から３番目の福祉保健部の社会福祉諸費は、緊

急雇用創出事業臨時特例基金への積み立てに要する

経費などであります。

一番下の社会福祉施設整備費は、老朽化した障害

者支援施設の改築などに対する補助に要する経費で

あります。

次に、飛びまして恐縮であります。19ページをお

願いいたします。

、中ほどの農林水産部の県営かんがい排水事業費は

北大東村における貯水池整備などに要する経費であ

ります。

次の20ページをお願いいたします。

、上から３番目の水産業構造改善特別対策事業費は

宮古・八重山の水産物加工処理施設等の整備に対す

る補助に要する経費であります。

次の21ページをお願いいたします。

上から３番目の商工労働部の雇用対策推進費は、

緊急雇用創出事業臨時特例基金への積み立てに要す

る経費などであります。

次に、22ページをお願いいたします。

上から２つ目の情報産業振興費は、企業集積施設

用地の購入に要する経費などであります。

23ページをお願いいたします。

下から３番目の土木建築部の道路管理費は、係争

中の損害賠償請求事件の和解に要する経費などであ

ります。

次に、飛びますけれども、26ページをお願いいた

します。

中ほどの公共離島空港整備事業費は、宮古空港及

び粟国空港の滑走路舗装に要する経費などでありま

す。

次に、27ページをお願いいたします。

一番下の教育委員会の学校建設費は、県立高等学

校の老朽校舎の改築に要する経費などであります。

28ページをお願いいたします。

上から２番目の施設整備費は、県立特別支援学校

における太陽光発電施設整備に要する経費などであ

ります。

以上、歳出合計は151億317万6000円となっており

ます。

29ページをお願いいたします。

繰越明許費に関する補正の追加であります。

今回の繰越明許費は、国の経済対策関連事業や予

算編成後の事由により、年度内に完了しない見込み

のある事業について、翌年度に繰り越して実施する

ため計上するものであります。

繰越明許費の追加の合計は、次の30ページにござ

いますが、一番下にありますとおり355億7114万8000

円となっております。

31ページをごらんください。

繰越明許費に関する補正の変更であります。

これまでに繰越明許費として計上した事業につい

て、新たに繰り越しが必要となる箇所が生じたこと

などにより、変更するものであります。

繰越明許費の変更の合計は、次の33ページにござ

いますが、230億7836万5000円を、782億5459万6000

円に変更するものであります。

34ページをお願いいたします。

債務負担行為に関する補正であります。

水産流通基盤整備事業及び水産生産基盤整備事業

は、漁港整備の工事請負費等について債務負担行為

を設定するものであります。

沖縄ＩＴ津梁パーク施設指定管理料及び企画管理

費（教育情報化推進事業）は、消費税率引き上げに

伴い、既に設定されている債務負担行為の限度額を

引き上げるものであります。

35ページをごらんいただきたいと思います。

地方債に関する補正でございます。

地方債補正は、県税の増等を活用し、後年度の財

政負担を軽減するため一般財源に振りかえたことな

どにより、合計で三角の60億2150万円となっており

ます。

以上が、一般会計補正予算（第３号）の概要でご

ざいます。

引き続き、特別会計について御説明いたします。

議案書平成26年第２回沖縄県議会（定例会）議案

（その２）により御説明をいたします。

まず、19ページをお願いいたします。

甲第25号議案平成25年度沖縄県農業改良資金特別

会計補正予算（第１号）は、平成25年度における貸

付資金返済額の確定に伴う償還金等の減による補正

でございます。

次に、21ページをお願いいたします。

甲第26号議案平成25年度沖縄県小規模企業者等設

備導入資金特別会計補正予算（第１号）は、貸付金

元利収入の減に伴う償還金の減による補正でござい

ます。

23ページをお願いいたします。

甲第27号議案平成25年度沖縄県母子寡婦福祉資金

特別会計補正予算（第１号）は、貸付需要の増加に
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伴う貸付金の増による補正でございます。

25ページをお願いいたします。

甲第28号議案平成25年度沖縄県下水道事業特別会

計補正予算（第２号）は、中部流域下水道建設費等

の繰越明許費に係る補正でございます。

27ページをお願いいたします。

甲第29号議案平成25年度沿岸漁業改善資金特別会

計補正予算（第１号）は、貸付需要の低迷に伴う貸

付金の減額による補正でございます。

次に、29ページをお願いいたします。

甲第30号議案平成25年度沖縄県中城湾港（新港地

） （ ）区 臨海部土地造成事業特別会計補正予算 第１号

は、県債の借りかえに伴う元金償還金の増等による

補正でございます。

次に、32ページをお願いいたします。

甲第31号議案平成25年度沖縄県宜野湾港整備事業

特別会計補正予算（第１号）は、宜野湾港機能施設

整備事業の繰越明許費の追加による補正でございま

す。

34ページをお願いいたします。

甲第32号議案平成25年度沖縄県産業振興基金特別

会計補正予算（第１号）は、留学派遣者数の減に伴

う委託料の減による補正でございます。

36ページをお願いいたします。

甲第33号議案沖縄県中城湾港（新港地区）整備事

業特別会計補正予算（第１号）は、中城湾港機能施

設整備費の繰越明許費の追加による補正でございま

す。

38ページをお願いいたします。

甲第34号議案平成25年度沖縄県中城湾港マリン・

タウン特別会計補正予算（第１号）は、商業等用地

の区画道路工事費の減や中城湾港マリン・タウン機

能施設整備事業の繰越明許費の追加等による補正で

ございます。

次に、42ページをお願いいたします。

甲第35号議案平成25年度沖縄県公債管理特別会計

補正予算（第１号）は、平成25年の借入利率が見込

み利率を下回ったことに伴う長期債利子の減等や借

換債発行の減による補正でございます。

以上が、特別会計補正予算の概要でございます。

以上で、一般会計補正予算及び特別会計補正予算

の概要の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

。○比嘉京子委員長 総務部長の説明は終わりました

次に、企業局長から水道事業会計補正予算の概要

説明を求めます。

平良敏昭企業局長。

それでは 企業局所管の甲第36○平良敏昭企業局長 、

号議案を御説明いたします。

同じ資料の最後の45ページをお開きください。

（ ）平成25年度沖縄県水道事業会計補正予算 第１号

につきましては、国の補正予算に伴い資本的収支予

算の増額補正を行うとともに、重要な資産の処分を

定めるものであります。

第２条にありますように、今回は、主要な建設改

良事業として、導送水施設整備事業及び北谷浄水場

施設整備事業を推進するために増額補正するもので

あります。

第３条は、当該事業に必要な資本的支出の建設改

良費21億8695万8000円を増額補正するとともに、資

本的収入について、補助金16億4021万8000円を増額

補正し、当該事業に要する財源とするものでありま

す。

、 、なお 当該収入額が支出額に対して不足する額は

第３条の括弧書きのとおり、当年度分消費税及び地

方消費税資本的収支調整額、過年度分損益勘定留保

資金などで補塡することとしております。

続きまして、46ページをお開きください。

第４条の重要な資産の取得及び処分につきまして

は、送水管2675.8メートルを供給施設の統廃合に伴

い、うるま市へ譲与処分することを定めたものであ

ります。

以上で、甲第36号議案の説明を終わります｡

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

。○比嘉京子委員長 企業局長の説明は終わりました

以上で、甲第24号議案から甲第36号議案までの補

正予算13件に関する概要説明は終わりました。

これより各室部局長に対する質疑を行います。

なお、本日の質疑につきましては、昨日の本委員

会で決定されました予算特別委員会運営要領に従っ

て行うことにいたします。

質疑、答弁に当たっては、その都度委員長の許可

を得てから、自席で起立の上、重複することがない

ように簡潔に発言するよう御協力をお願いいたしま

す。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する予算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で質疑

を行うよう御協力をお願いいたします。

、 。 、この際 執行部に申し上げます 答弁に際しては

簡潔に要点をまとめ、要領よく行い、円滑な委員会

運営が図られるよう御協力をお願いいたします。

それでは、これより直ちに各議案に対する質疑を
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行います。

又吉清義委員。

、 、○又吉清義委員 本当に皆さん 県民の福祉の向上

または経済の発展にいい予算を組んでいただいて、

ありがとうございます。

平成25年度一般会計補正予算（第３号）説明資料

についてです。２ページと３ページをあけていただ

きたいのですが、今回、３ページで県税を42億円も

補正を組むということは、やはり経済効果のあらわ

れかなということで、皆様方に感謝申し上げます。

それとは別に、２ページに歳入の諸収入が95億円

余りあります。先ほどの総務部長の説明で、これは

８ページにあります過年度収入96億2400万円という

ことですが、これをもう少し詳しく御説明をお願い

いたします。

これは先ほど、沖縄振興特○小橋川健二総務部長

別推進交付金の繰越事業に伴う過年度収入と申し上

げました。沖縄振興一括交付金が平成24年度から創

設されたこともあって、通常の国庫補助金ですと出

来高に応じて概算払いが年度内にございますが、平

成24年度はその初年度ということもあって、手続的

に間に合わなかったということがございます。それ

で、繰越事業に係る国庫支出金が平成25年度の歳入

になってしまったわけです。平成24年度については

。一般財源で立てかえをして事業の支出に充てました

これが平成25年度に国庫支出金が入ってきたもので

すから、この分は過年度収入として歳入とするとい

う整理でございます。

確かに慌ただしい平成24年度の皆○又吉清義委員

さんの努力で、間に合わない点もあったかと思いま

すが、沖縄振興一括交付金は非常にいい予算であり

ました。おかげさまで、各市町村はまたいろいろな

効果もあるかと思います その中で 執行率はほぼ100。 、

％に近い状態の中での過年度収入であったと理解し

てよろしいかどうかを確認させていただきたいので

す。

100％に近いということでは○小橋川健二総務部長

なかったのですが 初年度ですので 今年度 平成25、 、 、

年度に比べますと、若干多い繰り越しがございまし

た。繰越事業の一部は、実際は平成24年度に支出は

行っております。ただ、この事業費の例えば10分の

８の国庫支出金が、通常ですとその年度に国から払

い込まれます。ですから、財源そのものに問題はな

いわけですが、初年度ということもあって国庫支出

金が当該年度、平成24年度には入らずに、平成25年

度に手続をして入ることになりました。それで、先

ほど申しましたように、平成24年度は県の一般財源

から立てかえをして支出したということです。その

分は、平成25年度に入ってから少し時期をおくれて

入ってきたということで、今回、過年度収入という

形で整理させていただいています。

皆さんの努力ですね。その辺で終○又吉清義委員

わりたいと思います。

次に、14ページの真ん中にあります在宅老人福祉

対策費です。正直言ってほんの気持ちの部分です。

補正減として1369万4000円です。備考欄にあります

地域の支え合い活動の立ち上げ支援等に要する経費

の減額ということですが、非常にいい事業だと思う

のです。まず事業内容を―どのような事業で、どの

ような予算の枠内であったのか、その２点から御説

明をお願いしたいと思います。

在宅老人福祉対○仲村加代子高齢者福祉介護課長

策費の減額補正について御説明いたします。当該事

業につきましては、国の交付金により、各都道府県

に設置されました介護基盤緊急整備等臨時特例基金

の約３億円を原資としまして、平成23年度、平成24

年度、平成25年度と事業を実施しております。当該

事業につきましては、市町村や住民組織、ＮＰＯ等

の団体が高齢者等への支援、地域での日常的な支え

合いを目的として、新たに取り組む活動や地域活動

の拠点整備に対して助成を行うものでございます。

平成25年度の当初予算としましては8783万2000円

を予算計上し、６市町村９団体が実施する20の事業

に対して7413万8000円の補助金を交付決定したとこ

ろでございます。執行残につきまして、今回減額補

正をする予定になっておりますが、当該事業の基金

につきましては平成26年度まで実施期限がございま

すので、今回の減額補正分につきましては平成26年

度の当初予算に計上し、引き続き事業を実施するこ

ととしております。

今、高齢者福祉介護課長から御説○又吉清義委員

明がありました３億円という予算です。非常にいい

事業だと高く評価したいのです。ただ、その中で、

今、地域支え合い支援に対するものは、各市町村で

ほとんど立ち上がったのかということを非常に危惧

するのです。この予算で効果が出ているのは事実だ

と私は思うのですが、もう全市町村で地域支え合い

の支援団体というのか、そういった組織はほとんど

立ち上がったのか、まだ立ち上がっていないところ

もあるのか、その辺は今どのようになっているのか

をわかる範囲で御説明をお願いしたいと思います。

この事業につき○仲村加代子高齢者福祉介護課長
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ましては、地域支え合い、地域づくりの立ち上げの

事業ということで、この事業をやっているか否かだ

けで地域づくりが進んでいるかということではない

とは存じますが、委員がおっしゃるように大変活用

、 、できるいい事業だと考えておりまして 平成23年度

平成24年度、平成25年度と実施する中で、活用して

いない市町村が７町村ございます。このような市町

村につきましては、平成26年度以降、活用について

周知を図っていきたいと考えております。

活用できているところ、そして、○又吉清義委員

活用はしなくても支援事業ができているところが各

行政区、または自治体であるかと思うのですが、ぜ

ひ頑張っていただきたいのは福祉の医療費です。医

療費の総額の約３分の１は73歳以上の方で、ほとん

ど給付金として出てしまうということは私はすごい

ことだなと。ゼロ歳から73歳未満の方で残り３分の

２を使うのに対して、わずか20万人とも、25万人と

も言われる皆様方で県の何百億円という予算をそこ

に費やされるということは、それを改善しない限り

医療費は幾らでも伸びるだろうと。

ですから、今、県で長寿日本一を目指すといった

意味でも、いろいろな角度から―食の面であり、地

域支え合いであり、生きがい事業であり、健康づく

りであり、こういうものが非常に重要なポイントだ

と思うからあえて聞いているわけでございます。本

来ならば、３億円でもまだまだ少ないのではないか

と私は個人的に思っているのです。皆さんとして地

域支え合いで、例えば、医療費適正化事業に向けて

も、生きがいづくりに向けても、県内の老人会等い

ろいろな団体との横の連携もとられているのか、そ

の辺は現時点でどのようになっているのか、もしお

わかりでしたら御説明していただけませんか。

、○仲村加代子高齢者福祉介護課長 県としましては

、県老人クラブ連合会とか県社会福祉協議会を通して

各市町村の社会福祉協議会、市町村の老人クラブ連

合会、もしくは単位老人クラブとさまざまな情報等

を提供し、またこういった補助金等の活用について

周知を図っているところでございます。

、○又吉清義委員 そういう周知を図っている努力も

本当に皆さんに感謝いたします。しかし、まだまだ

それだけでは私は足りないかと思います。皆さんが

頑張る中でも、伸び率の勾配が逆に大きいのではな

いかと危惧するものですから、ぜひ皆さんもその辺

は横の連携を、従来あるものももちろん活用する中

で、もっと地域にもじかに入って―各地域老人会、

いろいろな支援事業をつくっている団体等の中に

入って、この支援事業をもっと広める意味でぜひ頑

張っていただきたいのです。

今1300万円の減ということですが、使わないとこ

ろはそれでよろしいかと思います。もしかしたら、

まだ必要としている地域もあるかもしれません。そ

ういったものをもう一度検討して、そこまでぜひ踏

、み込んで末端のところまで１つのエリアをつくって

そこまで調査して そういった努力もすることによっ、

て、73歳以上の１人当たり100万円以上かかっている

医療費も、もしかしたらお互い支え合いをすること

によって、例えば、１人で寂しくしている老人が解

消できたり、病気を未然に防ぐことができたり、い

ろいろな効果が出てくるポイントを持っているのは

支援の組織づくりだと思います ぜひそこまで頑張っ。

ていただきたいのですが、いかがでしょうか。

貴重な御意見を○仲村加代子高齢者福祉介護課長

参考に、平成26年度の事業の活用について県でも検

討していきながら、市町村と連携して事業の活用を

図ってまいりたいと思います。

ありがとうございます ぜひ頑張っ○又吉清義委員 。

ていただきたいと思います。少ない予算でも最大限

に活用してやることによって、そこに行政の手腕と

。 。力量が問われると思います ぜひ頑張ってください

お願いいたします。

次に、15ページについてですが、子育て支援特別

対策事業で備考欄を見ますと、認可外保育施設の認

可化移行に要する経費の減額となっているのです。

２億8900万円はかなりの額になるのかと私は思うの

ですが、それについてもう少し詳しく御説明をお願

いいたします。

子育て○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

支援特別対策事業につきましては、認可外保育施設

の支援と入所児童の処遇の向上を図ります待機児童

対策特別事業と放課後児童クラブ支援事業の２つの

事業で構成されております。主な減額補正の理由と

しましては、待機児童対策特別事業の中で認可外保

育施設の認可化の促進の施設整備に係る補助が、当

初５施設を予定しておりましたが、実績が上がらず

２億2500万円を減額補正するものでございます。

わかりました。ありがとうござい○又吉清義委員

ます。当初５施設を予定していたものが予定どおり

いかなかったという御説明ですが、待機児童解消に

向けてぜひ頑張っていただきたいと思います。やは

り県としてはそういった手当てをする中で、県が幾

ら予算を組んでも他市町村との連携も必要かと思い

ます。そしてまた、認可保育園を受けようとしてい
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る受注者というか、保育園を管理する方の意識も大

切かと思います。その辺をぜひお互い連携して、頑

張っていくことによって待機児童解消も大きな前進

になるかと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。

あと少し、済みません、ページ数は忘れたのです

が、教育委員会へ少しだけ難しい質疑をお尋ねして

よろしいでしょうか。打ち合わせをしていなかった

から、これは大変なことになるかと思うのですが。

先ほど学校建設費で繰越事業であると言っていまし

たよね。考え方だけでよろしいです。学校建設費で

もしおわかりでしたら御説明していただきたいので

す。私が前から非常に疑問に思っていることは、小

・中学校においては教科教室型というつくり方と、

オープン型教室というつくり方と、ＵＶ型という３

つのつくり方があります。しかし、高等学校は全て

オープン型教室でもありません。教科教室型でもあ

りません。小・中・高になると教室のつくり方は完

全に変わるのですが、その辺はお互い意識したこと

があるのか。今のある箱型教室の、オープン型教室

でもない、教科教室でもないというそれなりの理由

等があるのかどうか、もしおわかりでしたら説明し

ていただきたい。これだけが非常に疑問だったもの

ですから、また後日でも構いません。

私は高校畑ですが、最近、小学○諸見里明教育長

校、中学校を回りましてやはり感じるのは、小学校

はオープン型教室が多いですね。恐らく最初の設計

の段階で校長なり、教育委員会なりがかかわってそ

ういう設計をしていくのですが、小学校はオープン

型教室が多いとか、中学校は……。やはり利用形態

。とか発達段階に応じてあるという感じがいたします

明確にはわからないですが、小学校でも新しい学校

は、今度は普通の高等学校のようになっているもの

も最近からございますし、またこのオープン型教室

がある。中学校は大体半分半分ぐらいになっており

まして、高等学校の場合は、沖縄水産高等学校は新

しくなると普通になっています。発達段階に応じて

とか、その辺があるのではないかと思います。

確かに小学校には、当初あった教○又吉清義委員

科教室型はもうほとんどなくなりました。オープン

型教室ですが、オープン型教室のあり方も随分変わ

、 、りましたものですから 県のつくる高等学校の教室

小・中学校のつくり方を、ぜひ一度お互いに精査し

たらどうかと もちろんオープン型教室も 正直言っ。 、

て従来の箱型教室みたいに変わりつつあります。も

う時間がありませんのでそれ以上は聞きません。最

後に１点だけ 総務部長にお尋ねしてよろしいでしょ、

うか。

２月補正ですから、平成25年度の予算はこれでほ

ぼある程度締めになるかと思うのです。もちろん出

納整理期間はあるかと思うのですが、この予算を見

た限り、多分ことしも単年度収支は私は黒字かと思

うのですが、単年度収支は予測としてはどうでしょ

うか。

財政上の収支と理解してお○小橋川健二総務部長

答えいたしますが、もちろん当初予算のときから、

財政は入るをはかって出るを制すということですの

で、当然歳入歳出のバランスをとって予算を組んで

まいります。その年度が進行する中でいろいろな条

件の変更、事情変更がございます。その際に補正予

算という形で県議会に提案をし、議決をいただいて

執行しているわけです。この２月補正予算の性格と

いうことから申し上げますと、今回は特にそうです

が、まず経済対策が入っております。次年度につな

ぐための経済対策、それから例年の事情として一番

大きいものは、今申し上げましたような年間の経費

。の過不足を最終的には調整していく予算になります

ですから、年間収支決算を見込んで予算を編成して

まいります。その前提としては、平成26年度に活用

する財源も確保しながら補正予算を組んでおります

ので、当然収支は黒字を見込んで今回編成したとこ

ろでございます。

島袋大委員。○比嘉京子委員長

私は４点だけです。平成25年度一般○島袋大委員

会計補正予算（第３号）説明資料15ページ、保育対

策事業費です。14億7423万4000円の補正減ですが、

これは内容はどうなっていますか。

14億○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

7400万円余りの補正減につきましては、安心こども

基金事業のうち、保育所整備に係る予算の減額補正

。 、ということになります この補正減につきましては

財源を平成26年度の予算で活用するということでご

ざいます。

これは安心こども基金から取り崩し○島袋大委員

てやっている事業ということで、僕は認識していい

ですか。

そのと○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

おりでございます。

今おっしゃっていた保育所整備事業○島袋大委員

ですが、これはどの保育所ですか。認可、認可外が

ありますが、多分安心こども基金だから認可だと思

うのですが、その辺はどのようになっていますか。
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認可の○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

保育所でございまして、平成25年度の当初予算にお

きましては、平成26年度見込み分も含めて44カ所の

予算を計上し、前倒ししての実施を市町村に働きか

けてきました。しかし、実施箇所は32カ所にとどま

りまして 前倒し分を中心に12カ所が実施できなかっ、

たことにより、減額補正をするものでございます。

この整備事業は認可保育所の建てか○島袋大委員

えも含めてですか。要するに認可の施設内の整備な

のか、あるいは建てかえ事業のどちらになっていま

すか。

保育所○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

の新設であったり、あと増改築の整備ということに

なります。

今、認可保育園にしても定員増も含○島袋大委員

めて建てかえとか、あるいは定員増をするため、弾

力化のために中の整備をやっていますけれども、今

おっしゃった目標にしていた12カ所がなかったとい

うことであります。実際12カ所が市町村から上がっ

てきているけれども、何らかの不備があってできな

、 、かったのか あるいは12カ所と想定をしたけれども

この数自体が県に上がってこなかったのか、その辺

を教えてほしいのです。

繰り返○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

しになりますが、平成25年度の当初予算は、当然市

町村が平成25年度に実施を見込んでいた分と平成26

年度に実施を見込んでいた分、この２カ年度の分を

計上しておりましたが、平成26年度実施見込みとな

りますと１年先ということですので、なかなか計画

の熟度が高まっていなくて、実施できなかった12カ

所のうち、９カ所が平成26年度で見込んでいた分と

いうことでございます。

今の話を聞きますと、要するに市町○島袋大委員

村がもろもろを含めて意気込みといいますか、市町

村が平成25年度にやってください、平成26年度でも

いいですという市町村の考えなのか、県がそういっ

た判断をしたのか。市町村がぜひともお願いします

と来ている中で、県が今回はこれですよと言ったの

か、どうなっていますか。

安心こ○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

ども基金事業の性質としまして、毎年、単年度の期

限で延長が繰り返されておりまして、延長の時期が

―国からの内定が年が明けてからという、地方自治

体にとって予算編成のタイミングとしては非常に厳

しい時期でございまして、そういったことから県で

市町村から所要見込み額を２カ年分とった上で、２

カ年分の予算を確保し、平成26年度見込み分につい

ては、この年度中に前倒し実施の働きかけを行って

きたところでございます。

了解しました。○島袋大委員

次に、子育て支援特別対策事業であります。先ほ

ど、２億8973万9000円のうちの２億2500万円が認可

外施設を認可にする５施設とありましたけれども、

この５施設は何か不備があって認可にできなかった

のですか。

これは○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

認可外保育施設の施設整備の分ということで、当初

見込みでは具体的な事業としては４カ所、それと前

倒し実施分として１カ所の合計５カ所の予算を計上

しておりました。そのうち安心こども基金事業への

事業変更―次年度以降ということになるのですが、

これが２件ございまして、残りの２件につきまして

は計画変更等で延期になったりということでござい

ます。

整備は要するに認可外を認可に上げ○島袋大委員

るということ、認可外の施設を整備するということ

になっていますか。

認可化○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

を前提として施設整備を行うというものでございま

す。

２カ所に変更があったと今おっ○島袋大委員

しゃっていましたけれども、認可外を認可に上げる

という形で市町村から申請されていると思っている

のです。その中で、なぜ変更もろもろが出たのかを

聞きたいのです。要するに、その方々は認可外を認

可に上げたいということで申請しているのだけれど

も、そういった申請のもとで、やはり認可外でいい

と思ったのか、あるいは不備が生じてそういった面

で２カ所もろもろが出たのかを聞きたいのです。今

問題になっているのは、待機児童を解消しますよと

いうことで、認可外を認可にするために県には一生

懸命汗をかいていただいておりますけれども、この

２カ所が変更したという理由が僕はわからないので

す。認可外を認可にしたいのだけれども、やはり認

可外がいいという判断でやめたのか。その辺を聞き

たいのです。

先ほど○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

も申し上げました安心こども基金事業への事業の変

更といいますのは、法人格を取得した後、この安心

こども基金を活用するということでございますが、

残る２カ所につきましては、詳細な理由は今把握し

ておりません。ただ、一般的には事業所、認可外保
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育施設のほうで課題があって、これは何かといいま

すと資金調達であったり、あと現有施設の面積が十

分確保できないということがございますので、多分

に認可外保育施設のほうの事情ということでござい

ます。

ですから、県としては認可外を認可○島袋大委員

に上げるという形で多額の予算を組んでやっていた

だいて、汗をかいて頑張っていることは非常に高く

評価します。実際、今中身がそうなのです。認可外

を認可に上げたいけれども、やはり認可外でいいと

いうところもあるということです。だから、なぜこ

の方々は認可外を認可に上げて、安易な気持ちで認

可を求めているのか。認可の条件というものはいろ

いろありますよね。その内容もわからずに認可外を

認可にしてくれとただ言っているだけなのか、ここ

が本当に大きな重要なポイントだと思っているので

す。

県としては、そのように窓口は広げているけれど

も、内容がわからずにどんどん押し込んでくるので

、 。は困る話で 県の職員としてみれば無駄な努力です

だから、この辺はもっと市町村の児童家庭課と密に

連携して、こういったもろもろは市町村の児童家庭

課で処理すればいい話です。それも安易な考えで、

市町村の児童家庭課が県に上げているということに

なれば完全に無駄な労力ですから、これをやるので

あればほかの待機児童を解消するための策をもっと

考えればいいことですから、その辺をもう少し市町

村に、ハッパをかけるという言葉は悪いですが、連

携することが大事だと思っていますから、ひとつよ

ろしくお願いしたいと思っております。

次になります。22ページ、観光指導強化費が6000

万円余り減になっていますけれども、御説明をお願

いします。

観光指導強化費○湧川盛順文化観光スポーツ部長

の補正減額6297万2000円の内訳ですが、まず１つ目

には、世界に通用する観光人材育成事業として4415

万1000円の減です。それから、観光客受入体制整備

事業として1882万1000円の減額でございます。

まず１つ目に、世界に通用する観光人材育成事業

でございますが、県内の観光関連企業、団体がみず

から企画をして、従業員等に対して実施する研修事

、業に対して支援を実施するものとなっておりますが

１件当たりの助成額が当初見込みを下回ったために

不用が生じております。その原因としましては、県

内の観光関連企業は中小零細企業がほとんどである

ことから、事業規模が少額の事業となる傾向がある

ことに加えまして、研修の実施方法、それから実施

スケジュール、あと研修カリキュラムなど、研修内

容の熟度が少し足りないとして選定されなかった

ケースもあったことなどによって減額が生じており

ます。また、採択されたのですが、繁忙期と重なり

まして研修が実施できないケースもあったと伺って

おります。

それから、もう一つの観光客受入体制整備事業の

減額は、助成額が当初よりも下回ったということで

不用が生じております。これについては、２度にわ

たり事業を公募して選定委員会を開催し、そして事

業採択を行った結果、現在の21事業が採択され、実

施しているところでございます。

4400万円の各観光産業に対しての研○島袋大委員

修会もろもろ、一般質問できのうも提案させてもら

いましたけれども、これは非常に大事だと思ってい

。 、るのです １人当たりの消費額が下がっているのは

受け入れ体制の観光産業も、640万人近く来てもその

おもてなしの受け入れ体制がなっていないのが現状

だと思っているのです。だから、4400万円をせっか

くこのような形で県が出しているのに活用ができな

いということは、観光産業の皆さん方の考え方が余

りにも、完全に客が来れば我々も金が入ってくると

。 、いう感覚なのではないか その辺を明確にじっくり

県としても自分たちでこういった助成金も出してい

るのだから、予算も組んでいるのだから、自分たち

でそういったことを学ぶ部分はしっかりと どうやっ、

たら客を呼び込めるのかということは、普通であれ

ば会社の単独の予算でやるべきです。ここまで県が

協力している中でこれだけ減を出すということは、

前も言ったように観光関連産業の皆さんとの意見交

換がまず足りないと思っていますから、どんどん議

論して、そういうことを県はやっている中で、消費

額が低いからということで県がたたかれる筋合いは

ないと僕は思っています。やるのであれば、観光産

業として腹をくくってちゃんとやれということです

ので、減でありますから、その辺は新年度に向けて

しっかりと御提案していただきたいと思っています

ので、いかがでしょうか。

私たちも、今の○湧川盛順文化観光スポーツ部長

観光産業の質を上げていくということから、委員御

指摘のとおり、人材育成は非常に重要だと考えてお

ります この事業についても説明会を開いたり ホー。 、

ムページ、それから新聞等を使ってさまざまな形で

広報を周知徹底してまいりましたが、周知の仕方も

また次年度にさらに強化していきたいと考えており
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ます。もう一つは、今回の事業を検証して、これは

企業みずから人材育成メニューをつくって、講師を

探して実施するということですが、その辺が企業と

してなかなか体制が整っていないだろうということ

、 、で 次年度は県のほうである程度メニューを示して

講師についても登録制にして、企業が負担なく人材

、育成事業をできるような環境を整えるということと

もう一つは、この中に語学の研修があるのですが、

語学の研修についても、今までは語学の講師がホテ

ル等に行って講座をするということですが、それで

はなかなか難しい。短期間で習得するのは難しいと

いうことで、次年度は語学ができる人を採用する。

採用する人に対して人件費をある程度支援する。そ

の人が現場でＯＪＴで語学を教えていくというス

キームで、若干企業が使いやすい形に変えていく工

夫をやっていきたいと思っております。

今、そのまま提案しようと思ったの○島袋大委員

ですが、文化観光スポーツ部長から意気込みがあり

ました。すばらしいと思っていますので、ひとつ頑

張ってください。よろしくお願いします。

最後であります。27ページ、教育委員会でありま

す。教職員の給与が減になっていますけれども、説

明をお願いします。

教職員給与費の減額は38億3585○諸見里明教育長

万9000円となっております。この中で、学校職員の

。給与の補正減額が約36億6167万円となっております

この給与減の主な理由を申し上げますと、給与の臨

時特例条例が今年度あったのですが、給料等の減に

よるものが20億6395万6000円、それから、勧奨退職

者数の減等による退職手当の減などで15億9771万

4000円となっております。

僕もまだ理解していないのですが、○島袋大委員

これは、要するに職員のために予算を組んでいるけ

れども、勧奨もろもろを含めて金額が残ったという

理解でいいのですか。

給与の臨時特例条例が20億円と○諸見里明教育長

大きいのですが、実は勧奨退職とか普通退職は積算

するのですが、職員個々人の事由によるところが多

くて、過去の状況などからその人数を正確に見込め

ないような要素がありまして、例年所要額を見込む

ことに苦慮している状況です。当初予算額と比較す

ると1.3％の減額ではあるのですが、もとが大きくて

1200億円を超えるので、規模も大きくなっておりま

す。

では、別に減が出たからということ○島袋大委員

で 職員の皆さんが 給料が減ったよ 私はどうなっ、 、 、

ているのという問題ではないということですね。そ

れでいいですよね。

そうですね。先ほど申し上げた○諸見里明教育長

ように、予想するのに苦慮しておりまして、減とか

は全く関係ございません。

次に、中川京貴委員。○比嘉京子委員長

最初に、基本的なことを総務部長○中川京貴委員

にお聞きしたいと思っております。

平成25年度の当初予算で 各部署の皆さん方はしっ、

かり予算措置をされていると思っております。しか

しながら、事業をしながら、必要に応じては補正を

組んだりしながら予算執行に当たっていると思うの

ですが、まず、総務部長の基本的な考え方をお聞き

したいと思います。

補正予算については、当初○小橋川健二総務部長

予算成立後の事由によって、歳入歳出はそれぞれ増

になったり減になったりということがございます。

したがいまして、６月、９月、それから11月、最後

の２月という形で、最終の決算を、あるいは実績を

踏まえながら修正していくというものが補正予算で

ございます。今回の補正予算は、１番目が国の経済

対策に伴う関連経費で、今回、87億円ほど経済対策

分が入っております。それから、今申しましたよう

な通常の年間の過不足を調整する額が一番大きいわ

けです。今回はいろいろなところで三角が目立って

おりますが、これは年度の締めに来ておりますので

不用が見込まれる。これは主に入札残でありますと

か、あるいは事業変更とかで不用が見込まれるもの

についても減額をする。それから、先ほど来、安心

こども基金などの基金事業の減額の話がございまし

たが、こういったものは次年度に活用するという意

味で、今年度の支出が見込まれないものは一旦減額

をして、翌年度に活用するという意味での減額でご

ざいます。ですから、こういう補正予算は、最終的

に年間の過不足調整とその年度年度の事情、ことし

で言いますと経済対策が入っているということでご

ざいます。

今、総務部長の答弁のとおり、や○中川京貴委員

はり当初予算を組んで、それ以上に緊急に事業執行

。に当たっては補正を組んでもやらなければいけない

しかしながら、決算特別委員会でもその都度私が申

し上げているのは、当初予算を組んだ中で必要に応

じて補正を組んでいる。補正を組んで事業執行がで

きない、先ほど事業の変更などと言っていました。

入札の残高は仕方ないと思っています 後で少し入っ。

、 、ていきますけれども 事業に当たって補正を組んで
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しかしながら２月に減額補正が出るということは、

僕はあってはいけないのではないかと思っています

が、いかがでしょうか。

基本的には、歳入歳出の精○小橋川健二総務部長

度をいかに高めて見積もるかということに尽きるか

と思いますが、経費によっては、なかなかその時点

。時点でしっかり見込むのは難しいものもございます

それから、先ほど申しました基金事業などは、基金

を設置している目的が機動的にその場その場の需要

に対応ができるということで 基金に一旦資金をプー、

ルして使えるようにしているわけです。そういう意

味では、需要に若干の増を見込みながら歳出化する

という手法もあると思っております。ですから逆に

言いますと、今回のように年間の需要が見込んだよ

うなことにはならなかったという場合には、次年度

に活用すべく減額をいたしますが、確かに減額とい

うことは、見積もりの精度という意味から言います

と本当はよくないことなのかもしれませんが、結果

として、基金事業については翌年度に使えるという

ことからすると、財政上の大きな問題はないのかな

ともまた思っているところであります。

総務部長、先ほども少し申し上げ○中川京貴委員

ましたが、やはり入札残とか、また事業変更なら私

は理解します。

平成25年度一般会計補正予算 第３号 説明資料12（ ）

ページの企画部を見ていただきたいと思いますが、

駐留軍用地跡地利用促進費の中で、ここはたしか私

。の記憶では９月に補正されていると思っております

、 、しかしながら ７億円余りの補正減が出ていますが

その説明を少し。

駐留軍用地跡地利用促進費○謝花喜一郎企画部長

は公共用地先行取得のための事業です。いわゆる跡

地利用推進法に基づきまして、公共用地の先行取得

が可能となりました。平成24年の12月に議員各位の

御理解をいただきまして、取得事業のための基金を

設置いたしました。県は、普天間飛行場に道路用地

の確保のため69億円を基金に積み立てたわけでござ

います。平成25年度は当初予算で12億円を計上いた

しました。実は、この公共用地の先行取得事業は宜

野湾市との共同で行っております。宜野湾市は学校

用地を確保するため、やはり基金条例をつくりまし

、 。て 平成25年度に約６億5000万円つくっております

県の12億円と合わせまして18億5000万円を財源にし

て、公共用地の先行取得に県と宜野湾市が連携して

取りかかったということです。

６月から取得申し込み―地権者の方々に買い取り

の申し出を求めたわけですが 県と宜野湾市合計で18、

億5000万円の当初予算を組んでいるわけですが、８

月の時点で約18億円の申し出がありました。そうし

ますと、もう明らかに足りないだろうということが

、 、見込まれたものですから 宜野湾市と相談しまして

県のほうで 委員がおっしゃるように９月に８億5000、

万円、また補正を組ませていただいたということで

ございます その後 12月時点で最終的な申込額が24。 、

億円余りありました 県が８億円増加しましたので26。

億5000万円あるわけですが、結局、宜野湾市と県で

どういう形でこの配分をするのかという話をしまし

て、県が18億円、宜野湾市が６億円を配分しようと

いうことになりました。ですから、当初予算は皆予

算額で20億円余りのもので、既に２億円余りは不用

が見込まれたわけです。県はその後、18億円の中で

買い取り協議を開始したわけですが、相手方がいる

ことでございます。結局、相続の関係とか分筆の関

係で調整に時間を要するものがございまして、結果

といたしまして、協議が成立したものが13億円でご

ざいました。18億円から13億円で約５億円ぐらいあ

りますが、先ほどの２億円余りのものと合わせて、

結果として７億円が不用とならざるを得なかったと

いうことでございます。

本来、２月、３月まで調整できればもう少し伸び

たと思うのですが、やはり固定資産税の課税の基準

日が１月１日ということで、どうしても年内に切ら

ないといけないということもございましたので、我

々としては地権者の利益も考えた場合に、ここでお

さめて、減額補正した分を次年度に戻して、しっか

りまた買い取りをしてまいりたいと考えているとこ

、 。ろでございますので 御理解を賜りたいと思います

今、企画部長がおっしゃるように○中川京貴委員

相手があることですから、地主の皆さん方は、県や

自治体の場合には5000万円控除がありますので、や

はり丁寧、親切に、宜野湾市と提携しながら跡地利

用の促進をやっていただきたい。一番悪いのは、そ

の地域をいろいろな企業が買ってしまって、ある意

味開発に支障を来さないように、早目に県と宜野湾

市が先行取得していただきたい。そして、その町の

まちづくりがスムーズにいけるような連携をとって

いただきたいと思っております。

まさしく委員の御指摘のよ○謝花喜一郎企画部長

うに、公共用地の先行取得の目的の一つには、例え

ば、県外の方々に買い取られてしまって、跡地利用

が進みづらくなるということを何とか抑えようとい

うことがございます。県としては、しっかり宜野湾
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市と連携しながら公共用地の先行取得を可能な限り

前倒しで行って、跡地利用を円滑に進めてまいりた

いと思っております。

ぜひ地主と協議の上、本当に返還○中川京貴委員

されてよかったというまちづくりを実現していただ

きたいと思っています。

次に、15ページ、これは先ほど又吉委員、島袋委

員からも問題提起がありました。15ページの保育対

策事業費、その下の子育て―島袋委員の本会議の質

問にも出ていたと思うのですが、これも９月に補正

されているのです。先ほどの答弁では、５施設を予

定していたが実績が上がらないため減額になってい

る。実績を上げるための作業は各委員からいろいろ

な話があったと思うのですが、補正して事業執行が

できない主な理由を、一応私なりに把握しています

が、なぜそれをできないのでしょうか。

待機児○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長

童対策特別事業につきまして、９月議会で補正いた

しましたのは、認可外保育施設に対する運営費の支

援を強化するために約１億8000万円を補正したとこ

ろでございます。今議会におきましては、認可外保

育施設の施設整備の支援を行うために予算化して、

結果、実績減となったものでありますが、このよう

に事業の細事業の―目的が異なる事業での補正増、

補正減だったということでございます。

ですから、本会議でも福祉保健部○中川京貴委員

長が一生懸命答弁していましたけれども、沖縄は沖

縄独自の理由があって、ウチナービケンといいます

か、沖縄ができる制度を確立していただいて、保育

所の問題もそうです、施設もそうですが、国と交渉

しながら僕はやっていただきたいと思うのですが、

いかがでしょうか。

待機児童対策につきまし○崎山八郎福祉保健部長

ては、大変重要な課題だという認識を持って今取り

組んでいるところであります。市町村でも待機児童

、 、解消計画を策定しておりますので 県としましては

市町村の待機児童解消計画に沿って、市町村と連携

しながら、いろいろな支援もしながら取り組みを進

めていければと考えております。

次に、17ページをお願いします。○中川京貴委員

ここで医務行政費が出ておりますが、これもたしか

補正したと思うのですが、説明をお願いします。

それでは、医務行政費の補正○阿部義則医務課長

の部分についてお答えいたします。医務行政費の補

、 （ ）正に係る事業は 県立病院設備整備 医療再生二次

事業と、もう一つは、公立久米島病院医療連携構築

事業という２事業がございます。さらに、細事業が

県立病院設備整備（医療再生二次）事業の中にござ

います。

まず、９月に補正いたしましたのは、県立北部病

院の職員宿舎の建設に充てるために、その実施設計

分を増額補正しております。さらに、今回減額補正

する分でございますが、この分につきましては、沖

縄県立中部病院のがん化学療法センター、総合周産

期母子医療センター整備拡張事業の工期が少しおく

れまして、今回一旦減額いたしまして、次年度当初

予算にのせて建築を継続するということで考えてい

ます。それからもう一点、沖縄県立八重山病院の宿

舎の建設もこの中に含まれております。これも工期

がおくれていまして、一旦減額補正いたしまして、

次年度当初予算にのせて、工事をして完了する予定

となっております。それからもう一点、公立久米島

病院につきましては、電子カルテシステムを導入し

まして、地域の医療連携を促進しようという事業で

ございます。これは地域医療再生基金の積み残しと

いうか、残額を集めて、計画変更という形で新規事

業で立ち上げた事業でございます。厚生労働省の承

認の要件といたしましては、平成25年度内に事業を

開始しないと認めないというものでございまして、

２月補正で一旦事業化しておきまして、明許繰越と

して次年度で事業をするということで提案しており

ます。

実はおくれた理由まで説明してく○中川京貴委員

れれば助かったのですが、時間がないので次に行き

ます。

21ページの中小企業金融対策費。これもたしか県

単費制度の利用ということで、９月で６億円余り補

。 。正しています それが4000万円近く減になった理由

融資事業はどうしても一定○小嶺淳商工労働部長

。の融資枠を設定しておくという性質もあるわけです

それともう一つは、シーンごとに融資枠を設定する

という事情がありまして、それに対応する保証料の

、補塡の補助金等も個別に設定しているものですから

そういう事情がありまして、９月には資金繰り円滑

化借換資金の需要が相当伸びるということで、貸付

金とそれに対応する保証料の補塡、補助金を増額し

たということです。今回、２月補正でこの借換資金

以外の資金について、利子補給とか、保証料補塡、

補助金を減額したということでございます。

わかりました。○中川京貴委員

済みません、22ページをお願いします。22ページ

のちょうど真ん中の観光指導強化費で、世界に通用
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する観光人材育成事業、エンターテインメントの創

出・観光メニュー開発等支援事業に係る経費と、僕

はこれで増額になっているのかと思っていたら減額

になっております。もしかしたら補正していないで

すか、減額になった理由を確認します。

補正増はござい○湧川盛順文化観光スポーツ部長

ません。

28ページの警察施設費も、たしか○中川京貴委員

９月に補正されております。減になった理由をお願

いします。

９月補正予算におき○綿引浩志警察本部会計課長

まして、警察庁舎等整備事業費としまして、交通機

動隊庁舎の新築工事に係る設計業務分であります。

これが4600万円ほど予算措置されております。減額

の理由といたしましては、同設計業務の一般競争入

札を11月に実施したところ、1241万1000円の入札残

がございまして、その額を減額補正しております。

1962万円につきましては、当初予算でつきました宮

古島警察署の委託料が224万9000円、それから工事請

負費が495万円、合わせまして総額で1962万円を減額

補正したものであります。

わかりました。このように入札残○中川京貴委員

による減とかでしたら、工事、また設計料は当初総

務部長が説明したとおり理解しております。

最後に１つ、企画部長に、これは質疑ではありま

せんけれども、去年、沖縄離島体験交流促進事業の

中で子供たちに体験学習をさせようということで、

たしか当初は１億2500万円組んで、しかしながら、

やはり各学校からの応募が多くて補正を組んで、そ

して補正とトータルで１億7000万円を組んで44校

3000名の子供たちに体験交流学習をさせたというこ

とについて、たしか１週間前の新聞に学校の先生方

のコメントが載っておりました。私もこれは何度か

一般質問で取り上げて、実は私の父も離島出身なも

のですから、伊是名村出身で離島の苦労は誰よりも

知っているつもりです。まさに人材育成が沖縄振興

一括交付金の使い道の一番大切なところだと。本来

のメニューでできるものはメニューでやるのです。

沖縄振興一括交付金はそういった人材育成、本県は

御承知のとおり自主財源も乏しいし、また資源もな

いというところで、子供たちの教育と人材が私は宝

だと思っております。

そこで、去年補正を組んだ１億7000万円、ことし

は当初予算を見ましたら、当初から１億7000万円が

組まれていまして、今度は66校3300人の子供たちを

離島で体験学習させようということに対しては深く

感謝申し上げます。そういった意味では、やはり予

算はしっかり組んで、そして、それが実現できるよ

うに実施していただきたいと思います。

最後に１つは、沖縄本島の子供たちは離島に行く

学習ができます。しかし、離島の子供たちも同じ教

育環境の中で、沖縄本島で学習できる制度をつくる

べきだと僕は提案しました。例えば、海洋博公園の

沖縄美ら海水族館を見る、それと首里城、また返還

される普天間基地の跡、そして嘉手納飛行場を含め

たそういった体験学習が必要だと思っていますが、

教育長と企画部長に答弁を求めたいと思います。

、○諸見里明教育長 委員御提案の件につきましては

私も離島に行ったときにこの場面を見ることができ

まして、大変すばらしい事業だと思っております。

御提案のように、逆に離島の子供たちをこちらへ連

れてきていろいろな交流をさせたり、沖縄本島のい

ろいろなところを見せたり、そういう子供たちのモ

チベーションを上げていくことは本当にすばらしい

と思っております。ぜひ、いろいろと検討、また勉

強させてほしいと思います。

離島の振興は県政の最重要○謝花喜一郎企画部長

課題と考えております。離島のすばらしさ、また難

しさを沖縄本島の子供たちに知っていただきたいと

いうことで、この沖縄離島体験交流促進事業を実施

しているわけです。一方でまた、離島の子供たちが

沖縄本島に来て、沖縄本島のよさ、それからまた沖

縄本島の子供たちの環境も見ながら、自分の将来を

思い描くということも大変ないい効果があるだろう

と思っております。これもまた、ひいては離島の振

興につながるだろうと思っていますので、企画部に

おきましても教育庁とよく連携しながら、ぜひ委員

の御提案が実現できるようにいろいろ研究をしてま

いりたいと思っております。

、○中川京貴委員 この沖縄離島体験交流促進事業は

平成22年度の３校163名からスタートした事業だと

思っております。それが平成23年度、平成24年度、

、 、平成25年度と ことしの平成26年度になるのですが

やはり子供たちの環境は離島も沖縄本島も公正公平

でなければいけないと思っていますし、やはり一番

大事なのは事故が起きないように万全の体制で―

せっかくいい事業を、県やまた市町村、自治体の受

け入れ体制ができても、そこで事故が発生してしま

うとその事業自体が成功とは言えません。そういっ

た意味では県も自治体と連携をとって、事故が起き

ないような体制をしっかり申し入れていただきたい

と思っております。以上です。
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新垣良俊委員。○比嘉京子委員長

まず、平成25年度一般会計補正予○新垣良俊委員

算（第３号）説明資料から順を追って質疑したいと

思います。

１ページの人件費で63億4621万5000円の減になっ

ているのですが、これは国の方針で、復興財源の関

係で地方公共団体は減額をしなさいということが

あったと思うのですが、それに関連しての削減なの

か。今、平成25年度一般会計補正予算（第３号）説

明資料を見ているのですが、各款項目を見たら全部

と言っていいのですが、その中で民生費で給料、そ

れから職員手当等、共済費が減になっていないとこ

ろもあるのです。それについて説明をお願いしたい

のですが。

人件費63億4600万円の減で○小橋川健二総務部長

す。この内訳ですが、給与の臨時特例がございまし

た。委員がおっしゃったような、７月から国の給与

と連動してということで、給与減額、特例減額を行

いました。この分が32億7400万円の減としてこの中

に入っております。そのほかに、現員、現給の過不

足分と言いまして、人件費の予算計上を毎年12月１

日現在の現員、いる人数で計上してまいります。そ

れが４月を迎え、あるいは退職等もございます。そ

れから、今回はございませんでしたけれども、人事

、院勧告に基づく給与の勧告といったものを加味して

部によっては増額になるものもございますし、部に

よっては減額になるものもございます。そういった

ものを相殺、合計いたしますと、今回は18億円の減

でございます。

そのほかに退職手当、これも先ほど教育長からも

答弁がございましたが、勧奨退職も一定の数で毎年

見積もっております。今回も昨年同様の見積もり方

で見込んでおりますが、今回見積もった人数よりは

勧奨を受ける方が少なかったということで これも12、

億5000万円ほどこの中に含まれております。これが

給与費の減額の理由でございます。

それから12ページの企画部になり○新垣良俊委員

ますか、通信対策事業費の8050万円は減額になって

いるのですが、沖縄本島と離島を結ぶ海底光ケーブ

ル等の整備に要する経費ですが、これは入札残か、

それともどういうものの経費でしょうか。

8050万円は、離島地区の海○謝花喜一郎企画部長

、底光ケーブルの提案に係る公募を行ったわけですが

入札残が出たということでございます。

これは沖縄本島と離島となってい○新垣良俊委員

ますが、離島というとどこを指していますか。

沖縄本島から久米島、そし○謝花喜一郎企画部長

てもう一つは与那国島を回す部分です。海底光ケー

ブルをループ状にするという事業でございます。

それから14ページ、福祉保健部に○新垣良俊委員

なります。その中の住宅手当緊急特別措置事業があ

るのですが、これは生活困窮者に対する住宅支援給

付に要する経費の減額とあるのですが、この生活困

窮者は生活保護と見ていいのですか。

この事業につきまして○伊川秀樹福祉・援護課長

は、平成22年度あたりからの実施事業ではございま

すが、リーマン・ショック等の現下の厳しい雇用情

勢を踏まえた低所得者のための生活、就労、住宅等

の必要な支援を行うための事業でございます。

住宅支援給付に要する経費という○新垣良俊委員

ことは、アパートを借りる経費ということですか。

そのとおりでございま○伊川秀樹福祉・援護課長

す。

それから15ページですが、老人福○新垣良俊委員

祉施設整備費の補正額が３億5785万2000円減額に

なっているのです。これは介護基盤施設の開設準備

に対する補助に要する経費の減額となっております

が、待機老人が多い中で介護施設の開設準備に対す

る補助が減額になったということは、これは少し準

備が足りなかったのか、それとも認可がおくれたと

いうことですか。説明をお願いします。

老人福祉施設整○仲村加代子高齢者福祉介護課長

備費の減額補正の状況について御説明いたします。

この施設開設準備経費助成特別対策事業につきまし

ては、特別養護老人ホーム等の開設準備に係る経費

を施設開設前６カ月に限って助成を行っているもの

でございます。この減額の理由につきましては、施

設の開設が今年度に間に合わない等、平成26年度に

延びた施設等がございまして、今年度の所要額が減

になったことによるものです。また、あわせて今年

度施設整備を行う予定の事業所につきましても、平

成26年度等に延びたというところもございまして、

減になっているものでございます。

今、平成25年度の開設に間に合わ○新垣良俊委員

なかったと言うのですが、介護施設の施設数は１カ

所で３億5000万円余の減額になったのかどうか。１

カ所なのか、それともそれ以上なのかをお願いしま

す。

施設開設準備経○仲村加代子高齢者福祉介護課長

費の助成につきましては、当初25カ所を予定してお

りましたところ、次年度開所になったところが13カ

所ございまして、その分の減が１億9652万円でござ
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います。それとあわせて、介護基盤緊急整備等臨時

特例基金は、市町村が行う小規模の事業所等の整備

事業になりますが これにつきましても認知症グルー、

プホーム等、７カ所の不用が生じております。この

事業につきましては、いずれも基金事業でございま

して、次年度に計上して執行する予定としておりま

す。

次に、16ページの生活保護援護費○新垣良俊委員

は、補正額が今回は９億2439万9000円になっていま

、 。 、すが 生活保護法で現在は８扶助ですか 生活扶助

教育、医療とか、新しく介護が加わっていると思う

のですが、この金額が大きいのですが、扶助の中の

何が減額になっているのか説明をお願いします。

、○伊川秀樹福祉・援護課長 委員おっしゃるとおり

扶助にはいろいろな種類がございますが、今回は生

活扶助等を初めとしまして、それぞれの各扶助費等

におきまして減額となっております。

沖縄県では現在何名が生活保護を○新垣良俊委員

受けているのか説明をお願いします。

県の所管します５つの○伊川秀樹福祉・援護課長

福祉保健所、11の福祉事務所を合わせまして、12月

時点でございますが、世帯数で２万4536世帯になっ

ておりまして、人数にいたしますと市部、郡部を合

わせまして県全体で３万4342人となっております。

これは困窮の程度に応じて支給し○新垣良俊委員

ているのですが、健康で文化的な生活水準を保障す

るということもあるのです。また自立をさせないと

いけないということでもありますので、生活保護受

給者に対して手厚い支給もぜひお願いしたいと思い

ます。

それから、農林水産部になります。18ページの含

みつ糖振興対策事業費は４億7200万円余の減額に

なっているのですが、これは補助に要する経費の実

績減となっているのですが、それについて農林水産

部長、説明をお願いします。

含みつ糖対策振興事業につ○山城毅農林水産部長

きましては、製糖工場で黒糖を製造するときに、価

、 、格差の補塡 経営的な補塡をするソフト的なものと

、 、老朽化した施設の改修等がございまして １つには

今回原料が災害等で減ったということで、予定して

いた黒糖の生産量に対する支援額が落ちたというこ

とが１点ございます。もう一つは、多良間島の製糖

工場で、今回一部老朽化した施設を改修しようとい

うことで予定していたのですが、平成27年度に向け

て新たにつくりかえるということもありますので、

、 、その辺を加味して 今回はそれよりはということで

もう少しきちんと修理しながら使っていきたいとい

う事業主体からの要望もございまして、そういった

ものが要因となってございます。

生産量というのですか、サトウキ○新垣良俊委員

ビの今回の実績といいますか、製糖量は大体何万ト

ンを予想していますか。

今期につきましては、約70○山城毅農林水産部長

万トン弱を見込んでいるところでございます。

、 、○新垣良俊委員 次に もう時間がありませんので

教育委員会にお願いします。27ページの学校建設費

ですが、これは２億4179万6000円ということで改築

に要する経費―老朽校舎の改築となっているのです

が、人口増で生徒数がふえ、小学校、中学校もそう

ですが、特別教室を普通教室に改築する場合の市町

村に対する改築工事費といいますか、この学校建設

費で対応できるかどうか。

学校の普通教室を特別教室○親泊信一郎施設課長

等に改修、あるいは逆の場合も改装改修事業費とい

うことで、教育委員会の施設の事業として予算がご

ざいます。今回の建設費につきましては、学校の建

築等に要する経費となっております。

今言っている市町村の改築、改修○新垣良俊委員

については、この学校建設費とは別ということです

か。

市町村の学校の改装、改修○親泊信一郎施設課長

につきましては 市町村の予算で計上することになっ、

ております。

単独ということですか。県からの○新垣良俊委員

補助はなくて、国からの補助もなくて、市町村の単

費で改築工事をやるということですか。

、○親泊信一郎施設課長 事業の規模にもよりますが

国庫の補助メニューがございまして、そのメニュー

。に該当すれば国の補助があるということになります

よく過密校になったり、それから○新垣良俊委員

教室のあきもあるのですが、規模によると思うので

すが、ぜひとも教育庁のほうでフォローしてほしい

ということが私のお願いでもあります。時間になり

ましたから終わりますが、この補正では、例えば、

技師がいなくて不用になって消化できないというこ

ともありますので、ぜひとも総務部では技術者の養

成をまたお願いして、私の質疑を終わりたいと思い

ます。ありがとうございました。

休憩いたします。○比嘉京子委員長

午前11時55分休憩

午後１時24分再開

再開します。○比嘉京子委員長
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午前に引き続き、質疑を行います。

浦崎唯昭委員。

きょうは、仲井眞県政を支える行○浦崎唯昭委員

政の皆様方がおそろいで御苦労さまでございます。

昨年の知事の一大決心に対しまして、公務員の皆さ

ん方も大変御苦労が多いかと思います。批判もあろ

うかと思いますけれども、それに耐えて忠実に公務

を執行するように激励したいと思っております。

教育長には、かねてより少し話していた件を今回

。 、質疑させていただきたいと思っております それは

学校建設費についての中身の問題よりも、学校建設

についての行政のあり方、行政として判断する基本

的なものを聞かせていただきたいと思います。学校

をつくる、高等学校をつくる、その中での行政の役

割、教育委員会の役割はどういうものがありますで

しょうか。

御存じのように、教育の機能に○諸見里明教育長

ついては、例えば子供たちの教育課程であるとか、

そして構成をどうするかということは、当然私たち

教育委員会がかかわって、この辺の指導、助言等を

やっております。学校建設につきましても、安全安

心の面から、それから教育機能はどうであるとか、

子供たちにとってよりよい学習環境、そのような形

で設計されているかということは、やはり私たち教

育委員会にも当然責任はございます。

そういう立場はよく理解します。○浦崎唯昭委員

そういう中で、せんだって御連絡申し上げましたの

は、私は母校が那覇高等学校で、久しぶりに那覇高

、等学校を通りましたら大幅に運動場が変わりまして

運動場が東側になっているのでしょうか、そして西

側に校舎が建築されたという中で運動場を見てまい

りました。その運動場の中における施設のあり方に

ついて施設課長に問い合わせをしたら、これは学校

が決めることだと、教育委員会ではないと言うもの

ですから、では、上司に聞いていいのかということ

で、どうぞと言うから教育長にも電話をし、教育長

は現場を見せてくださいということでありました。

現場を見られた御感想があればお聞きしたいと思い

ます。

那覇高等学校は、私、毎日バス○諸見里明教育長

で通るのですが、実際に見に行ったのは最近です。

委員から御指摘がありまして見に行きました。校舎

も大変新しくなって、それから、運動場も以前より

はよくなったのではないかという感想を持っていま

す。

そこで教育長に申し上げましたの○浦崎唯昭委員

は、運動場の中に駐車場が予定されているのかどう

かを施設課長に聞くと、これは学校側が決めること

だったものですから、私は大いに疑問があります。

それは、運動場のあり方、学校の教室のあり方、基

本的なものは教育委員会が決めて、子供たちの教育

に資するべきだと思っております。わかりやすく言

えば運動場も教室の一つ。そして、今新しくなって

いる教室も当然教室の一つです。そういう意味で、

あの運動場がいろいろな経緯の中でだんだん狭くな

りました。私は若いころ野球をしていたのですが、

大変広い運動場で、那覇高等学校は全県下の試合を

する場所でありました。全校からうらやましがられ

たのですが、この間も一般質問で出ておりましたけ

れども、今や全県下で五十五、六番目になる狭い運

動場になっております。

そういう意味で、運動場を狭いながらも広く使っ

ていくことはとても大事なことだと思いますけれど

も、その中に駐車場があるということはおかしいで

はないですか。これは学校側が決めることではなく

して、教育行政で基本的なものはつくっていくべき

だというお話を申し上げました。そのことについて

御意見を伺っているわけです。

委員から御指摘を受けまして、○諸見里明教育長

私も本当によく考えました。まず、学校の設計とい

うものは、校長が中心となって校内の検討委員会を

開いて設計し、それから、教育委員会と綿密に打ち

合わせをしながら特に設計しているのです。場合に

よっては本土にも視察に行ったり、先進県への視察

であるとか。那覇高等学校の場合は、本当に限られ

たスペースの中でどうやるかということをやはり学

校で練って、かなり議論しているはずなのです。委

員がおっしゃる意味も十分納得できるのですが、そ

れをもとに教育委員会は安全安心であるとか、予算

の面からとか、学習環境はどうかという形でやって

いくのですが、その辺は運動場をもっととったほう

がいいという観点を我々は持っております。

運動場をとったほうがいいかは別○浦崎唯昭委員

、 。にして 駐車場がなければそれだけ広がるわけです

その駐車場については教育委員会で検討すべきだと

思っております。今、学校側が決めていくという設

計の中での話でしたけれども、学校側は御承知のと

おり 先生方は三 四年で人事異動されていらっしゃ、 、

らないのです。そういう意味で、しっかりとした教

育施設をつくっていくということは、基本的に教育

委員会がやるべきです。学校側が設計したから学校

側がやるべきだというお話は基本的に間違っている
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と、私ははっきり申し上げざるを得ないのです。そ

ういう意味で、学校施設の管理運営について、基本

的には教育委員会がやる。そのことの御答弁をいた

だければと思っています。

教育委員会が全て責任を持って○諸見里明教育長

、 、 、やるというよりも 校長 教頭とやはり合い議して

地域に合った実態というものは校長がよく知ってい

るはずです。地域の方と相談しながら、当然設計に

ついては同窓会の意見も十分反映されながらやって

いると私は認識しております。御存じのように、那

覇高等学校は10年前でしたか、同窓会もかなり入っ

て体育館をどうするかということがありましたけれ

ども、そういう意味でも、今回も恐らくは同窓会も

入って議論はしていると思いますけれども、確かに

教育委員会も入らなければいけないと思います。

入らなければではなくして、基本○浦崎唯昭委員

的に教育委員会で決めていくということは間違って

。 、 、いますか 基本的な運動場のあり方 校舎のあり方

校門のあり方は教育委員会が決めていくべき問題で

はないですか。10年ぐらい前にも体育館を真ん中に

つくろうとしたのですよ。施設課の職員の皆さんと

、 。 、も話し合って これは将来禍根を残すよと そして

西の端っこにつくってもらって、今のような学校の

仕組みができたのです。その施設課長ももういらっ

しゃらない、校長先生も当然いらっしゃらない。10

年前ですからいらっしゃるわけがないですよ。そう

いう意味での責任は教育委員会が持たなければ、時

の校長先生が地域のこと、学校のことを四、五年は

わかるかもしれませんけれども、10年、20年、30年

と続いていくのですから、そういう中では教育行政

をつかさどる教育委員会でしっかりと見ていく体制

をつくるべきだと私は申し上げているのです。

同時に、つけ加えなければならなくなりますけれ

ども、あの狭い学校の中でそこに先生方の駐車場が

必要なのかどうか。例えば、県庁の職員の皆さん方

も駐車場はないですよ。どうしても借りなければな

らない方は、みんなこの辺の地域の駐車場を借りて

いるということは、十何年か前の当委員会で話した

こともあるのです。学校の運動場を狭めて、先生方

の駐車場があるという時点で大きな間違いだと思っ

ています。そういう意味では、教育委員会がしっか

りと管理をしておけばそういうことにはならない。

そして、子供たちの教室にも等しい運動場が、狭い

ながらも立派な運動場になっていくのではないかと

思うのですが、このことについて御答弁をよろしく

お願いします。

やはり難しいですね。確かに委○諸見里明教育長

員のおっしゃるとおりです。理想としては、駐車場

を取っ払って運動場をつくったほうがいいと思いま

す。ただ、沖縄市、北谷町とかから通っている先生

方はどうするのか。当然学校もこれは存じていて、

恐らくは駐車場はないほうがずっといいという議論

はあったと思うのですが、私たち教育委員会がこれ

は取っ払うべきだと言うことはできなくはないので

すが、学校との協議は絶対必要だと思います。

教育長、本当にもう少し真剣に考○浦崎唯昭委員

えてみてください。運動場が狭い中で、そこに先生

方の駐車場があって余計狭くなることが正常な状況

ですか。しかも、駐車場は先ほど言ったように、も

。し必要であれば皆さん借りて出勤しておられますよ

。全県下でもそういうことになっていると思うのです

先生方の駐車場はみんなあるのでしょうか。その辺

はわかりませんけれども、那覇高等学校をこの間見

た限りでは、狭い運動場の中に駐車場ができて、狭

い運動場をさらに狭くすることを母校として私は見

るに見かねているし、これから教育委員会がしっか

りと教育行政を管理していく中で、そういう立場に

なるということを私ははっきり聞いてこの質疑を終

わりたいのですが、どうしてそれが言えないの。

那覇高等学校の駐車場の件は少○諸見里明教育長

しおいて、これから議論していきたいと思いますけ

れども、設計の段階から教育委員会がかかわって、

学校といろいろ合い議しながらやっていくというこ

とは検討させてください。

検討させてくださいと言うからそ○浦崎唯昭委員

ういうことで了解しますけれども、そのことは他校

に関して言えばもっと問題は大きくなってまいりま

、 、すが 他校のことは私は余りわかりませんけれども

他校もそういう状況ですか。先生方の駐車場がそれ

ぞれ設けられて、那覇地区で言えばみんな狭いです

よ。この間、八重山農林高等学校は80ヘクタールと

聞いてびっくりしたのですが、私たち那覇地区は、

とりわけ真ん中にある那覇高等学校とか、那覇商業

高等学校とか、沖縄工業高等学校とか、ああいうと

ころは狭いですよ。そういうところでも先生方の駐

車場は必要とされているのですか。

那覇地区の高等学校は狭隘です○諸見里明教育長

、 、が 全員が足りているというわけではないのですが

駐車場はある程度あります。

教育委員会が今まで設計段階から○浦崎唯昭委員

、入っていなかったことも大きな疑問がありますので

ぜひ皆様方が入って、運動場も教室であるというこ
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とをしっかり認識していただき、高等学校の子供た

ちが縦横無尽に運動できますようにお願いいたしま

して、この質疑を終わります。以上です。

具志孝助委員。○比嘉京子委員長

平成25年度一般会計補正予算（第○具志孝助委員

３号）説明資料の14ページ、私は通告していません

のでできる範囲内で答弁をしてください。

国民健康保険指導費が下から２行目にあります。

この事業は、国民健康保険の財政の安定的な運営に

要する経費１億97万8000円の補正増になっておりま

すが、まず、その事業について御説明をお願いしま

す。

国民健康保険指導費○上地幸正国民健康保険課長

は、市町村及び国民健康保険団体連合会に対する補

助金、負担金及び保険者に対する指導、監督に要す

る経費等となっております。その補正の内容ですが

２点ありまして、まず１点目が高額医療費共同事業

負担金について、高額医療費が当初見込みを下回る

ために２億4410万1000円の補正減をするということ

です。２点目が県調整交付金についてですが、国民

健康保険財政の安定的な運営を目的に、保険給付費

等の９％に相当する額を市町村に交付する事業であ

、 、りますが 保険給付費等が当初見込みを上回るため

。３億4507万9000円の増額補正を行うものであります

。合計で１億97万8000円の補正をするものであります

実は、このところを見て、国民健○具志孝助委員

康保険制度の問題ですが、消費税が４月から５％が

。 、８％に上がる そのときに国民の医療費を初めとし

社会保障制度の充実強化を図っていくというような

前提になっているのですが、今市町村で運営してい

る国民健康保険財政が大変厳しい状況にあります。

（ ）本県の新年度予算でも国民健康保険負担金 補助金

等事業があって、新年度は194億4530万3000円の予算

が計上されているということでありますが、国にお

いては、国民健康保険財政はこのままでは立ち行か

ないということで、市町村の運営から都道府県運営

に変えるべきだという方向性が昨年あたりから言わ

れていると思っております。これらの作業がどれぐ

らい進んでいるのか。実はそこのところが知りたい

ところでありますけれども、いかがでしょうか。

現在の国民健康保険○上地幸正国民健康保険課長

制度のあり方については、国と地方の協議の場であ

。る国保基盤強化協議会において検討されております

１月31日に政務レベルの協議が開始されておりまし

て、ことしの７月をめどに中間報告を取りまとめ、

平成27年１月に関連法案の通常国会への提出を目指

すということになっております。

ちなみに、国民健康保険財政の各○具志孝助委員

市町村における現状は、かなり市町村でも国民健康

保険財政に対する―特別会計でやっていると思って

おりますけれども、どこの市町村でも一般会計から

繰り出しをして運営をやっていますよね。それにも

かかわらず、市町村の間で国民健康保険税、国民健

康保険料というところもあるかもしれませんが、こ

の負担額に相当の格差が出ているということが言わ

、 、れておりますけれども 国民健康保険の運営の実態

市町村格差というのですか、どのような状況になっ

ているのか。特に格差だとか、あるいは一般会計か

らの持ち出しの平均がどれぐらいとかという状況に

ついて、あらかじめ通告もしていないのですぐに答

えられないかもしれませんけれども、もし御説明い

、 。ただけるのであれば この機会にお聞かせください

決算補塡等目的の法○上地幸正国民健康保険課長

定外繰り入れですが、これを除くと実質的な収支は

沖縄県全体で98億8932万円の赤字となっておりまし

て、赤字市町村は39市町村という状況になっており

ます。

市町村格差は出てきませんか。○具志孝助委員

平成23年度の例です○上地幸正国民健康保険課長

と、竹富町、与那国町、それと宜野座村においては

法定外繰り入れはありませんが、逆にそのときに一

番多かったのは沖縄市で、９億2914万9000円となっ

ております。

とにかく今、国民健康保険財政は○具志孝助委員

どこの市町村でも大変な状況であるということは、

新聞報道でもよく出ているところであります。私が

承知しているところで言うと、沖縄県内でもいわゆ

る保険税の差が三、四倍ぐらい出ているということ

が言われているのです。国でもおよそ9000億円の国

民健康保険財政が赤字を来しているし、このままの

状態では放っておけないということであります。先

ほどの話に戻りますけれども、これは沖縄県におい

ても当然ながら、各市町村の運営から県が保険者に

なって国民健康保険財政、国民健康保険を運営して

いく方向で準備が進められているというのですが、

国民健康保険財政の運営主体が市町村から県に移行

するその準備状況といいますか、いつごろからとい

うことで進めているのか。より具体的にお聞かせい

ただければありがたいと思っているのです。

国民健康保険を持続○上地幸正国民健康保険課長

可能な制度にするためには、国民健康保険における

財政上の構造的課題の解決が必要であり、全国知事
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会で繰り返し表明されております。構造的課題の解

決が、都道府県が国民健康保険の運営責任を担う前

提であると考えているところです。国民健康保険の

構造的課題の解決策や保険者機能の分担について、

今後の検討状況を注視するとともに、必要に応じて

国に対し、全国知事会を通して意見を述べていきた

いと考えております。

ありがとうございました。日本が○具志孝助委員

世界に誇れる国民皆保険制度の中核を担うのが国民

健康保険だと思っているのです。自営業だとか、あ

るいは定年を迎えた人たちがその後加入していく保

険であって、国民の大多数がこの国民健康保険に加

入している。日本の保険制度のまさに中核を担って

いる。ところが、これがなかなか立ち行かなくなっ

、 、ているという中で 抜本的にこれを改革していこう

そして、国民がひとしく負担をしながら良質な医療

を受けていく、このように持っていこうというよう

な大きな改革であると思っております。ぜひうまい

ぐあいに移行を果たしてもらいたいものだと思って

おります。また予算特別委員会がありますから、も

し機会がありましたら尋ねていきたいと思っており

ます。きょうはこの程度にとどめておきます。

あと１点、細かい話ですが、平成25年度一般会計

補正予算（第３号）説明資料の16ページの下から２

行目に職員相互派遣事業費があって、これも説明を

見ますと、県と那覇市の職員相互派遣に要する経費

の減額ということで減額補正になっているのです。

那覇市と県の間で職員の相互派遣事業をやっている

ことはわかるわけですが、説明をお願いします。

平成25年４月から那覇市○崎山八郎福祉保健部長

が中核市に移行いたしまして、那覇市が地域保健法

に基づいて保健所を設置するということで、県から

那覇市の保健所に職員派遣と、那覇市から県に職員

を派遣するということをやります。

そうすると、これは期限つきです○具志孝助委員

か。ある一定の期間が過ぎますと終わりになるわけ

ですね。

一応３年間ということで○崎山八郎福祉保健部長

やっております。

ありがとうございました。私は、○具志孝助委員

なぜ那覇市なのかと。そういうことであれば、各市

町村と交流があってしかるべきではないかと思った

ものですから、お尋ねをいたしました。ありがとう

ございました。終わります。

仲宗根悟委員。○比嘉京子委員長

では、二、三質疑をしたいと思い○仲宗根悟委員

ます。よろしくお願いします。

まず、商工労働部の緊急雇用創出事業についてお

伺いしたいのですが、この事業そのものはどのよう

な使い方をされているのかということを教えていた

だきたいと思っているのです。今私の思っているも

のは、恐らく県の事業とか、あるいは市町村の事業

を振り分けながらこの予算を活用するとは思うので

すが、緊急雇用創出事業についてどのような使い方

をされているか。まずその辺からお伺いしたいと思

います。

今回の補正で22億円余りを○小嶺淳商工労働部長

緊急雇用創出事業臨時特例基金に積み増ししました

けれども、これに関することをまずお話しいたしま

す。これは平成26年度から実施しますけれども、今

回の事業は地域人づくり事業ということになってお

りまして、今までのものと非常に違うのは、雇用の

確保だけではなくて処遇改善―経営者が雇用環境を

改善するとき、例えば売り上げをふやすためのいろ

いろな取り組みとかも対象になることが新しいとこ

ろであります。

平成26年度から始めるものについては今募集をし

ておりまして、今月末に決定しますけれども、今集

まっているものでは、県内建設業界において不足し

ている鉄筋、型枠工等の人材育成、それから人手不

足ということで潜在看護師の再就職を支援する事業

等、今一番問題になっているものに対応できるよう

な事業をやっていきたいと思います。

県内の雇用情勢を改善する○又吉稔雇用政策課長

ということで、緊急雇用創出事業臨時特例基金を平

成21年度に設置しております。今回の補正分も含め

て、これまで223億2960万円が国から本基金に交付さ

れております。平成21年からこれまで県内の雇用情

勢改善のため諸事業を実施しまして、平成24年度ま

での実績で申し上げますと、１万1078名の新規雇用

が創出されております。その間の事業費が138億4760

万6000円という結果になっております。最近の雇用

情勢は徐々に改善していることが労働力調査等で出

ておりますが、この緊急雇用創出事業を使って、失

業率に多少なりとも貢献できているのではないかと

考えています。

今の説明の中で、雇用の確保とか○仲宗根悟委員

処遇改善に充てていくというお話ですが、これはメ

、 、ニューがあって そういう事業について募集をして

応募してきた事業者の方々が適当なのかどうかとい

う審査をして、それから与えるということですか。

この事業は、県及び市町村○又吉稔雇用政策課長
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が事業実施主体となりまして、民間企業等に委託し

て実施する事業です。民間企業等が例えば規模拡大

とかをしたい場合、人を当然雇うと思いますが、そ

れに充てる人件費に２分の１以上を使って、残る２

分の１はその他事業経費として使っていいという内

容になっておりまして、必要な分は当然人件費で人

を新しく雇って、失業者を雇って事業を実施すると

いう内容になっています。

今の説明ですと これまで１万1000○仲宗根悟委員 、

名の雇用につなげたというお話ではあるのですが、

私自身のイメージからしますと 新しい仕事をつくっ、

ていきたい、企業の中でこういう部門を設けていき

たい、それに対して市町村あるいは県にどうですか

ということで、その事業で活用できませんかという

ような内容があるのかと思ったのです。その辺を含

めて皆さんの審査の内容にあるのか。その辺はどう

でしょうか。

各市町村、あるいは県の各○又吉稔雇用政策課長

課から雇用政策課にこういう事業をやりたいという

計画書が来ますので、それが基金事業の要領等に合

致しているかどうかを審査して、中身をチェックし

て事業を決定しているということです。

私も、少しこの辺に使ってみたら○仲宗根悟委員

どうかということがあるのですが、後でまた詳しく

レクチャーしていただきたいと思います。よろしく

お願いします。

あとは農林水産部にお願いしたいのですが 平成25、

年度一般会計補正予算（第３号）説明資料の18ペー

ジですが、特殊病害虫特別防除費。備考ではイモゾ

ウムシの不妊虫生産に要する経費の生産量減少に伴

う減額ということであります。今、イモゾウムシの

事業はどういう内容で進んでいるのか、どうして減

になっているのかを詳しく御説明をお願いします。

特殊病害虫特別防除事業に○西村真営農支援課長

つきましては、現在、イモゾウムシとアリモドキゾ

ウムシにつきまして、久米島と津堅島で実施してい

るところでございます。久米島につきましては、昨

年、御案内のとおり４月に世界で初めてアリモドキ

ゾウムシの根絶を達成したところです。現在は津堅

島につきまして、両種同時に根絶しようということ

で一生懸命取り組んでいるところです。

今回の減額補正につきましては、イモゾウムシの

不妊虫の増殖をやっている中で病原性の寄生虫の感

染がございまして、若干生産量が減少して、それに

伴いまして飼料―餌でありますカンショの購入量が

減りました。そのほかもありますけれども、それな

どに伴う不要が見込まれるということでの減額補正

でございます。現在、寄生虫につきましては消毒技

術の開発を進めておりまして、消毒法―具体的に言

いますと、イモゾウムシの卵を消毒することによっ

て防ごうということで、その効果について調査、確

認をしているところでございます。それが済めば、

また回復してくるというように期待しているところ

です。

、 。○仲宗根悟委員 今 久米島で根絶をなし遂げたと

そして津堅島で実施しているということで、沖縄本

島が心待ちにしているのですが 皆さんのスケジュー、

ルで、久米島そして津堅島、その次に本島に来るの

かと思っているのですが、本島に来るまでにどのよ

うなスケジュールを描いているのでしょうか。

ゾウムシにつきましては、○西村真営農支援課長

根絶技術、根絶防除について世界的にも例がないも

のですから、大学とか国の研究機関とも連携して一

生懸命取り組んでいるところでございます。そうい

うことでやっていますが、まだ若干技術的に開発す

るべき課題、大量増殖するための人工飼料の開発で

すとか、アリモドキゾウムシにつきましてはフェロ

モンがありますけれども、イモゾウムシについては

、まだ見つかっていないといった課題がありますので

そういった課題を解決しながら、技術の開発に応じ

て防除地域を拡大していきたいと考えております。

そういうことで、現時点ではどのように広げていく

という具体的なスケジュールまではまだ持っていな

い段階でございます。

、○仲宗根悟委員 病害虫を防除する作業ももちろん

イモゾウムシ根絶に向けては有効であるのですが、

その一方で、虫に食われないような生産物、芋の開

発についてはどういう取り組みがなされていますか

―結構です。ぜひそういうところも含めて皆さん知

恵を出し合いながら、虫に食われないような、食っ

ても小さくなるような、被害がそう広がらないよう

な芋をぜひ研究されていただきたいと思います。

せっかくですのでゴルフの話もしたいのですが、

ゴルフ場利用税をぜひお願いしたいと思います。現

、況でゴルフ場利用税が軒並み増だということですが

業界のお話を聞きますと、毎年右肩下がりでゴルフ

場の入客数は減っていると。ゴルファー人口ももう

大分減ってきて ゴルフをする方々がもう少なくなっ、

ているということをよく耳にするのです。今回予算

が補正で増になっているのですが、当初予算の見込

みが小さかったのかどうかについて御説明いただけ

ますか。
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ゴルフ場利用税に係るゴルフ場○金城聡税務課長

の利用者については年々右肩下がりという状況にあ

りましたけれども、平成25年度については、天候が

よかったとか、台風が来襲しなかったというような

ことで、ゴルフ場利用者が多いということをゴルフ

場からは聞いておりまして、その利用者分がゴルフ

場利用税の増につながっていると思っております。

そうしますと、当初予算の組み方○仲宗根悟委員

は例年どおり何パーセントという傾向で、予算の措

置をしながら進めてきましたが、ことしはかなり天

候もよくてゴルフをする条件が整っていて、お客さ

んもたくさん入ってきて、ゴルフ場利用税もその分

入ってきたということでよろしいのですか。

そのような理解でよろしいかと○金城聡税務課長

思います。

ゴルフ場利用税の課税のあり方で○仲宗根悟委員

すが、大きいゴルフ場へ行くと、それなりの高いゴ

ルフ場利用税が利用者から徴収されます。また、

ショート並みの小さいゴルフ場はそれなりに小さく

課税されるわけですが、この開きというか、区分の

仕方がどういうあり方なのかをお願いします。

ゴルフ場利用税は、ゴルフ場の○金城聡税務課長

整備状況に応じて税額が変わるように税制が仕組ま

れております。ゴルフ場については、まず等級を決

。 、定することから始まります 等級の決定については

ホール数とホールの平均距離、利用料金の３つの要

素で評点を合計しまして、評点に基づき各等級を決

定していくことになっています。沖縄県の場合です

と、等級を１級から７級まで設定しておりまして、

１級の場合ですと960円の税、７級ですと400円の税

という形で刻みを置きまして、税率設定をさせてい

ただいております。

１級が960円で７級が400円と。そ○仲宗根悟委員

の間に７つの幅があるというような徴収をされてい

るということでありますが、今度は、非課税、課税

対象者にならない方々が―皆さんに資料をいただい

たら５項目ありまして、18歳未満、70歳以上、それ

から障害者の方、国民体育大会でゴルフ競技に参加

する選手は非課税だと。あと学校教育法第１条に定

める学生だとか、授業、部活動で活用する場合は非

課税扱いということですが、いただいた資料の中で

過去５年間を見ているのですが、確かにゴルフ利用

者は右肩下がりに年々、微量ではありますが利用者

の皆さんは減っている。ところが、先ほど申しまし

た非課税の５項目の方々の利用が前年度よりもどん

どん上がる。そういう原因は御存じですか。

明確に分析したわけではござい○金城聡税務課長

ませんので、そういうものは持ち合わせていません

けれども、ゴルフというものは、好きな方は好きだ

と思いますけれども、年を重ねるごとに非課税の対

象になりますので、そういう意味においては、若い

ころにゴルフをやった方がそれぞれ年をとったため

に非課税の形になって、利用されているというよう

に一般的に思うところであります。

、○仲宗根悟委員 先ほど申し上げました要件の中に

毎年非課税の方々が右肩上がりでいらっしゃるとい

うことは 18歳未満の利用者が多いのか あるいは70、 、

歳以上の方々がどんどんふえているのか、この２つ

のうちどちらかだと思うのです。そうしますと、今

度は福祉保健部も、それから教育委員会や文化観光

スポーツ部も非常に関連が深くなるのかと思ったり

するのです。病院に行かない健康な体をつくるため

には、福祉関係の方々はゴルフを奨励しています。

それから、教育長もいらっしゃいますので、ゴルフ

は審判の要らない紳士のスポーツだと言われている

ので、教育には非常に有効だと。その辺の両方を広

げさえすれば、医療費もかなり圧縮できるような健

康な老人をつくるのかな、そして優良な子供たちが

出てくるのかなという意味では、連携しながらゴル

フを非常に奨励していただきたいと思うのですが、

皆さん、いかがでしょうか。

税制の中でも、おっしゃるよう○金城聡税務課長

にスポーツの振興とか普及という観点から、それな

りの課税免除を定めておりまして、今の非課税措置

もその類の一つだと考えております。また、健康増

進にもスポーツが十分に寄与することが言えるかと

思いますので、そういう意味においては、一定の年

齢以上の方にもゴルフを通じて健康管理に寄与する

のかと思います。

崎山嗣幸委員。○比嘉京子委員長

では、質疑をしたいと思います。○崎山嗣幸委員

知事公室になるのですが、事業概要に関して、知

事公約について私は見解を聞きたいと思います。一

般質問の中でも私は聞いたのですが、知事の公約で

県内移設反対ということは一度も言ったことがない

と知事は答えていましたので、私は2010年11月29日

の新聞記事を紹介したのですが、それは語ったこと

もないと、見たこともないということを言っていた

ので、その後に新聞記事が出てきましたので改めて

確認しようということであります。

そのときに知事も知事公室長も、そのように言っ

たこともないということを言っていました。私が読
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んだのは、当選をしたその後―2010年11月29日に、

これは沖縄タイムスの記事ですが、記者、県内に実

現可能性はありますか、ないでしょう。それから記

、 、者に問いかけながら 県内移設の可能性を強く否定

その上で県外移設を求めるとするみずからの公約に

ついて、それで当選した。県内はないということを

明言したことを私は紹介したのです。知事公室長が

知事の思いを語ることは私は問題だと思ったのです

が、もしかしたら誘導尋問にひっかかったのではな

いかと。知事たるものが、みずからの公約を簡単に

ひっくり返すことは僕はあり得ないと思っているの

です。この記事については、知事公室長、私はその

後で探したのですが、全く見覚えがないのか、これ

が間違っているのかどうか見解を示してください。

御質問を受けまして、私もい○又吉進知事公室長

ろいろ整理をいたしました。私は誘導尋問とは言っ

ていなくて、誘導的尋問と言っていまして、そのと

きにかなりお叱りを受けたのですが。要するにマス

コミとのやりとりの中で、明らかにそういう形で県

内移設反対と言わせたいというような―これは我々

の勝手な印象かもしれませんけれども、そういった

御質問があったのは事実でございます。それに対し

て、ある程度そういう回答を期待するような質問が

あって、そういった形でお答えしたことはあったと

思います。

ただ、私の記憶といいますか、特に県議会という

こういう場で、これは委員も御承知だと思いますけ

れども、知事が県内移設反対を公式に述べたことは

ございませんし、さらにその他の公式の場所でも述

べておりません。ただ、報道の中で、記者の印象で

ありますとか、あるいは知事の失言はあったかもし

れません。これは本意でないところで、そういった

ことはあり得るかと思っております。いずれにしま

しても、知事は就任以来、県内移設反対と申し上げ

たことはないというのが知事の認識でございます。

この記事に対して語ったことがな○崎山嗣幸委員

いと言ったのは、私はあると言っているので、これ

は私からすると心外だったので、改めてきちんと述

べていますということをきょうは言いたかったと。

それから、今言っていることを含めて、さきに「ハ

イサイ！仲井眞です」のホームページも僕は紹介し

ましたので、公式に言ったことはないと言っている

のですが、県の広報交流課が出しているホームペー

ジにも記者とのやりとりが載っているのです。簡単

に県のホームページに載せることについては、知事

。の公約を載せながらも違うということになるのです

県民からするならば 「ハイサイ！仲井眞です」は知、

事の公約として受けとめられると思うのですが、こ

のことについてはどうですか。

「 」 、○又吉進知事公室長 ハイサイ！仲井眞です は

極力正確に知事と記者のやりとりを載せると。記者

会見の会見録といった性質を帯びているわけです。

私ももう一度改めて読みました。そういう解釈を受

けかねないような表現である、委員のおっしゃるこ

とも一理はあるという感じはしました。しかしなが

ら、先般答弁をさせていただきましたように、知事

の真意は当時でも県内移設は反対していないと。ま

た、県外移設を求めるということであったことは間

違いないところでございます。

では、最後に確認ですが、実はそ○崎山嗣幸委員

、 、の日に 29日の昼に県庁に立ち寄った仲井眞知事は

、早速知事公室長を呼んで県外移設の検討を指示して

又吉知事公室長は、県の基地政策は県外移設をベー

スに組み立てていくことになったと受けとめたとい

う知事公室長の発言もあるのです。これはずっと知

事の答弁を聞いていて、県外移設とそれから普天間

基地の一日も早い危険性の除去ということでずっと

説明しておりますが、普天間基地の県外移設より普

天間基地の危険性の除去が筆頭で、県外移設は手法

みたいなことを言っているのです。でも、これを見

ると、県外移設をベースに組み立てていくことを知

事公室長がお話ししているのですが、この整合性は

覚えていますか。これも記事に載っております。

私の記憶も定かではございま○又吉進知事公室長

せんけれども、当然私は知事公室長として、普天間

飛行場の危険性の除去が知事の公約であることを踏

まえつつ、そのときには県外移設を模索せよと。こ

れは知事の答弁の中でも、これまで県外移設をいろ

いろ模索して、政府に求めてきたことを言っており

ましたけれども、それはそれで私なりにいろいろ勉

強なり研究をしたわけでございます。そういう意味

では、当時、私がどう言ったということは記憶して

おりませんけれども、今の委員の御質疑の中では、

私がそういうことを言ったということは自然なこと

ではないかと考えております。

そうですね。12月26日に知事が埋○崎山嗣幸委員

立承認をした段階で方針が変わったというように私

は理解をしているのですが、その時点では、知事公

室長が言ったように、知事は県外移設ということを

柱にしていたと理解しています。それとこの新聞記

事の確認をしました。その件はそれで終わりたいと

思います。
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それから次ですが、補正予算の中で、総務部長が

先ほど答弁された人件費の項目と、それから教育庁

の教職員の給与の件について質疑をしたいと思いま

す。これは午前中も出ましたのでお聞きしますが、

人件費63億円の減額のうち、37億円が国の特例減額

の説明ということで私は受けとめて、それから教育

長は、教職員給与費38億円の減額中、20億円が特例

減額だという説明をしておりました。この説明につ

いてですが、特例減額とは、例の国からの復興財源

に充てるための国家公務員給与7.8％の削減と連動さ

せるということかについて、まずは総務部長から説

明をお願いします。

昨年の６月ごろ、給与の特○小橋川健二総務部長

例減額について組合との交渉とかをいろいろやりま

した。その１年前に国家公務員は給与の特例減額が

されていて、国家公務員については、おっしゃるよ

うに復興財源に充てるという説明だったのではない

かと思います。ただ、地方公務員の分については、

国家公務員との均衡も図りながらということがあっ

て、地方交付税の減額が直接の契機になったと思っ

ています。

。○崎山嗣幸委員 教育長からも答弁をお願いします

総務部長からございましたよう○諸見里明教育長

に同じ考えで、国は地方公務員についても同様の減

額調整を求めて、教職員の給与費につきましても、

国の減額調整並みの給与費を想定して、通常より減

額交付することとしております。これを受けて、県

の歳入予算においては平成25年度の教職員の義務教

育給与負担金を通常より減額して 手がたく見積もっ、

て計上したわけです。

一方、歳出予算においては、平成25年度当初予算

の計上時期には、沖縄県職員の給与について減額調

整を行うとまだ決まっていなかったため、通常の給

与費の算定で計上せざるを得なかったわけです。そ

の後、平成25年度に沖縄県においては、他県の状況

を勘案した結果、教職員を含む県職員の給与費を国

。の減額調整よりも緩和して実施したという流れです

つまり、歳入は減らし過ぎていたのですが、歳出は

通常どおりやって そして特例減額によって減となっ、

、 、 。て その分 20億円の減となった次第でございます

わかりました。そのとき、削減を○崎山嗣幸委員

しないと地方交付税に影響があるということで、各

都道府県も反発して、多分知事も地方自治の立場か

ら遺憾であると表明したと私は理解しているのです

が、総務部長、当時の知事の対応についてはいかが

でしょうか。

確かに当時、全国知事会も○小橋川健二総務部長

そうでしたし、それから我々も全国知事会を通じて

いろいろな申し入れも行いました。それから給与交

渉をやりながらも、知事はこれについてはもうやむ

を得ないものであるという認識を示しながらも、組

、合の皆さんともお会いして組合の思いも聞きながら

しかしながら協力してくれといったような、ある意

味で断腸の思いでやったというような認識を示され

ていたと思っています。

結果的に、言うように断腸の思い○崎山嗣幸委員

というか、削減せざるを得ないということで、先ほ

ど37億円、それから教職員20億円という今回補正予

算の減額となっております。これは多分に給与減額

、 、をしたことによって 県は行財政改革の中において

その当時、当初目標の155億円を上回って206億円の

改善効果を出したと言っていたと思うのですが、人

件費の抑制という意味での改善効果を当時、県は発

表していたのではないかと私は思うのです。そのこ

とを理由にして、国に対して十分努力しているとい

う部分が通らなかったのかどうかについて、総務部

長、そういった点はどうですか。

今、200億円余りの効果と○小橋川健二総務部長

おっしゃるのは、現沖縄県行財政改革プランは今年

度で終わりますけれども、４年間のプランです。今

年度の成果はまだ出ておりませんけれども、４年間

で155億円だったと思います。平成24年度までの実績

プラス、平成25年度の予定額を入れると200億円を超

えますという成果を発表したことはございます。た

だ、給与減額そのものは沖縄県行財政改革プランに

入っているものでもございませんし、それから、先

ほど申し上げましたように、直接の契機は交付税の

減額、他県、それから国との均衡というような考え

方のもとに行ったものであります。

なぜそれを聞くかというと、これ○崎山嗣幸委員

までの行財政改革、人件費抑制、定数抑制の中にお

いて努力の成果があって、翁長那覇市長は随分と切

り詰めてきたと。人件費も定数もという中で、それ

は正当な理由であるということで、地方自治体の権

能において削減しないということで那覇市はやって

いないのです。そういった意味では、自治体は財政

が厳しい中において、一方でそういう立場、あるい

は論拠で国に対する主張をしている。他方、県はそ

ういう理屈の中で、まだ財源が厳しいという理解で

ありますが、国がそれによって制裁措置的なペナル

ティーを科すというのは、地方交付税法第３条第２

、 「 、 、項で 国は 地方自治の本旨を尊重し 条件をつけ
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又はその使途を制限してはならない 」ということが。

あるのですが、この辺は県はどのように解釈をして

いるかをお聞かせ願いたいと思います。

地方交付税は、地方全体の○小橋川健二総務部長

共有の財源であります。しかも、使途が定められな

い重要な財源です。そういう意味では、今回の給与

特例減額があるかないかによってペナルティーがあ

るとかないということは、本当はあってはいけない

ことだと思っております。これはこれまでもずっと

そういう考えであります。

これは知事も、そういった立場で○崎山嗣幸委員

遺憾と述べたのではないかと私は理解しております

ので、政府が地方自治体に対して、みずからの政策

を遂行するために地方自治を無視するやり方は、私

は問題があると思っています。それから、職員の給

与の決め方も人事院勧告制度があるわけだから、こ

れをみずから壊すようなことがあってはならないと

思っていますので、ぜひこれは地方自治体の制度を

尊重してもらいたいと思います。

それから、政府は来る５月から、先ほど話をした

給与削減をしなかった自治体に対して、制裁措置み

たいなもので、公共工事関係の補助金を減らすとい

うような方針を打ち出すということで聞いておりま

す。これは今回、県内におけるカットしなかった市

、 、町村 県を初めカットしたところとの補助金の差異

影響が出てくるのかどうか、企画部長は掌握してい

るのでしょうか。

委員が今おっしゃっている○儀間秀樹市町村課長

補助金ですが、がんばる地域交付金の話だと思いま

す。これは先日、総務省で説明会がございました。

がんばる地域交付金の内容ですが、これは今年度に

国の補正予算で計上された交付金でございまして、

算定の方法が、これまでの経済対策に係る交付金と

似たような形になっておりまして、まずがんばる地

域交付金を算定する際に、今回の国の補助事業で地

方の裏負担が出てまいりますけれども、これを合計

した額について、最高で４割まで交付しようという

内容でございます。

一方で、今回の国の補正予算に係る裏負担につい

ては補正予算債で対応し、今年度、２分の１の交付

税措置があるということで、先ほどのがんばる地域

交付金の充て先は、主に平成26年度の地方の単独事

業、地方債が充当できるような地方単独事業にこの

交付金を充てることができるという制度になってい

ます。

この内容ですが、財政力指数に応じまして交付額

を決めようということで、説明の中では、財政力指

数が0.3以下の団体については３割がベースである。

財政力指数が0.3から1.0までは、その交付の割合が

どんどん下がっていくということがまずベースにな

ります。加えて、例えば0.3以下の団体についてお話

をしますと、基本は３割ですが、加えて１割は加算

することができるということになっています。加算

の方法は、平成26年度の普通交付税を算定するとき

に地域の元気づくり推進費というものがございまし

、 、て これは平成24年度までのラスパイレス指数とか

職員の削減数を勘案して算定されたものですが、今

回、平成25年度の数字に置きかえて、これをベース

に１割分について計算しようということですので、

平成25年度のラスパイレス指数が恐らく反映される

だろうということでございます。

今の説明によると、がんばる地域○崎山嗣幸委員

、交付金については今の基準で算定されるのであって

あくまで先ほど私は話をした、賃金の抑制でカット

された市町村、しなかった市町村に差異をつけるも

のではないということで受けとめてよろしいのです

か。

カットしたかどうかという○儀間秀樹市町村課長

よりも、これまでの市町村の行財政改革に係る努力

。を反映させようという趣旨で説明を受けております

これはいろいろな新聞報道にも出○崎山嗣幸委員

ているのですが、削減に応じなかった自治体には原

則３割の補助にとどめるということで、差をつける

。 、という報道があります 先ほどから聞いているのは

補助金の問題で先ほど賃金カットしなかった市町村

については、これで制裁を当てるのではないかと聞

いているのであって、これは那覇市も含めて、カッ

トしなかったところについてはこれに影響されない

のですかと私は聞きたいわけです。

明確な制度の内容について○儀間秀樹市町村課長

まだ詳細な話は来ていないわけですが、例えばラス

パイレス指数について、平成25年度の７月１日で捉

えるとすれば、例えば７月１日だと名護市でも給与

減額しております。10月１日でほかの団体もやって

いるということで、３割は基本にしながら、減額を

したところについては、残りの１割についてある程

度加算はされるという説明を受けております。

基本の３割、0.3以下の財政力を持っているところ

については、３割はもう確保されているということ

でございます。例えば那覇市の場合、財政力指数が

、 、高いということで 例えば0.6とか0.7としたときに

財政力指数が0.3以下については３割と示されている
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のですが、それ以上については具体的な数値は示さ

れていなくて、財政力が１のところで初めて交付も

ないという話になっています。ですから、基本の交

付はあるわけです。あとは加算部分について、賃金

をカットしたかどうかということではなくて、ラス

パイレス指数で算定に反映させるということでござ

います。

補助金について、賃金カットをし○崎山嗣幸委員

なかったからということでは影響を受けないという

ように受けとめておきます。

では、総務部長、地方交付税も含めて、国が賃金

カットをしなかった市町村に対してペナルティーを

科す状況はあるのですか。

、○儀間秀樹市町村課長 平成26年度につきましては

平成25年度のような国から地方に対する給与カット

の要請はないということです。地方公務員の普通交

付税についても、平成26年度については減額されな

いことになっております。

髙嶺善伸委員。○比嘉京子委員長

まず補正予算全体についてお聞き○髙嶺善伸委員

しますが、国の補正関連の経費が措置されておりま

す。国の緊急経済対策で本県経済にどういう影響が

期待できますか。

今回の経済対策として、予○小橋川健二総務部長

算に直接計上しておりますのが87億9000万円。この

内訳は、公共事業関係で31億円、その中には離島の

宮古島、それから粟国島の滑走路の更新ですとか、

かんがい排水事業でありますとか、港湾改修費など

の公共事業が入っております。それから公共事業以

外では、農地中間管理機構の事業が３億6000万円ほ

ど入っております。そのほかには、先ほど緊急雇用

の御質疑もございましたが、地域人づくり、あるい

は住まい対策分として約30億円余りが計上されてお

ります。これは直接基金に積んで、平成26年度に活

用するといった中身になります。それから防災関係

でも、障害児福祉施設の整備事業で12億3000万円ほ

ど入っております。

そのほかに一般会計以外でも、水道事業会計で21

億8000万円ほど別途また計上されています。そのほ

かに、直接公共事業ということではないのですが、

中小企業の資金繰り対策としまして、県単融資の確

保で、例えば借りかえ資金枠を40億円から60億円に

拡充するとか、あるいは農業近代化資金も貸付枠の

拡充をするといった内容が入っております。基本的

に、今回の経済対策の目的は消費税の増税があると

いうことで、駆け込み需要、その反動減をならして

いこうという目的を持っておりますので、その目的

に資するものだと思っています。

皆さんの平成25年度一般会計補正○髙嶺善伸委員

予算（第３号）説明資料で見ると、87億9000万円の

経済対策ですが、具体的な歳出の総括を見てみます

と、投資的経費は32億円の減額になっております。

なぜか。それから逆に言うと、積立金に189億円も積

み足しているのです。緊急経済対策だから、どのよ

うに反映するかというときに、この予算の組み方に

納得できないです。説明をお願いします。

今回、補正予算全体で見ま○渡嘉敷道夫財政課長

すと、投資的経費はマイナスの32億円、積立金は189

億円となっておりますけれども、投資的経費の32億

円の減額の中では、例えば災害復旧事業費など経済

。対策以外の経費の減で大きいものが入っております

今の災害復旧事業費以外に、保育対策事業費のマイ

ナス21億円が入っている関係で 結果的にマイナス32、

億円という数字になっております。一方で、経済対

策関連経費としては全体で87億9000万円入っており

まして、その中で、経済対策関連経費の投資的経費

は43億円になっております。

基金積立金については、財政調整基金積立金が119

、億円ということで大部分を占めておりますけれども

。その他経済対策関連の積立金も計上されております

今回、積立金として基金を計上しておりますけれど

も、２月補正で積み立てることによりまして、４月

から早期に基金事業の実施に取り組むことができる

。 、ということです 仮に当初予算に計上した場合には

年度開始ごとに交付申請手続とか、基金受け入れ手

続等に時間を要して事業着手がおくれるということ

で、今回、基金への積み立てを計上したところでご

ざいます。

それにしても、年度末に189億円を○髙嶺善伸委員

基金に積み立てるということは、緊急経済対策の趣

旨から言って、わかりにくい補正予算の編成だとい

う感想だけは申し上げておきたいと思います。

次に、市町村たばこ税県交付金についてですが、

これについては補正予算で措置されております。こ

れは平成24年度の決算で既に出ているのです。だか

ら、平成25年度の当初予算にきちんと措置しておく

ことが、地方自治法の総計予算主義の原則を的確に

反映できるのではないかと思っているのです。とこ

ろが、当初予算には組まない、いきなり補正予算で

組む。こういう県議会への説明の仕方、提案の仕方

は少しおかしいのではないですか。

今回の市町村たばこ税県交付金○金城聡税務課長
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については、委員おっしゃるように当初予算に編成

しておりませんでした。といいますのは、平成24年

度当初予算を編成する段階では、その歳入が確保で

きるかどうかということに確固たる補足ができな

かったものですから、その時点で編成することはや

めるという当時の考え方がありまして、それで編成

しておりません。今回は収納しておりますので、そ

のことについて予算科目を予算上に設けまして、予

算という形で整理したいと思って、補正を上げてい

るところでございます。

総務部長、地方税法に基づく交付○髙嶺善伸委員

金は、実績が平成24年度に出ているのです。平成25

年度は当然７月までに交付金はあるのだから、当初

予算に組むべきです。地方自治法第96条の議決機関

に対して、当初予算に組んでこないといけない。当

然見込める予算ではないですか。先ほど総務部長が

おっしゃった、入るをはかって出るを制すというこ

とであれば、全て予想される歳入は当初予算で組む

べきです。これを今、なおそれを見込めなかったと

言うことは、地方税法に基づく交付金について全く

認識がなかったということです。総務部長、答弁し

てください。

平成24年に初めて浦添市か○小橋川健二総務部長

らあったということです。この制度を言いますと、

たばこの消費が全国平均の２倍を超えた場合には、

超えた分は交付金として県に戻ってくるという仕組

みになっているようでございます。浦添市にあるた

ばこの小売業者が、引き続き平成25年度も大量にた

ばこを仕入れるのかということを当時見込みづら

かったということで、当初予算に計上しておりませ

んでした。今回、平成25年度も引き続き収納された

ものですから、平成26年度予算についてはきちんと

見積もって計上しているところでございます。

そうすると今、浦添市から来た交○髙嶺善伸委員

付金は２億1900万円。これは７月末現在で入った場

合に、県としてはどのように収納したのですか。

歳入科目の市町村たばこ税県交○金城聡税務課長

付金という形で収納させていただいております。

歳出につきましては、確か○渡嘉敷道夫財政課長

に予算に計上しなければ支出することができないと

なっておりますけれども、歳入につきましては、解

説書によりますと、歳出の財源としての見積もりで

あるにすぎないから、歳入については予算に計上さ

れていなくても、受け入れることができると解釈さ

れております。

総務部長にお聞きします。歳入予○髙嶺善伸委員

、 、 、算は 議決項目である款項にない 費目存置もない

そういう場合の収納は収入に認定できますか、これ

は使えますか。基本的なことです。

歳出予算については限度額○田端一雄財政統括監

が定められて、歳出予算を超えて支出することはで

きませんけれども、歳入予算については、見積もり

を超えて受け入れることが可能となっています。地

方財務実務提要の中で―少し読み上げたいと思いま

すが、地方公共団体の収入は、歳入予算に基づいて

収入されるものではなく、法令または計画等によっ

て収入することになります。したがって、歳入予算

の予算科目がない場合でも、これを拒否し、その権

利を放棄することはできないものですとなっており

ます。したがって、歳入科目がない場合は、長限り

で適宜科目を設けることは差し支えないと解するこ

とが適当であるということが、地方財務実務提要に

掲載されているところであります。

では、我々はどういう基準で当初○髙嶺善伸委員

予算を審査するのですか、議決するのですか。こう

いう逃げ道をつくって、当初予算に組まなかったこ

とに何も落ち度はないという県議会対応は、私は間

違っていると思います。我々は決算特別委員会で審

査したのだから、これは地方税法に基づいて毎年７

月までには交付金があると。２億円、３億円あるの

です。そういう意味では、当初予算に組むべきだっ

たのではないかという意味を含めてやっていますの

で、総務部長から答弁してください。

当初予算に組めなかった理○小橋川健二総務部長

由は先ほど申し上げましたけれども、歳入について

は、ある程度保守的に見込んだりということはよく

やります。それは年度の途中で事情変更等がありま

すと、やはり歳入財源に穴があくということを回避

するためでもあります。ただ、そうは言いながらも

適正に見積もりをし、適正な時期に予算に計上する

ことは大事なことだと思っております。

県議会から隠し予算と言われない○髙嶺善伸委員

、 、ように 入るべき年度内の予算の見込みについては

総計予算主義ですのできちんと歳入に計上してくだ

さい。そういう意味では、平成26年度は当初予算に

３億3000万円組んであります。こうあるべきだと思

。 、 。う しかし 今年度は第16款で計上しているのです

次年度は第４款です。こういう一貫性のない予算措

置をやると、我々は前年度と比較ができない。この

辺はどうですか。

今回、当初予算で計上され○田端一雄財政統括監

、 、ていなかったために 款としては第１款から第15款
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県債のその次に第16款として市町村たばこ税県交付

金を追加したものであります。当初予算におきまし

ては第４款に入っているということでありますが、

実は地方自治法の施行規則で順番が定められており

まして、それに従いまして、当初予算で計上した平

成26年度予算については、地方自治法の施行規則ど

おりに第４款で計上したということであります。

我々は対前年度と比較しながら、○髙嶺善伸委員

どれぐらいの予算が見込めるのか、前年度と比べて

どうかということで審査していますので、県議会を

混乱させるような議案の提案は控えてください。

歳出に入ります。交通運輸対策ですが、減額補正

。 、になっています これは一般質問でもやりましたが

今緊急に必要な離島航空路線については、我々が１

年先、２年先と考えるほど地域住民は悠長ではない

のです。企画部長、もう一度お聞きします。琉球エ

アコミューター株式会社―ＲＡＣしか今のところは

路線の機体はない、大型化すべき。ところが、航空

機の補助事業が導入できるかどうかについてはどう

ですか。

まず航空機の補助事業の要○謝花喜一郎企画部長

件がございますが、９人乗り以上で1500メートル以

下の滑走路での離着陸が可能なもの。２つ目に、補

助金の交付がなかった場合は、３事業年間において

経常経費に損失が生じることが見込まれる路線であ

。 、 、ること こういった路線に対しましては 国が75％

県が25％の補助金で購入できるということです。

これまでも平成８年度からＲＡＣに対しましては

機材購入の補助をしておりまして、経緯を述べます

と プロペラ機で９名乗りを２機 39名乗りを４機 50、 、 、

名乗りを１機、この補助事業をもちまして購入して

おります。本会議でも御説明させていただきました

けれども、ＲＡＣにおいて旅客の輸送力向上、貨物

ニーズなどを踏まえて、機種をどうするかというこ

とを今いろいろ議論していると思いますので、県と

しましては、路線の需要規模に適正な機材が選定さ

れるように、ＲＡＣと意見交換を行ってまいりたい

と考えております。

石垣―与那国間のＲＡＣの大型航○髙嶺善伸委員

空機への補助方針が決まったとすれば、県も持ち出

しは25％ありますよね。そういうことで、県も航空

機の補助に対応して、機材購入を支援するという考

えはありますか。

委員の大型機のイメージが○謝花喜一郎企画部長

どの辺のものかですが、プロペラ機ということがま

ず前提になります そうした場合に 50名乗りから74。 、

名乗りがございます。74名乗りでも、ＲＡＣで採算

等、旅客ニーズ、貨物のニーズを考えた場合にその

ほうがいいということであれば、県もそれに対して

支援することはやぶさかではございません。

次年度の予算要求、概算要求は大○髙嶺善伸委員

体６月にやるのです。だから、次の年度で購入する

ためには、この５月、６月にはＲＡＣと調整して―

県も株主でありますし、離島の利便性を確保するた

めにどのような大型機を購入するかを決め、国に要

請していく。県が25％を負担しますので、５月、６

月に間に合わせて条件を詰めていく。そういう積極

的な離島の航空路線の改善をしてもらいたい。そう

いう意味での取り組みについて、県はどうですか。

再三申し上げておりますよ○謝花喜一郎企画部長

うに、離島路線の維持、確保、改善が沖縄県に与え

られた役目だと思っております。それを実際に確保

。 、するのが航空事業者でございます ＲＡＣにおいて

維持、確保、改善のために必要だということであれ

ば、県はそれについて当然サポートするという立場

は変わりません。ＲＡＣもいろいろ経営計画等がご

ざいますので、そういったものを見ながら、我々は

しっかりと助言、指導をしてまいりたいと考えてお

ります。

次に離島生活コスト低減支援実証○髙嶺善伸委員

事業ですが、残念ながら半分の6000万円余り減額で

す。せっかく１億2000万円も組んで、離島の物価高

を解消できるという実証実験に対する期待を非常に

しておりましたが、こういう場当たり的な予算や削

減ではなくて、むしろ予算を目いっぱい使って、多

良間島であるとか与那国島とか皆さんが答弁してい

るように、那覇市を中心にすると30％も割高です。

これに消費税がかかるのです。そういう意味では対

象の４町村、５島をもっと広げて、補正減にするの

ではなく、実証の市町村、離島をふやして対応すべ

きだったのではないですか。

少し答弁が長くなるかもし○謝花喜一郎企画部長

れませんけれども、この事業は、実はもう十何年も

前から議論はなされていました。ただ、そういった

、ものに対する補助メニューがなかったということで

なかなか県もそれに対し―離島の方々からの切実な

る声はあったわけですが、対応できなかったという

ことです。ただ、今般、沖縄振興一括交付金ができ

て、何とかこれで対応してみようではないかという

ことで乗り出してみたわけです。

ただ、スキームを考えてみると、実にこれは難し

いということを我々は実感しました。輸送経費、そ
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れから仕入れ価格に手を入れるということは、思っ

た以上に難渋いたしました。これについては、まず

実証事業ということで３年間やってみることが大事

であろうと考えまして、座間味島、渡嘉敷島、それ

から南北両大東島ということで４町村から始めた経

緯がございます。当然これは実証事業ですので、有

識者による検証委員会でしっかり効果を検証しても

らう。それを踏まえた上で、次のステップに行くべ

きだろうと思っております。

委員がよく御承知のように 平成24年度も開始が11、

月からと大変おくれました。平成25年度も12月によ

うやくスキームを改善したということで、あと１年

はしっかりと今のスキームでやってみて、さらなる

離島への拡充等については検討してまいりたいと考

えております。

必ずしも３年終わらないと検証で○髙嶺善伸委員

きないではなくて、中間で検証しながら、対象市町

村、離島をふやして、本当に離島の生活物資をどの

ように提供できるかということについて、やはり県

のユニバーサルサービスという意味では大事な点だ

と思いますので、ぜひ次年度に向けて取り組んでく

ださい。これは要望して終わります。

自然公園管理費の減ですが、私は、慶良間諸島を

国立公園にしてよかったと思っています。今度は、

最短でも平成28年度を目標にしている世界自然遺産

登録です これはヤンバルの国立公園化が前提となっ。

ているのです。これにおくれはないのか、間に合う

のか。この辺はどうなっていますか。

奄美・琉球の世界自然遺○當間秀史環境生活部長

産への登録について、最短で世界自然遺産登録を平

成28年度と考えるのであれば、平成27年１月には世

界自然遺産登録の条件となる国立公園の指定をしな

ければなりません その条件が整わなければ 平成27。 、

年１月にはユネスコに対して申請をすることはでき

ないわけです。今、県、それから環境省が協力しま

して、ヤンバル地域といいますと国頭３村になりま

すので、特に国立公園の指定に当たっては、国頭村

、では林業をなりわいとしている方々がおりますので

その方々の理解が得られなければ国立公園化はなか

なか進まないということがあります。過去、我々も

二、三年前から、フォーラムあるいはシンポジウム

を持つ、あるいは最近では、国頭村の林業者と世界

自然遺産について勉強会を始めております そういっ。

た意味で、徐々にある程度理解は進んでおります。

ただ、だからといって、今後国立公園化に地元がす

ぐに賛意を示すとも思っておりませんので、今、丁

寧に地元との接触を続けているところであります。

。○髙嶺善伸委員 やはり林業家との調整も必要です

コアゾーン、バッファーゾーンを含めて、林業には

こうやっていく、そのかわり国立公園にもしていく

という協議のためには、両部長はよく協議をするこ

とが必要だと思うのです。どうですか。平成28年度

には我々は世界自然遺産に登録したいのですよ。そ

のことによって沖縄の観光立県という大きな要素が

あると思いますので、農林水産部長、まず認識を聞

かせてください。

確かに、例えばヤンバルで○山城毅農林水産部長

我々が取り組んでいるのは、沖縄型の林業の進め方

ということで、ゾーニングを定めながら、林業区域

あるいは保護する区域が一緒になって、それと環境

団体と一緒に協議をしながら、エリアの区域を決め

ながら取り組んでいるところでございます。連携し

ながらそういったものをやっていくべきかと考えて

おります。

鹿児島県も奄美大島の国立公園化○髙嶺善伸委員

に向けて精力的に取り組んでいるし、沖縄県がおく

れたから世界自然遺産登録がおくれたと言われない

ように、ぜひスピードアップをしてもらいたいと思

います。

最後に、青年就農給付金事業関連についてお聞き

したいと思います。減額になっていますが、理由等

についてお聞かせください。

農村青少年研修教育事業費○西村真営農支援課長

における減額補正につきましては、青年就農給付金

事業の減額によるものでございます。減額補正する

主な理由につきましては、当初計画で見積もって450

名を予定しておりましたが、403名に給付対象者が

減ったことと、年度内における給付対象期間が短く

なった事例によるもの、そして国の特例措置によっ

て、前年度の平成24年度予算で早期給付を行ったこ

とによる減となっております。

これはいろいろな課題があります○髙嶺善伸委員

のでこれ以上お聞きしませんが、農家の担い手の育

成については沖縄振興一括交付金も活用し、国の制

度も利用して非常に明確な方針等ができました。水

産業の担い手の育成事業がなかなか県の予算で見え

ない。どうなっているのですか。

水産庁におきましても、今の○新里勝也水産課長

青年就農給付金のような事業が用意されています。

まず、漁業学校等で学ぶ若者への青年就業準備給付

金の支給、漁業就業者と指導漁業者のマッチングの

支援、あるいは漁業現場への研修生の受け入れに対
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し、最長３年間の助成等のメニューが用意されてい

ます。

ただし、一つ、漁業学校で学ぶ若者への支給につ

いては、県立の漁業学校で学ぶという前提条件があ

ります。県内にはその学校がなくて、国内でも北海

道と宮崎県の２校しかないものですから、その辺で

使い勝手が悪いということで、国へは要件緩和をお

願いしているところでございます。ただし、マッチ

ングと研修生の受け入れにつきましては、国から直

接漁業団体へ助成金が流れてきまして、県も参画す

る協議会をつくり、現在、県内の就業者に対して支

援しているところでございます。

農業の担い手については、10年間○髙嶺善伸委員

で3000名の後継者を育てようということで、明確に

沖縄県新規就農一貫支援事業とか、国の担い手事業

を含めた給付金事業などをやっているのです。我々

。 、も審査できるので手応えがわかるわけだ ところが

皆さんの新規漁業就業者の支援事業は県の予算に

上ってこない。これを何とか県で審査をしながら、

担い手の育成ができるようにしたらどうですか。

担い手事業の場合は、今のス○新里勝也水産課長

キームが国から直接漁業団体に置く協議会へ交付さ

れるというシステムになっていまして 現在 平成25、 、

年度は8000万円の事業費で30名の研修生を受け入れ

て実施しているところでございますけれども、御指

摘のように、我々も県のかかわりというところが農

業に比べて少し薄いのかと。その辺はまた国とも、

あるいは漁業団体とも検討して、今度、県としてど

ういうことができるのかについて考えていきたいと

思っております。

ぜひ検討してください。○髙嶺善伸委員

それから、一般質問でもやりました沖縄漁業基金

が100億円設置されているのですが、今回の補正予算

に出てこないのです。我々は使い勝手のいい漁業の

ための資金としてどのように使えばいいのか。その

辺の予算の運用も含めて御説明をお願いしたいと思

います。

今般国で措置されました沖縄○新里勝也水産課長

漁業基金につきましては、台湾との取り決めの影響

、で事故等が起こった際に速やかに対応できるように

あるいは使い勝手がいいようにということで、県を

通さずに直接、公益財団法人沖縄県漁業振興基金に

全額国庫補助金として水産庁から設置されたところ

でございます したがいまして 県は予算措置は行っ。 、

ておりません。

ただし、県としましては、当該の公益財団法人沖

縄県漁業振興基金に理事及び評議員を派遣していま

して、それなりのチェック機能は果たしていけると

考えております。さらに、当該基金事業の実施に当

たっては、事業検討委員会というものを設置するこ

とになっております。その委員会には県からも委員

として参画しており、一緒に効果的に活用していけ

るかと考えております。

農林水産部長、この100億円は漁業○髙嶺善伸委員

振興にかかわる大変重要な予算だと思っているので

す。ぜひ県議会でも審議できるような予算の仕組み

はできないですか。

今回、国で設置された沖縄○山城毅農林水産部長

漁業基金につきましては、経済対策で国が予算措置

をしてくれたわけですが、先ほど水産課長からあり

ましたように、緊急的、迅速に団体で使えるような

仕組み、逆に使い勝手がよい仕組みと国からも聞い

ています。ただ、おっしゃるように、そこの中身の

情報についてどうするかということがございますの

で、それにつきましては、我々も事業検討委員会の

中に入って一緒に議論します。それらについては、

、経済労働委員会とかいろいろなものを活用しながら

必要であれば情報提供していきたいと考えておりま

す。

山内末子委員。○比嘉京子委員長

まず、平成25年度一般会計補正予○山内末子委員

算（第３号）説明資料13ページの災害救助費につい

てです。これは東日本大震災の被災者受け入れに係

る賃貸住宅の借り上げ実績減とありますけれども、

この辺の具体的な御説明をお願いいたします。

民間賃貸住宅の延べ入○渡真利雅男県民生活課長

居者数は334世帯、800人。平成26年３月６日現在の

入居者の数が254世帯で607人。これまでに24％の方

が退去しております。

退去した分の減額ということでよ○山内末子委員

ろしいですね。

、 、それでは これまで３年間の実績についてですが

世帯数、延べ人数、そして現況何名ぐらいの方がい

らして、世帯は今どれだけいらっしゃるのかをお願

いいたします。

平成23年６月から受け○渡真利雅男県民生活課長

入れを始めまして、これまでに一番多いときの世帯

数が295世帯でございます。それに伴う入居者の数が

709名となっております。

現在入居している実数でございますが、世帯数で

254世帯、人数としては607名となっています。

これは住居費に対する支援でござ○山内末子委員
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いますけれども、全体的にこれまでの避難者数の推

移については、どちらかでお願いいたします。

現在の資料につきま○漢那宗善防災危機管理課長

しては、受け入れ数の平成25年10月末現在ですが、

自主避難を含む全避難者数で980名、住宅支援を受け

られている避難者数が661名でございます。

来週で東日本大震災から丸３年が○山内末子委員

たちます。そういった意味では、沖縄県に避難して

きた人たちに寄り添いながら、県民がしっかりと支

援してきた。その当時、沖縄県はすごい早くから支

援をしていたと思います。支援は今後も長く続けて

いかなければならないと思いますけれども、支援策

について、先ほどの住宅支援も含めて、期限につい

、 。ては今 国もちゃんとしたことを示しておりません

そういう意味では、先ほどの住宅支援、それからい

ろいろなほかの支援策についても今後どういった展

。 。開になっていくのか その辺を少しお示しください

今委員おっしゃるように、東○又吉進知事公室長

日本大震災発生時から県は住宅の確保、さらに家財

道具あるいは避難者への交通費の支援といったもの

を鋭意やってきたわけでございます。また、いわゆ

る県民会議というものをつくりまして、そこで機動

的に被災者の意向に沿ったアンケート等も実施しま

して、とにかく沖縄で、当時、ここに住んでいる県

民並みの行政サービスをと申し上げたのですが、そ

ういう形でやってきております。

期限の問題ですが、一旦政府でこういったものを

２年をめどに整理しようという動きもあったのです

が、被災地、とりわけ福島県の状況が、帰還困難地

域がまだまだあるということでございますので、政

府においても―私どももいろいろ相談しているわけ

ですが、今、期限が切れないような状態になってい

ると思います。したがいまして、これは全国にまた

がる問題でございますので、適宜政府とも連絡をと

りながら、できるだけ被災者の日常生活がしっかり

。と営めるように支援してまいりたいということです

ニライカナイカードというものがございますけれど

も、県民会議の中で、これは企業のほうが熱心でご

ざいまして、来年度も継続することが決まりました

し、そういった形で、継続できるものはしていきた

いということでございます。

本当にその姿勢が大変大切だと思○山内末子委員

います。特に県別で見ますと、福島県からの避難者

の皆さん方が大変多くて、帰るめどがやはり立って

いないと思うのです。そういった意味では、皆さん

方からすると沖縄県が第二のふるさと、あるいはこ

。こがふるさとだという避難者の方も多いと思います

そういう意味で、本当に息の長い支援策というもの

を、また、国の支援もそうですが、ウチナーンチュ

のチムグクルというものを最大限に発揮して、ぜひ

頑張っていただきたいということと、そういった意

味で、きょう、大変心温まる報道がありました。

本当に３年目ということで、その当時は頑張れ日

本ということで世界からも支援がありましたし、日

本中からは頑張れ東北ということで日本全体で支援

したのですが、３年目となると少し意識が低くなっ

たかと。そういう中で沖縄県からは、きょうの新聞

にあります豊見城市伊良波長寿会の皆さんが、子供

たちにとって温かいぬくもりをということで手編み

のマフラーの支援があったりと。

教育長、これはとてもいいことなのですが、喜瀬

武原中学校の生徒の皆さんが、まず国語の授業で作

文を書いて、書いた作文を新聞に投稿する。新聞に

投稿して、投稿した謝礼としてもらった図書カード

を、今度は被災者のところにこれでぜひ本を買って

くださいと。そういう意味では、国語の時間に国語

力を養いながら、また新聞を活用しながら、そうい

うツールを通じて社会性を養う。そういう意味でま

た被災者に対する自分たちの道徳心、ボランティア

と。そういう意味では、１つの授業から幾つもの教

育ということで、これこそまさに生きた教育だと思

います。災害というものは、確かに悲しいことだけ

ではなくて、それをばねにした教育も大変必要だと

思いますので、教育の視点から災害に対することで

御感想があればよろしくお願いします。

全く委員のおっしゃるとおりで○諸見里明教育長

ございます。あの大震災から学んだ私たちの一つの

教訓は本当にきずなであると、それに尽きるのでは

ないかと思っております。きずなの大切さを子供た

ちに伝えて、そして支援して助けてあげるというこ

とは、教育において一番大切な視点ではないかと私

は思っております。現在、福島県を初め岩手県、宮

城県の３県から200名近い生徒がまだ在学しておりま

して、３県以外も含めたら300名以上受け入れている

のです。ぜひ一緒になって助け合いながら、きずな

の大切さというものは伝えていきたいと思っており

ます。

ありがとうございます。○山内末子委員

続きます。16ページの精神医療費についてです。

これは自殺対策緊急強化基金、精神医療費実績に

よる償還とありますけれども、それぞれの補正額と

その理由についてお聞かせください。
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今回の補正の主な理○大城壮彦障害保健福祉課長

由としましては、自殺対策緊急強化事業として、こ

れは国の緊急経済対策に基づきまして基金の積み増

しがございました。その部分に係る補正でございま

す。

それから、復興関連予算で使途の厳格化というこ

とがございまして、基金に残額があるものを国に返

還するというものがございました。

それから、精神保健福祉法に基づきまして、精神

障害者を措置入院とさせる場合に要する経費につい

ては、国庫の補助額を上回って受け入れた分につい

て国に償還するという内容で補正が計上されており

まして、8848万4000円を補正計上しているものでご

ざいます。

まず、自殺対策緊急強化事業に関連しての基金へ

の積み増しの部分ですが 補正額が積立金として4646、

万3000円、それから復興関連予算で国への償還を要

するものとして1168万2000円、それから精神医療の

絡みで国への償還を要する経費として3033万9000円

となっております。

自殺対策の事業について少しお伺○山内末子委員

いいたしますけれども、自殺者の最近５カ年の動向

についてお聞かせください。

自殺対策は平成21年○大城壮彦障害保健福祉課長

から基金を積み増しして対応してまいりましたけれ

ども、最近５カ年ということですので、まず平成21

年の自殺者総数が406名、これは過去最高の数値でご

ざいました。平成22年が363名、平成23年が387名。

この間300名台を超えておりましたけれども、平成24

、 、年は267名 平成25年は速報値でございますけれども

直近で278名ということになっております。

数字だけを見ると、この５カ年の○山内末子委員

中では、昨年度も少し減っていますし、事業の成果

が数字にあらわれているということだとは思います

が、その中で沖縄県の自殺者の特徴をお示しくださ

い。

内閣府が警察庁統計○大城壮彦障害保健福祉課長

をもとにして公表している数字がございます。まず

沖縄県の自殺の特徴として、全国と比較して割合が

高いもので言いますと、男性の50代の自殺者の割合

が高いということが挙げられております。

男性の50代の自殺者が多い。その○山内末子委員

要因についてはどのように把握していますでしょう

か。

これも同じく警察庁○大城壮彦障害保健福祉課長

統計によるものですが、一番多いのが鬱病などを中

心とした健康問題、それから生活苦、負債等により

ます経済、生活問題というものが高い割合を占めて

おります。

男性と女性とでは相当な差があり○山内末子委員

ます。皆さん、それについてはどのような検証をし

ていますか。

自殺を取り巻く原因○大城壮彦障害保健福祉課長

は非常に把握が難しいのですが、県においては、関

係部局と横の連携をとりながら対応するために連絡

会議、それから自殺対策に関係する民間等を含めて

協議を重ねていろいろ検討しているのですが、男女

の自殺の割合になぜ開きが出ているのかを把握する

のは非常に難しいところでございます。

女性のほうが少し図太いのかなと○山内末子委員

いうような―図太いではなくて、心が強いというこ

とがあらわれていると思うのです。ですから、その

辺のところでそういったことをしっかりと、皆さん

の資料によりますと、年代別を見ても10代から自殺

者がおります。若い人たちは若い人たちなりに、な

ぜ自殺に追いやられていくのか。それから10代、20

代、30代、若い働き盛りの皆さんたちが、なぜ若い

希望を持っているような年に自殺に追いやられるの

か。その辺のところも年代別にも検証していく必要

もあると思います。先ほどの50代の男性の自殺者に

ついては、男性にも更年期の鬱という、今それも大

変大きく起因しているのではないかと全国的にも調

査が出ておりますけれども、そういった意味で、職

場的にどのように皆さんたちをバックアップする体

制をつくっていくか。これについても沖縄労働局と

一緒になって頑張っていく必要もあると思うのです

が、その辺の横の連携についてはどのように構築し

ていますでしょうか。

先ほど少しお答えし○大城壮彦障害保健福祉課長

ましたけれども、県庁の中で言いますと、関係部局

ということで総務部、商工労働部、各関連する部局

の横の連絡会議を持って、それぞれ対策に当たって

おります。例えば県庁内部で言いますと、総務部で

は職員の健康管理などを含めたところで鬱の問題を

扱っているところもあると思いますし、また、民間

も含めたところで言いますと、協議会を持っており

ますけれども、その中で沖縄労働局を中心にしたと

ころで対策をとってもらっているとか、そういうと

ころで横の連携をとりながら対応しているところで

ございます。

悩んでいる皆さんへの相談支援体○山内末子委員

制はとても大きな効果をあらわすと思いますので、
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その相談体制がどこにあるのかということをちゃん

、と示せること―例えばコンビニといったところにも

今、テレビなどでコマーシャルもやっています。し

かし、若い皆さんたちにはなかなかテレビを見ない

人もいますので、そういったところでステッカーを

つくったり、あるいはチラシをつくったりというこ

とで、全体的にどこに相談すれば自分の悩みを聞い

てくれる、また対策を練ってくれるということを示

すような策も必要だと思いますので、ぜひその辺の

ところも支援策の中で考えていただきたいと思いま

す。

それでは、もう一点。19ページの畜産経営環境保

全対策事業費について、オガコ養豚普及促進事業が

ありますけれども、この辺についての事業の進捗状

況と今回の減額について理由をお示しください。

、○安里左知子畜産課長 今回の事業につきましては

オガコ養豚普及促進事業の減額ということになって

おります。今年度、オガコ養豚普及促進事業は、お

が粉安定供給・代替資材可能性調査、普及啓発実証

展示事業、実証展示農場の臭気調査、おが粉豚舎改

修助成の４点について行っておりました。ただ、お

が粉豚舎改修助成が、当初の６農場の予定が２農場

。に減少したために4000万円の減額になっております

当初は６農場で予定しておりましたが、今年度の飼

料価格高騰等の影響から、農家が途中で辞退したと

いうことがあります。

皆さんがおが粉養豚を推進する目○山内末子委員

的についてお願いいたします。

近年、特に養豚業におきま○安里左知子畜産課長

しては、悪臭等の環境問題が発生しております。お

が粉養豚の長所としまして、１つ目に豚舎の悪臭や

汚水発生を軽減する効果がてきめんであること、２

つ目にふん尿処理に難しい知識や技術を必要としな

いこと、３つ目に飼養豚のストレス軽減効果がある

ことなどを考えていることから、おが粉養豚を推進

しております。

この事業自体は、今はもう豚舎の○山内末子委員

改築をして、これからそういった豚舎でしっかりと

おが粉養豚を進めながら、肉質の改善といった意味

で経営安定につながっていくという効果も期待して

おりますでしょうか。

ストレスが減少しますし、○安里左知子畜産課長

そういう意味では早い出荷も期待しております。そ

れと同時に、今申し上げましたとおり、ふん尿処理

に係る経費が随分抑えられるだろうという経営面も

期待しております。ただ、これだけでは全てが解決

するとは思っておりませんので、県としましては、

豚の産子数や生産性にすぐれているオキナワアイラ

ンドの造成を成功させておりますので、この導入の

推奨や現在行っております養豚生産性向上緊急対策

事業などの活用によって、農家の経営の改善を図っ

てまいりたいと考えております。

今この事業を進めながら、次年度○山内末子委員

に向けても続けていくと思うのですが、実際にその

方法で今養豚を行っている農家は、沖縄県全体でど

れぐらいいらっしゃいますか。

昨年度の調べでは、おが粉○安里左知子畜産課長

養豚農場は16農場でございます。

全体的にはまだまだ少ないとは思○山内末子委員

うのですが、ただ、沖縄県として、やはり養豚につ

。 、いては沖縄県の食文化の柱だと思うのです しかし

先ほどもありますように、やはり悪臭の問題や汚濁

の問題など、環境改善に農家の皆さんたちが設備の

投資だけに結構時間がかかったり、経費がかかった

りで、経営安定に対してはなかなか難しいというこ

とが今の農家の現状だと思います。

そういう意味では、沖縄県の食という意味でもそ

うですし、長寿の柱でもあります、美の柱でもあり

ます。私もきのう、コラーゲンのために足テビチを

食べてまいりました。沖縄県の豚を全国にアピール

するという意味では、まだまだ対策として少し弱い

のではないかと思いますので、そういった意味での

養豚に対する施策の強力な推進をぜひ頑張っていた

だきたいのですが、農林水産部長、次年度に向けて

どうでしょうか。よろしくお願いします。

本県の豚につきましては、○山城毅農林水産部長

確かに食文化の中心的なものであるということは我

々も非常に認識しておりまして、その生産拡大、あ

るいは品質の向上、ブランド化に向けて一生懸命取

り組んでいるところでございます 先ほどの一番ネッ。

クとなっております環境問題をどうするかというこ

とで、沖縄振興一括交付金を使いながら、現場の状

況を調査しながら、新たな取り組みができないかど

うかも今模索しながらやっている段階でございまし

て、その一つとしてオガコ養豚を普及しているわけ

でございますが、それだけではブラント化というわ

けにもいかないので、今、沖縄県家畜改良センター

で、先ほどありましたオキナワアイランドという養

豚を育成いたしております。従来のランドレース種

よりも、子豚を生むとした場合、年間18頭から22頭

と約４頭ふえる、肉質もよくなるということがあり

ますので、その豚も今農家に普及を図っていますの
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で、そういった取り組みと、もう一つはアグーのブ

ランド豚を使いながら、それとの交配でいいブラン

ド豚を育成していく。それとあわせて相乗効果を高

めながら、しっかりと沖縄の食文化を確立、維持し

ていきたいと思っております。

20分間休憩いたします。○比嘉京子委員長

午後３時43分休憩

午後４時03分再開

再開いたします。○比嘉京子委員長

休憩前に引き続き、質疑を行います。

新垣清涼委員。

平成25年度一般会計補正予算（第○新垣清涼委員

３号）説明資料12ページのバス路線補助事業費につ

いてお伺いします。県内路線数、そのうちの赤字路

線数、事業者の数をお願いします。

補助対象路線につきまし○多嘉良斉交通政策課長

ては、国庫補助対象路線が９路線、県単補助対象路

線が30路線となってございます。ただいま手持ちに

事業者数は持ち合わせておりません。後でまた御報

告したいと思います。

減額になった理由を説明してくだ○新垣清涼委員

さい。

まず、バス路線の補助事○多嘉良斉交通政策課長

業につきましては、バス利用者が少なく、運賃収入

だけでは維持が困難な赤字路線に対しまして、国、

市町村と協調して運行費の補助を行い、地域住民、

特に高齢者や学生等のいわゆる交通弱者の通院、通

学、通勤等の日常生活の足を確保しております。今

回、減額補正に至りましたのは、バス利用者増によ

ります補助対象路線減により補助金が不要となった

ため、減額補正をいたしたところでございます。

補助対象の減というわけですが、○新垣清涼委員

どの路線ですか。

まず補助要件がございまし○謝花喜一郎企画部長

て、輸送量が１日150人未満という補助要件がござい

ます。今般、名護西空港線において150人を超えたた

め補助要件に該当しないということで、今回対象か

。 。ら外れたと これに伴う減ということでございます

対象が150人未満ですね。近年、廃○新垣清涼委員

止になった路線もありますか。

。○多嘉良斉交通政策課長 廃止路線はございません

先ほど説明があったように、バス○新垣清涼委員

の場合は沖縄県で唯一公共交通として利用されてい

、 、るわけですから 赤字だからといって廃止されると

、 。高齢者 あるいは子供たちが大変困ると思うのです

そういう意味では、これからも引き続き利用者が少

ないところを支援していただきたいと思います。

それでは、沖縄都市モノレールが開通してから、

路線の変更などもあったでしょうか。

路線の回数はわかりませ○多嘉良斉交通政策課長

んけれども、モノレールの開業に伴いまして、一部

のバスの路線再編はあったと記憶しております。

これは将来に向けて、今、公共交○新垣清涼委員

通体系の見直しが入っていると思うのですが、せっ

かくモノレールの駅がちゃんと整備されていますの

で、そういう意味ではバスの路線も変えていって、

今までこの路線に走っていたバスを、もっと需要が

あるところに振り向ける必要があると思うのです。

そういう意味では ぜひ新しい団地などへのアンケー、

ト調査もしていただいて、取り組みをしていただき

たいと思います。

それから、バスレーンの延長の話があります。そ

こで、僕は宜野湾市からですから、いつもバスレー

ンを利用させてもらっているのですが、バスレーン

ですから車両が少ないです。そういう意味で、以前

に僕は一般質問でも提案したことがあるのですが、

数字の一番末尾の番号で１のつく日は１日走れるよ

うにする。偶数、奇数でやると半分になってしまう

ので、そうではなくて10分の１、10％でバスレーン

を利用できるようにすると、バスレーンからはじか

れた利用者からも、延長してもある程度理解が得ら

れるのではないかと思うのですが、その辺はどう考

えていますか。

たしか本会議でもそういっ○謝花喜一郎企画部長

た御提案で返答に少し困るといいますか、実は沖縄

県は、本会議でも大変御議論させていただいたので

すが、バスレーンの延長を次年度にぜひさせていた

だきたいということで、今、交通管理者、道路管理

者と鋭意調整をさせていただいているところです。

バスレーン規制を行うことによって、一時的には交

通渋滞が生まれて御不便をかけるにしても、一方で

またバスがスムーズに走れるということで、これに

よって自家用車の依存社会から公共交通依存社会へ

ということで、沖縄県の交通体系を将来に向けて変

革したいということが我々の希望です。そういった

中で、委員の御提案は大変わかるのですが、今我々

がやろうとしているさなかにこれを入れると、また

なかなかうまくいくのかなということがありますの

で、大変恐縮ですが御提案ということで受けさせて

いただきます。

公共交通をちゃんと利用してもら○新垣清涼委員

うということもあるわけですが、しかし、バスレー
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ン延長の場合には自家用車を利用している皆さんの

理解も必要だと思うのです。そういう意味では、今

本当にその時間帯は非常に少ないです。そういう意

味では、僕は実証実験に取り組んでもいいと思って

、 。いますので ぜひ検討していただきたいと思います

それから次は、14ページの環境保全行政費の減に

ついて説明をお願いします。

環境保全行政費でございま○古謝隆環境政策課長

すけれども １つは 国庫支出金のところで減になっ、 、

ている理由は、いわゆるソフト交付金で観光施設等

、の総合的エコ化促進事業を推進していますけれども

これが見込みより少なかったことによる補正減でご

ざいます。もう一つは、一般財源で5851万7000円の

補正増になっておりますけれども、これにつきまし

ては、地域グリーンニューディール基金―平成21年

、度から平成24年度までで事業を行いましたけれども

この14億円のうちの執行残でございます。これを国

に返還するために計上しております。

この事業の対象事業者はどのぐら○新垣清涼委員

いあるのか、それから去年度の実績。そしてどうい

う省エネ設備になっているのか、どういうものがあ

るのかがもしわかりましたらお願いします。

観光施設等の総合的エコ化○古謝隆環境政策課長

促進事業でございますけれども、当初予算の見込み

ですと、ホテル、旅館を対象に、観光客が非常に伸

びていまして、ホテルの客室もこの10年間で倍増し

ていますので、そこから出る温室効果ガスの排出削

減を図ろうということで、例えば照明をＬＥＤに変

えたりとか、あるいは暖房関係、給湯機器などを効

率のよい機器に変えるというところに補助していま

す。これを15件、１億2500万円の補助金を見込んで

いましたけれども、実績が平成24年度が８件、今年

度が７件ということで見込み減になっております。

次年度につきましては、ホテル以外にも観光施設が

ありますので、対象を広げようということで、今調

整をしているところでございます。

これは、例えば雨水を活用する方○新垣清涼委員

法だとか、あるいは太陽光は普通にあるのですが、

風力を使って節電をするとか、そういうことも対象

になるのでしょうか。

今補助対象にしていますの○古謝隆環境政策課長

は、先ほど申し上げました照明機器であるとか、あ

るいは節水関係を対象にしていますけれども、省エ

ネを図って温室効果ガスの削減を図ることが目的で

すので、いろいろ工夫して、国の制度も参考にしな

がら検討していきたいと思っております。

観光客もどんどん伸びていますの○新垣清涼委員

で、そういう意味では、少し使い勝手のいいように

対象を広げる工夫をしていただきたいと思います。

次に移ります。29ページの繰越明許費の中で防災

費、不発弾等処理事業となっているのですが、これ

はなぜ繰り越しになったのか。計画と実績について

お願いします。

２月補正の繰り越しの内容で○又吉進知事公室長

ございますが、不発弾等処理事業につきましては、

まず、県が実施している広域探査発掘加速化事業と

いうものがございます。これは住民等から探査要望

を受けまして事業を実施しているのですが、天候不

良等がございまして、予定した畑の農作物の収穫が

おくれて現場着手がおくれてしまうと。これは例年

あることでございますけれども、これで年度内に完

了が困難になったということで、これを繰り越させ

ていただきたいということが１つでございます。

それから、石垣市に不発弾保管庫の建設を予定し

、 、ておりますが 場所の選定にやや時間を要しまして

これも繰り越しでお願いしたいと。この２点でござ

います。

以前に市町村の取り組みが非常に○新垣清涼委員

弱い部分があったものですから、そういったことも

。含まれているのかということが気になったものです

28ページの交通安全施設費ですが、信号機は各自

治体からいろいろ要望が出ていると思うのですが、

その要望についてはほぼ完了としていいのでしょう

か。信号機などもこの予算に含まれていますか。

交通安全施設につい○綿引浩志警察本部会計課長

ては、信号機の新設、あるいは改良等の経費が含ま

れております。ただ、数については交通部門が来て

いないものですから、正確な数字はお答えできませ

ん。

今、各地域で交通安全施設として○新垣清涼委員

、 。信号機だとか 横断歩道の要望があると思うのです

４月に新入生が入りますので、せっかく補正される

わけですから、こういった時期にしっかり安全対策

の設備を整えていただきたいということでお尋ねし

ましたので、お願いします。

次に、12ページの駐留軍用地跡地利用促進費の中

で、これは普天間飛行場を対象にされていると思う

のですが、用地買収の土地の広さの要件というもの

があると思うのですが、何平米から何平米までなの

か。

法律では200平米以上となっ○謝花喜一郎企画部長

ております。ただ、政令で各条例、または規則で定
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めればそれによることができるという規定がござい

まして、今、宜野湾市において100平米以上というこ

とまで定めております。

100平米以上だと、返還される予定○新垣清涼委員

の西普天間地区は100平米未満も多いのです。そうす

ると、100平米未満の土地は返還されても市民には使

い勝手がないのです。使い道がないと言ったら変で

すが、道路をつくったりいろいろするときに減歩率

で引かれるとないので、ぜひそこら辺を、200平米の

規定をせっかく100平米まで皆さんは見直しをされて

いるわけですから、小さいものほど地主にとっては

手放したいということがあると思うのですが、そこ

ら辺の検討はどうでしょうか。

この件につきましては、本○謝花喜一郎企画部長

会議で又吉議員からも御質問がございました。宜野

湾市の方々からも、地権者の方、それから宜野湾市

からもそういった要望が出ております。県におきま

しても、確かに面積は小さくてもニーズがあるなら

ば可能な限り対応したいという気持ちがございまし

て、国とも調整はさせていただいております。

公有地の拡大の推進に関する法律というものがあ

りまして、これは特別控除が1500万円ですが、それ

でも100平米というものがまずネックになって、駐留

軍用地の跡地利用の特殊性を何とか説明してできな

いものかということで、実は作業に取りかかってお

ります。これは財務省とかいろいろ関係がございま

すので時間はかかるかもしれませんが、県としては

何とか頑張ってみたいと思っているところでござい

ます。

ぜひ頑張っていただきたいと。地○新垣清涼委員

域の声を大事にしていただきたいと思います。

それから、28ページの文化財保存整備費ですが、

これは減になっていて、ここには実績減となってい

ますが、ここは軍用地で今現在もそうですが、米海

軍病院跡地では文化財調査をされて、いろいろ結果

が出ていると思うのです。その結果の、ここにはこ

ういうものがあったという掲示板といったものもこ

れで使えないかという思いがあるのですが、どうで

しょうか。

看板等の設置ができるかという○諸見里明教育長

御質疑ですが、この予算には入っていないというこ

とです。

項目に文化財保存整備費とあるも○新垣清涼委員

のですから、そういう意味では、ここにあったもの

をどのように整備しましたとか、あるいはこういう

調査をしましたというものを―あそこは寺普天間の

集落があった地域なので、中にはできませんから外

側にそういった図面を描いて、ここの調査の結果、

ここはこういう地域でしたという表示があればいい

なという思いで聞いています。そういう計画はある

のかどうか。

我々が措置している予算では、○諸見里明教育長

受託事業の中ではできないものですから、ほかの事

業とか、あるいは関係市町村と連携して考えてみた

いと思います。

ぜひ宜野湾市とも協議をして検討○新垣清涼委員

してください。お願いします。

ありがとうございました。

奥平一夫委員。○比嘉京子委員長

実は午前中までは質疑をしないで○奥平一夫委員

おこうかと思っていたのですが、皆さんに刺激を受

けたので、少し質疑をさせてください。

実は、総務部長に質疑ができるのは、私はきょう

しかないのです 予算特別委員会の審査方法が変わっ。

ていまして、それぞれの常任委員会で調査されるも

のですから。

今回の補正予算ですが、県債について。今回、60

、億円のマイナスということになっていますけれども

この県債のマイナス要因を聞かせてください。

県債については、例えば民○小橋川健二総務部長

間資金、銀行等資金であれば償還期間が10年です。

ただ、それを用いて建設した施設というものはおお

むね20年を超えます。そういう意味では、負担と受

益のバランスがとれていないこともあって、それか

らもう一つは、公債費を軽減する、あるいは平準化

していくという意味で、実は借りかえをやっていま

す。ですから、10年の発行でありますけれども、10

年目にもう一回借りかえをして、20年の償還にする

というやり方を今しております。ことしは税が見込

みよりも増収になったこともあって、今回、借りか

えをやらないで後年度の負担をできるだけ軽減しよ

うということで、税金に振りかえて県債を減にした

と。そういうことでございます。

この県債の改予算額が645億8900万○奥平一夫委員

円となっています。一応軽減はされていると思うの

ですが、そのかわりこの予算を見ていますと、今度

は公債費が逆にふえているという状況もあります。

今は県債と公債費のことについて少しお伺いしたい

のですが、645億円という県債、改予算になっていま

すけれども、現在の県債残高は幾らぐらいでしょう

か。

平成25年度でございますけ○渡嘉敷道夫財政課長
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れども、２月補正後で6676億円でございます。

これは昨年度と比べてどれぐらい○奥平一夫委員

積み上がっているのですか。それとも下がっている

のでしょうか。

先ほど申し上げた数字は２○渡嘉敷道夫財政課長

月補正後でございますので、２月補正前の数字でお

答えいたしますと、まず6758億円が平成25年度末の

見込み額でございます。それに対しまして、その前

が6774億円でございますので……。

数字は上がっているか、下がって○奥平一夫委員

いるかでいいですから。下がっているわけですね。

失礼しました。前年度より○渡嘉敷道夫財政課長

は下がっております。

それから、今後さまざまな起債を○奥平一夫委員

して、そういう事業がどんどん出てくると思うので

すが、これからの皆さんの県債の予定―どれくらい

を限度額として地方債を出していくかということ。

それが最終的にどれぐらいの県債残高を見込んでい

るかということについて、シミュレーションはされ

ていますか。

この見通しで行きますと、○渡嘉敷道夫財政課長

平成27年度以降は県債の発行が735億円で、横ばいで

行くと推定しております。その結果、県債残高の見

通しとしましては、平成35年度で8217億円と今のと

ころ見通しております。

これは平成35年度ですから大分先○奥平一夫委員

の話にはなりますけれども、でも、8200億円とかな

り大きな借金になりますけれども、財政運営にとっ

。てどれぐらいの影響があるのか示してもらえますか

確かに7000億円、8000億円○小橋川健二総務部長

と一般会計予算でもことし7000億円を超えたという

ことですから、そういう意味では予算に匹敵するよ

うな残高ということでございます。ただ、その残高

の中には、後年度交付税で措置をされたりというも

のもございますので、丸々負担ということではござ

いません。

ちなみに数値的に申し上げますと、公債費比率―

残高のうち毎年幾ら返していくかということで、体

力に応じてどういう割合になっているか、そのよう

な指標がございます。これについても、本県は今の

ところ非常に低い値でございます。それから、将来

負担比率といいまして、将来的にどれぐらいの負担

をこの県は持っているのかということで、全会計を

通じて負担を出すことになっています。それが、記

憶しているところでは、標準財政規模の400％を超え

ると早期健全化という計画をつくらないといけませ

んが、本県の場合は多分に今100％程度でございます

ので、まだまだ健全な運営になっているのではない

かと思います。

、 。あわせて 減債基金というものも設けております

それも一定程度確保しておりますので、当分、県債

に関しては健全な運営ができるのではないかと思っ

ています。ただ、この間毎年ふえていることからし

ますと、いつまでもそのように健全であるとはまい

りませんで、やはりそこは数字の推移を見ながら適

切に対応していかないといけないのではないかと、

今また思っているところでございます。

今、沖縄振興一括交付金で県の事○奥平一夫委員

業もそうだし、市町村でもかなり旺盛な事業をやっ

ておりますけれども、この一括交付金に係る裏負担

というものがかなり積み増しされている気がするの

です。ですから、各市町村においても使い勝手のい

い交付金を使って、かなり多くの事業をなさってい

るのですが、この辺に関する財政的な影響はどれほ

どのものか。市町村も県も含めて御感想をお聞かせ

ください。

直接市町村分に言及するの○小橋川健二総務部長

は少し難しいのですが、制度でいいますと国庫が10

分の８で、裏負担の半分は交付税措置があると。そ

れから、投資的経費であれば起債をして、起債の償

還にも交付税措置があると。それから、財政力の弱

い市町村にとってはその10分の１もまた交付金を入

れてほぼ10分の10と。そういういろいろなバリエー

、 、ションがありますが 例えば県の場合でいいますと

粗々の試算ですが、平成23年―できる前と今とどれ

ぐらいの裏負担の増かといいますと、当時20億円か

ら30億円程度、裏負担に要する経費が増加という試

算が一応ありました。その数字が大きいか小さいか

、 、ということではあるのですが 感覚的に申しますと

後年度には交付税が入ってくることも考えますと、

ある意味では影響は限定的なのかとは思っていると

ころであります。

市町村はどうですか。○奥平一夫委員

おおむね今、総務部長が答○謝花喜一郎企画部長

弁したとおりだと思います。市町村の場合は303億円

ですが、実質上１割の負担ということで、そうする

と30億円ぐらいです。それを41市町村で割るとどう

なるかということです。少ないところでは２億円で

すが、そこは2000万円の負担と。確かに2000万円は

財政規模の小さいところではそれなりの額だと思い

ますが、ただ、これまでできなかった事業を展開す

ることによってその地域が活性化し、また、税収が



－49－

ふえるということで、我々は少しポジティブに考え

ているところでございます。

ありがとうございます。○奥平一夫委員

私の住んでいる宮古島市は、かなり旺盛なハード

事業を準備しておりまして、30億円、20億円、10億

円というすごい事業を非常に集中的にやるというと

、 、ころで 今非常に議論が沸騰しているといいますか

財政運営に関心のある方はかなり危機感を持ってい

るわけです。ですから、そういう意味で沖縄振興一

括交付金の使い勝手のよさとは、非常にいいことは

いいのですが、それをし過ぎていきますとかなり財

政運営に危機的な状況が来るのではないかという心

配があったものですから、今それをお聞きしたとこ

ろであります。

それでは、次に事業についてお伺いをしたいと思

、 （ ）うのですが 平成25年度一般会計補正予算 第３号

説明資料12ページの離島生活コスト低減支援実証事

業費についての概要と実績、これをぜひお願いいた

します。

まず、これは平成24年度か○謝花喜一郎企画部長

ら始めた事業でございます。本島と比べて平均で３

割ほど生活コスト、物価が高いという実情に鑑みま

して、その割高な生活コストを何とか低減しようと

いうことで、まずは３年間実証事業として実施して

みようということで、南北両大東村、座間味村、渡

嘉敷村の生活必需品に対して助成を行うことによっ

て、生活コストを低減してみようといった事業でご

ざいます。

先ほどの髙嶺善伸委員の質疑にも○奥平一夫委員

ありましたが、この執行率が全然だめですね。これ

はどういう理由でしょうか。

我々もこの件については深○謝花喜一郎企画部長

く反省もしていますが、髙嶺委員の質疑にも答弁さ

せていただきましたけれども、これまで手をつけた

くてもできなかった事業に思い切ってやってみよう

と試みてみたわけですが、やはり物流に関して行政

が手を入れるということはこんなにも大変なものか

と実感したところです。

我々がまず考えましたのは、輸送コストの低減は

当然やらないといけないだろうと。それから、いわ

ゆる市場規模が小さいところはやはり仕入れ価格が

高目になっているのではないかということで、当初

我々は卸売業者を集めまして、卸売業者が小売店へ

の販売価格も低減できないかということでやってみ

たわけです。ところが、150社もあり、いろいろ集め

て説明会等をするわけですが、そもそもその卸売事

業者がなかなか集まっていただけない。やはり手間

、暇の割にこのメリットがないということもあったり

そういったものがあって、結局９月から事業を始め

たわけですがなかなかうまくいかなくて、平成24年

度は、委員御指摘のように大変低い執行率になって

しまったということでございます。

平成25年度の予算につきましても、そのスキーム

のまま走っていたわけですが、なかなかこれではだ

めだろうということで、国との調整などもいろいろ

ありまして時間を要しましたが、ようやく12月に新

たなスキームをやりました。どうしたかといいます

と、前は卸売業者が出す補助対象品目に対して輸送

経費を補助したわけですが、卸売業者のものを廃止

しまして、離島に移送される生活必需品の移送経費

、は全て補助するというスキームに変えましたところ

小売店の件数もふえまして、今のところスムーズに

行きつつあるといったところでございます。

それでも この実績でも執行率が46○奥平一夫委員 、

％、50％満たないという、実証事業としてこれは大

丈夫なのかと非常に気になるところです。新年度ど

ういう形で―スキームは変えられない。もう新しく

変えたわけですから、多分これ以上変えないと思い

ますけれども、どういう形でこの執行をちゃんとや

ろうとしているのか。その辺を聞かせてください。

、○謝花喜一郎企画部長 先ほど答弁しましたように

平成25年４月から11月までは旧スキームでやったわ

けです それによりますと 合わせて８カ月間で1300。 、

万円ほどの執行状況でした。ところが、12月から３

月まで―まだ出ていませんが、恐らく2800万円から

3000万円近くになるだろうということで、この期間

は半分になっているわけですが、補助事業効果は倍

になっております。そういったことから積算します

と、平成26年度は今のスキームのまま４月から実施

した場合には、かなり執行率は上がるのではないか

と期待しているところでございます。

ぜひ期待したいと思いますけれど○奥平一夫委員

も 要は これからこの実証事業が本当にうまくいっ、 、

て、その後実際に離島の生活コストをどう低減させ

るか、これがやはり皆さんには求められるわけです

、 。が この辺についてのお気持ちを聞かせてください

まさにこれからでございま○謝花喜一郎企画部長

す。まずは平成26年度、しっかり今のスキームでど

ういった効果が出るのかを我々は検証したいと思い

ます。外部の有識者を交えた検証委員会というもの

でしっかり御議論いただいて、これを次にどう生か

すかということを見据えて、しっかり検討してみた
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いと思います。このスキームで何とか効果があらわ

れるのであれば、これは関係当局、国等との調整も

必要になってまいりますが、徐々に対象も広げてい

ければと、そういったところでございます。ただ、

次年度しっかり検証してみることがまず第一かと

思っております。

ぜひ頑張っていただきたいと思い○奥平一夫委員

ます。

次に、福祉保健部長に少しお聞きしたいと思いま

す。17ページ、医学臨床研修事業について、なぜそ

ういう補正減になったのかお聞かせください。

医学臨床研修事業というもの○阿部義則医務課長

は、実際はこの中に16事業ございまして、この補正

減に係る事業といたしましては３事業ございます。

その中に医師確保対策補助事業 この中のさらにもっ、

と細かく申しますと、医師派遣等推進事業というも

のがございまして、この実際に計上した見積もりよ

、 、りも実績というのですか 国庫内示減もありまして

２億2492万4000円減になっている状況で、これが一

番大きなものでございます。

もう一つは産婦人科医師確保対策基金事業。この

事業は、民間の医療機関等の産婦人科医の協力を得

まして、沖縄県立北部病院に産婦人科医を供給しよ

うという事業でございますけれども、実際は２名を

予定していたのが１名になってしまったということ

です。

あとは、離島僻地病院勤務医師研修派遣事業。こ

れは病院事業局が沖縄振興一括交付金を活用して

行っている事業でございますけれども、当初これは

６名を予定しておりましたけれども、現在１名の医

師の方を東京大学医学部附属病院に派遣して、研修

が終わりまして専門医取得後には離島勤務を義務づ

けるという事業の中身でございます。

それで、２名を予定していた産婦○奥平一夫委員

人科医の派遣が１名しかできなかった大きな理由は

何ですか。

やはり民間等の中には内地の○阿部義則医務課長

大学病院等の協力もあるのですが、全国的に産婦人

科医が不足している中で、なかなかそういう人材を

見つけにくいという部分がございます。そういう中

で、半年ではございましたけれども、１名確保でき

たのはこの事業のいいところだったのではないかと

思っております。

現在、県立北部病院の周産期医療○奥平一夫委員

。 。の体制はどうなっていますか 産婦人科でいいです

済みません。今、詳細は持ち○阿部義則医務課長

合わせておりません。たしか１名か２名だったと、

異常分娩だけ対応していたかと思います。

これは本当に僻地といいますか、○奥平一夫委員

そういうところでこういう医師不足が生じて、妊婦

が沖縄県立中部病院まで救急車で搬送されるという

事態を皆さんはどう思っていますか。本当におかし

いですよ。福祉保健部長、黙っていないで答えてく

ださい。知らんふりしないで。

北部地域で産婦人科医師○崎山八郎福祉保健部長

がなかなか確保できないという状況は、我々として

も非常に厳しい状況があると思っています。いろい

ろな医師確保の対策も進めておりまして、産婦人科

医師を確保するためにということで、医師修学資金

貸与事業などもやっておりますので、いろいろな事

業を組み合わせながら、そういった地域における、

あるいは離島における、僻地における医師の確保を

ぜひ進めていきたいと思っております。

大体答弁というものは本当に何年○奥平一夫委員

も変わらないように、同じ答弁を繰り返しているこ

とが非常に残念でもあるのですが、要は、医師の職

員定数を、もっと枠を広げるということが一番大事

だと思います。特に僻地とか、離島における医師の

確保は最重要課題として取り組んでいただきたいと

思っています。

そこで、この離島僻地勤務医師派遣事業はどこの

病院に６名を派遣しようとしたのか。そして、なぜ

１名になったのかの理由についてもお伺いいたしま

す。

事業の説明が悪くて申しわけ○阿部義則医務課長

ありません。この事業の中身は、県立病院の後期臨

床研修の修了者で、国内もしくは海外の病院等で専

門医取得の研修を受けた場合に 専門医取得後に戻っ、

てきたら、離島、要するに宮古・八重山、北部での

勤務を義務づけるという事業の中身でございます。

この大事な事業に応える医師が１○奥平一夫委員

人しかいなかったという理由を聞かせてください。

病院事業局の事業なのでわか○阿部義則医務課長

る範囲でお答えいたしますが、非常にリスクという

か、医者にとってのスキルアップの部分の魅力と、

それから戻ってきてという部分の、たしか条件が非

常に厳しかったと思います。それで受ける医者が少

ないと。病院事業局では、この条件の緩和を今考え

ているということで伺っております。

では、今後も継続してやっていく○奥平一夫委員

ということですか。

はい。そのように伺っており○阿部義則医務課長
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ます。

では、次にへき地巡回診療費につ○奥平一夫委員

いて、事業概要を説明してください。

へき地巡回診療費ですが、こ○阿部義則医務課長

の事業は２事業ございましたけれども、平成24年度

で１事業終わりまして、現在実施している事業とし

ては専門医派遣巡回診療支援事業というものでござ

います。この事業の概要ですけれども、離島に住む

、住民が島内で専門医の受診―例えば眼科とか耳鼻科

整形外科、精神科とか、そういう専門医の診療を受

診できるようにする。そのために離島診療所におい

て巡回診療をしてもらうという中身の事業で、それ

に対して補助をしているということです。

。○奥平一夫委員 それはその年度だけの事業ですか

単年度の事業ですか。

この事業は平成24年度から実○阿部義則医務課長

施しておりまして、次年度も継続する予定でござい

ます。

その補正減になった理由を示して○奥平一夫委員

ください。

専門医の確保が非常にこの事○阿部義則医務課長

業の鍵になっておりまして、実際この事業は公益社

団法人地域医療振興協会というところに委託して事

業を行っております。専門医の派遣元はどうしても

専門医を多く抱える琉球大学医学部附属病院、もし

くは琉球大学医学部の医局になりますので、そこと

の調整でなかなか難しいところがございまして、専

門医の確保が難航したことからこういう予算減に

なってしまったということでございます。

少し解せないのですが、これだけ○奥平一夫委員

事業を立ち上げておいて、専門医がいませんでした

。 。と これは何もできていなかったということですか

どうでしょうか。実績を聞かせてください。

平成24年は、正直申し上げま○阿部義則医務課長

して31回で41人の診療、しかも１カ所の診療所しか

受けていただけなかったのです。私どもとしてもこ

れではまずいということで、琉球大学医学部にコー

ディネーターというものを今年度置きまして、琉球

大学医学部内の調整をコーディネーターにもお願い

して、公益社団法人地域医療振興協会とあわせて動

いていただいて、それで今年度、まだ年度途中でご

ざいますけれども、１月時点で巡回診療の回数が49

回、受診人数が587人、受け入れの診療所数が４カ所

にふえております。次年度、もう少してこ入れをし

ながら、対象者もしくは受診者をふやしていこうと

いうことで考えております。

この2320万円という予算の減は、○奥平一夫委員

予定よりそれだけ減ったわけですから、どれくらい

を想定して減になったのですか。

実は診療回数を140回で見積○阿部義則医務課長

もっておりまして、それを反省しまして、次年度の

予算の中では100回に、少し目標を減らしています。

それでも今年度の実績と比べると倍近くになるわけ

ですから、それなりに効果はあるものと考えており

ます。

ぜひ期待したいと思いますので、○奥平一夫委員

継続してお願いしたいと思います。

それから、看護師確保対策費について、その概要

と実績をお聞かせください。

看護師確保対策費の減額補正○阿部義則医務課長

ですが、この事業自体は19事業ございまして、その

、中で今回の補正に係る分が院内保育所施設整備事業

、これは民間に対して行うものでございますけれども

これが5842万5000円。それから院内助産所助産師外

来整備事業、これも民間でございますけれども、937

万1000円減の補正を提案しております。院内保育所

につきましては、実績は実はゼロでございます。そ

れから、院内助産、助産師外来につきましても実績

はゼロでございます。

だから、きちんと調査をして民間○奥平一夫委員

の病院と連携していく。しっかり調査をして話を詰

めていくということを全然やっていなくて、ただ予

算ができたのでそれをやろうかという話なのか。何

カ所を予定していたのですか。

実はこの事業を立ち上げると○阿部義則医務課長

き、平成23年でございますけれども、各病院に調査

をかけまして、３施設手を挙げたところがございま

す。その中で、諸般の事情があって、例えば新築、

移転を伴ったためにこの補助金を使わないというこ

とであったり、院内保育所の整備をやめてしまった

、 、 、り もう一つ 沖縄労働局にも同じような補助事業

事業所内保育所という整備事業がございまして、そ

ちらの事業を活用したと。

なぜあちらを活用してこちらを活用しないのかと

いうこともあろうかと思うのですが、交付の時期等

もありまして、向こうが活用しやすい、もしくは補

助率等も沖縄労働局がいいというようなもろもろあ

りまして、向こうの活用が多かったと。ただ、次年

度からはこの事業は一応閉じまして、新しい基金が

厚生労働省で準備されておりますので、その中で新

たな計画ということで考えていきたいと思います。

これだけ事業をつくり上げて、今○奥平一夫委員
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の３つ、４つの事業を聞いても、ほとんど実現して

いないという実績が非常に寂しいですね。きちんと

やはり市場調査をして、実際その病院に行って、本

当にニーズはあるのかと。建てかえたからできない

という話はおかしいと思いますよ。建てかえは前々

から決まっていたわけですから、それをどうですか

、 、という話ならわかるのだけれども 建てかえたから

いや、やめたという話をもらうということも少しお

かしな話で。ですから、今聞いた医務課の事業が余

りにも粗いのかという感じがします。崎山福祉保健

部長、覚悟していたみたいで、少し御意見を伺って

終わります。

医師確保にしましても、○崎山八郎福祉保健部長

そういった看護師の勤務環境の改善にしても、非常

に重要な課題でありますので、我々もいろいろ改善

できる部分については改善もしながら、事業を進め

ていきたいと思います。

。 。○奥平一夫委員 お願いします 以上で終わります

上原章委員。○比嘉京子委員長

幾つか質疑させていただきたいと思○上原章委員

います。

まず総務部長、今回の補正予算、151億円、そのう

ちの県税が42億円ということになっていますが、先

ほど税収が見込みよりふえているという総務部長の

お話がありましたけれども、具体的にどの分野の税

が見込みよりふえているのかお聞かせください。

平成25年度の当初予算が890億○金城聡税務課長

8100万円でありまして、今回42億736万9000円の補正

増を行う予定になっております。増額補正する税目

についてですが、個人県民税、法人県民税、法人事

、 、 、 、業税 ゴルフ場利用税 自動車取得税 軽油引取税

自動車税という税目について増額補正をしたいと考

えております。

増額補正する主な理由ですが、個人県民税につい

ては、平均給与月額が当初の見込みより増になって

おりまして、その理由が１つ。あと、個人県民税に

ついては、県と市町村で密接な連携をしまして、徴

収対策をうまく講じておりますので、その関係で税

収が上がっているということであります。あと、法

人事業税の関係では、電気・ガス事業以外の事業が

、かなり収益が上がっているようになっておりまして

調定額が上がっておりまして、その関係で収入が上

がっているということであります。

なお、今回の42億円の増でありますけれども、税

目のうち、県民税の利子割と地方消費税については

当初の見込みより収入額が減るという見込みが今出

ておりますので、その分について、２つの税目につ

いては減額補正という形で今回議案を上げさせてい

ただいております。

総務部長、今の税収が見込みよりふ○上原章委員

えた。相対的に沖縄県においても景気が上向きに来

ているという考えになるのでしょうか。

景気については、昨日の新○小橋川健二総務部長

聞でも６カ月連続拡大をしているというような表現

もございました。ただ、一方では、まだまだ地方に

は波及していないのではないかというような意見も

ございます。今回の税目で見る限りは、すぐに景気

回復というよりも、それぞれの個々の業界、業種の

業績が回復基調にあるということは言えるのではな

いかと思います。

あわせてですが、徴収対策を先ほど税務課長から

申し上げましたけれども、三位一体の改革以来、県

税の中でも県民税の割合が非常に高くなってまいり

ました。この徴収をどうするかということが県税の

。中でも非常に大きな取り組みになってまいりました

これは基本的に市町村で徴収をするものですから、

市町村と協議会を設けて、職員もお互いに市町村へ

派遣したり、あるいは研修を受け入れたりというこ

とで、スキルアップもしながら、今、徴収率の向上

に取り組んでおります。この影響もあったのかと実

。 、は思っております ちなみに御紹介申し上げますと

徴収率が平成24年で96.78％でございます。これはそ

の前の年に比べて0.55ポイントの増です。全国はと

申しますと、96.48％でございますので、全国平均を

もう既に上回っている状況でございます。そういう

意味でも、業績の回復に加えて、徴収率の向上がこ

ういう税収の増につながっているのではないかと

思っているところです。

どのような大きな国からの交付金予○上原章委員

算があっても、自主財源がなければ前に進めること

ができないわけで、今回の徴収率改善は評価したい

。 、 、と思います ぜひ 沖縄県は自主財源が全国に比べ

九州でも非常に低いと言われていますので、今後こ

の県税を中心に自主財源を高めていただきたいと思

います。また、同時に景気が本当に回復して、各地

方、また家庭まで広がっていただきたいと思ってい

ます。

それで、歳入の先ほどの説明の中で、利子割とい

うものが５億8000万円余り減になっております。こ

。の見込みが減になった背景を教えていただけますか

、○金城聡税務課長 県民税の利子割といいますのは

県民が金融機関に預金をした場合に、それにかかる
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利子が発生しますけれども、それに県民税の利子割

という形で課税をさせていただいています。県民税

の利子割につきましては 沖縄県の金融機関が平成23、

年度ごろまでかなり高い金利を設定していまして、

マスコミの報道によりますと、資金確保のためとい

うような趣旨で金利を高目に設定していたというこ

とがあります。ところが、そのことが銀行の経営に

圧迫を与えるという話がありまして、その金利を下

げるという形の取り組みを金融機関はやられている

ようです。平成24年度までにおおむね下げる方向に

なりまして、平成25年度ではおおむね２％程度の金

利に今落ちついているところです。その関係で、全

体として県民税の利子割が当初の見込みを下回る形

で推移しまして、収入額としては若干―５億円ぐら

い減るということになりまして、今回減額補正を予

算案として提案しております。

この金利は固定ではなくて そういっ○上原章委員 、

た銀行の中で決まっていくのですか。

利子には固定金利と変動金利が○金城聡税務課長

あるかと思います。その両方を利子という形で利子

割を課税しております。

、 、○上原章委員 もう一つ 地方消費税が10億円近く

これも減になっていますけれども、この２月補正で

こういう形になるということは何か特別な背景が

あったのですか。

地方消費税につきましては、県○金城聡税務課長

税ではありますけれども、この地方消費税の収入申

告については国にすることになっています。これは

国の消費税とあわせて申告納付をすることが適当で

あるから、地方税法がそのように仕組んでいるとい

うことでありますけれども、その関係で、県として

は地方消費税の収納の個別事情についてなかなか詳

細に分析ができないものですから、県の当初予算の

見込み方法は、過去３年間の平均値をとって当初予

算を編成する方法をとらせていただいています。

実際その方法で平成24年度まではうまく決算と整

合がとれる形だったわけですが、平成25年度の予算

編成をした後に実際に国から交付される地方消費税

の額がかなり下回っている形になっています。額に

しまして９億円ぐらいの乖離が生じるかと思ってお

りまして、その乖離の分が今回減額補正をする理由

になっているところであります。

わかりました。○上原章委員

歳出に移りたいと思います。平成25年度一般会計

補正予算（第３号）説明資料21ページの雇用対策推

進費。21億円を補正予算として、緊急雇用創出事業

の先ほど地域人づくり事業ということでお話があり

ましたけれども、これまでの基金と、今回こういう

形でなかなか踏み込めなかったところまで踏み込ん

でいるという、この基金の使い方が変わった背景を

まず教えてください。

これまで緊急雇用創出事業○又吉稔雇用政策課長

等臨時特例基金を使った活用事業は、失業者を新た

に雇って、その会社が事業をやっていくときに活用

できるという事業でございました。緊急ですので、

雇用期間は１年間になっています。１年後は可能な

限り継続雇用が望まれるというような仕組みになっ

ております 中には１年後 正職員採用もあるでしょ。 、

うし、引き続き契約で雇用することもあったかと思

います。

今回の地域人づくり事業も、失業者を雇用してや

る部分については似たようなスキームになっていま

す。ただ、今回新たにできたのが、今、沖縄県でも

特に問題になっております非正規雇用が多い、質の

面の改善が必要だということで、そのためには在職

者―これまで失業者を雇って失業率に貢献するよう

な内容であったわけですが、今後は働いている人の

質の改善も必要ではないかということで、この基金

事業では新たにその企業が実際に働いている従業員

の賃金アップとか、正規雇用化等につながるような

事業をやるのであれば、今回の地域人づくり事業は

そういう事業も実施できるようになりました。

非常にすばらしいことだと思ってお○上原章委員

ります。期待しているのですが、この地域人づくり

事業でいろいろ今募集をかけて、スキルアップをし

て、この会社の売り上げを上げて賃金につなげてい

くというお話を聞いたのですが、今回、皆さんのメ

ニューの中で公募して、この予算を使って具体的に

賃金アップ、正規社員につながる検証は、この事業

の中でどのようにされていくのでしょうか。

例えば具体的に給与に反映していく、これが一つ

の大きな目標です。それから、正規社員につなげて

いく。これは具体的にこの事業の皆さんの取り組み

の中でどのような確認作業ができるのか、聞かせて

いただけますか。

、○小嶺淳商工労働部長 今お話がありましたように

処遇改善、雇用環境の改善は、今言ったような非正

規雇用が多いとか、かつ、正規雇用と非正規雇用の

格差の問題とかがあって、そういう政策が出てきた

わけですが、具体的にはやはり収益を上げないと雇

えないし、社員の給料も上げられないわけです。そ

ういう意味では、具体的な方法は企業が収益を上げ
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るための、例えば海外の販路拡大とか、人材の高度

化とか、そういう形で企業収益を増加させるサポー

トという要素が入っているということです。

商工労働部長、そこは理解している○上原章委員

のです。これまでも産業振興の中で企業を、販路を

拡大し、また売り上げを伸ばしていく、いろいろ経

営革新のアドバイスもやる事業があるのです。それ

はわかります。問題は、では会社が成長したという

中で、具体的にそれが処遇改善につながっているの

かどうか。これは条件として応募の中で具体的に示

しているのか。ただ売り上げが伸びて処遇は改善し

ていないこともあり得るわけです。この辺の検証は

どう考えていますか。

こういう形で販路拡大をす○小嶺淳商工労働部長

るとか、こういう形で人材の高度化を図るという計

画をつくってもらうわけです。それを見て採択をす

るということです。また、今までの緊急雇用の事業

でも、継続して雇用されているかという追跡調査を

しているわけです。そういう意味では、今後、ただ

数だけではなくて、今言ったみたいにどのぐらい例

えば正規雇用化とか、どのぐらい人件費が上がった

かというフォローを当然やっていくということでご

ざいます。

商工労働部長、これは非常に大事な○上原章委員

、 、事業なので 予算も組んで公募をするわけですから

、 、後で検証して ちゃんと正規雇用化しているかとか

賃金もどのぐらい改善していくかということも、本

、 、当に会社の裁量で任せています 少し上げましたと

そういうことになるとこれは期待していたものとは

違うのではないか。公募の段階で具体的に売り上げ

を改善する中で、処遇改善でここまで伸ばしていく

とかという条件はつけないといけないのではないで

すか。

終了後、どのぐらい上がっ○小嶺淳商工労働部長

たとか、そういうことも含めてチェックをする仕組

みになっているということでございます。

補足して説明させていただ○又吉稔雇用政策課長

きます。この事業は、平成28年３月末まで実施可能

な事業になっておりまして、その３カ月後の平成28

年６月30日、どれぐらい賃金を上げたか、どれぐら

い正規雇用化したか、さらには定着につながったと

か、平成28年６月30日時点で調査をかけます。

僕は本会議でも質問を出したのです○上原章委員

が、今、国がやっている中小企業最低賃金引上げ支

援対策費という事業があるのですが、これは例えば

、１年当たり40円以上時間給を引き上げた事業所とか

事業場内で最も低い時間給を４年以内に800円以上に

引き上げた、これをやったところに上限100万円を補

助するという事業を国はやっているのです。具体的

に幾らまで上げた企業に対して補助金を出しますと

いう形で事業はスタートしているのです。だから、

ぜひ県も、これだけ非正規雇用が多い県内の改善を

しなくてはいけないときに、こういう事業に我々も

期待しているのですが、具体的に検証するとはおっ

しゃいますけれども、どこまで改善していくという

一つの目安はつくるべきではないかと思いますが、

いかがですか。

各企業からこの基金を使っ○又吉稔雇用政策課長

て事業をやりたいという計画書が出てきます。当然

この計画書の中で正規雇用化何名とか賃金を幾ら上

げるとか、そのような数字が出てきます。それを平

成28年６月30日で達成したかどうか、効果測定する

ような仕組みになっています。

わかりました。これ以上突っ込みま○上原章委員

せんけれども、ぜひ期待していますので、予算はつ

けたけれども、ほとんどが正規雇用化等の処遇改善

につながらなかったということにならないようにお

願いしたいと思います。

それから、同じ21ページの下から２番目です。信

用保証協会育成費ということで7600万円余り計上さ

れていますけれども、これは沖縄県信用保証協会に

対する損失補償に要する経費とあります。この中身

を教えてもらえますか。

県の融資制度につき○新垣秀彦中小企業支援課長

ましては、沖縄県信用保証協会の保証をつけて融資

をしております。その中で、年度末の２月において

県がこの保証を持つ、それと損失分について損失補

償をすることになっておりますので、損失補償の分

が6000万円余り。もう一つ、1500万円余りの出捐金

がございます。この出捐金については、これまで県

制度で保証をつけて貸しておりますけれども、それ

が返し切れないという債権については県が肩がわり

をしておりますので、沖縄県信用保証協会が負担し

た分について、沖縄県信用保証協会の財務状況に応

じて出捐を行うということになっています。

年間、こういった沖縄県信用保証協○上原章委員

会に損失補償しないといけないというものは、この

6000万円のみになりますか。年間を通してもっと多

いのですか。

県では 14の制度で18○新垣秀彦中小企業支援課長 、

の資金がありますけれども、その中で特に小規模企

業対策資金であるとか、創業者支援資金とか、県が
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政策的に保証料を負担して金利を引き下げている分

がありますので、その一部はそのような資金で、今

回の補正に出しているのは６つの資金がありますけ

れども、年度当初においてはそういうことが発生し

ないので予算措置していないのですが、この２月補

正で１月から12月までの保証が出ると計算して6000

万円余り。これは１年を通してこの額ということに

なります。

これは件数にすると幾らぐらいを見○上原章委員

ているのか。

件数にして84件に○新垣秀彦中小企業支援課長

なっております。

沖縄県信用保証協会は、こういった○上原章委員

融資の場合、保証料も払いながらやっていると思う

のですが、これは代位弁済して、沖縄県信用保証協

会が損失した分については、沖縄県信用保証協会も

保証の保証という形で入っていないのですか。

基本的には沖縄県信○新垣秀彦中小企業支援課長

用保証協会が代位弁済する際については、日本政策

金融公庫であるとか、一般社団法人全国信用保証協

会連合会等々が負担している分もございます。そし

、 、て 県が当然この負担をするのもありますけれども

実際的には、政策的以外のものについては沖縄県信

用保証協会が単独で持っている分もございます。

ぜひ、今後少し研究していただけな○上原章委員

いかと思うのですが、可能な限りこういった補塡が

発生しないように、沖縄県信用保証協会もそういっ

た保証の保険という仕組みがあると思いますので、

この辺は関係機関で話し合うことも必要ではないか

と思うのですが、いかがですか。

県の融資制度につい○新垣秀彦中小企業支援課長

ては、全てが沖縄県信用保証協会の保証をつけてい

ますので、それについては金融機関と商工会等の支

援機関、そういう方々の意見を踏まえつつ金利の設

定 もしくは代位弁済に至らないようにフォローアッ、

プであるとか、借りる際の支援であるとか、そのあ

たりは関係機関等の意見を聞きながらやっていると

ころでありますので、今後も引き続きそういうこと

がないように取り組んでいきたいと思います。

よろしくお願いします。○上原章委員

最後に、16ページの一番上です。児童扶養手当費

4500万円減になっているのですが、母子家庭、父子

家庭、通常こういった手当てをする世帯は当初から

わかる中で予算も組んでいると思うのですが、具体

的にこういう減が出たということは何か理由があり

ますでしょうか。

児童扶養手当につ○大城博青少年・児童家庭課長

きましては今回4546万1000円の減を見込んでおりま

すが、減額の理由につきましては、当初支給対象延

べ人員を５万8500人と見込んだところ、12月末現在

の実績をベースに改めて見込みを行いまして、その

、時点の見込みが５万7800人に減少すると出たために

今回補正減を行うものでございます。

見込みが少し違っていたという単純○上原章委員

な理由であれば、これはやむを得ないのですが、本

来受け取るべき世帯が受け取っていないということ

がないように、これは各市町村と連携をとっていた

、 。だくとは思うのですが その辺は大丈夫でしょうか

児童扶養手当の対○大城博青少年・児童家庭課長

象者の申請手続につきましては、各市町村と密接に

連携をとっておりますので、今後とも受給資格のあ

る人の漏れがないように努めてまいりたいと思いま

す。

西銘純恵委員。○比嘉京子委員長

県税についてお尋ねします。個人○西銘純恵委員

県民税について、全国より徴収率が高いと言われて

いますけれども、ひとり暮らしの年収が幾らから課

税をされますか。

個人県民税の場合の均等割の課○金城聡税務課長

税を例にしてお話ししますけれども、35万円の所得

がある場合について、生活保護の級地の区分によっ

てまた違いますけれども、それに21万円を足したも

のを基準として課税の対象になるか否かの判断にな

ります。委員の御質疑が、ひとり暮らしの年収が幾

らであれば課税の対象になるかという趣旨でござい

ますけれども、個人個人で、その個人の状態によっ

て控除の項目が違ってくるものですから、一律に幾

らからが課税の基準ということは一概に言えないか

と思っております。

少し今ごまかしているかと思うの○西銘純恵委員

、 、ですが 所得というものは控除された分があるので

。 、基礎控除が35万円かと思っているのです ですから

年収が100万円以下でも県民税は払わないといけな

い、そういう税金だと思っているのです。間違いあ

りませんか。

、○金城聡税務課長 先ほども答弁しましたけれども

住民税については個々人の控除項目が幾つもパター

ンがありますので一概に言えないところですが、委

員のおっしゃるように、100万円程度で基準が変わる

ということは一般的に言われているところでありま

す。

年収100万円で生活ができるでしょ○西銘純恵委員
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うか。先ほど沖縄県が全国に比べて徴収率が高いと

おっしゃったのですが、高くしている要因といいま

すか、どのような対策をとって徴収率を上げている

のですか。

先ほど数字を申し上げまし○小橋川健二総務部長

た県民税については、市町村と協議会を設けて職員

研修もしながら、あるいはこちらの職員も派遣しな

がら、実際市町村の税を徴収するお手伝いをしたり

と。そのほかには、これは県民税だけではないです

が、例えば自動車税の場合ですと、コンビニエンス

ストア収納も始めました それから クレジットカー。 、

ドでの収納も始めております。これも税が払いやす

い、納めやすい環境をつくるということで始めたも

のでございます。そのほかには、自動車でいいます

と、差し押さえの上、タイヤロックをしたり、その

結果、インターネットで公売したりといったような

こともたまにはございます。

それから、高額の滞納事案については、特に特別

滞納整理班というものを置きまして、集中的に整理

をしていくといったような試み、それから、滞納整

理強化月間も市町村と一緒に設けて、これも集中的

な取り組みを行ってきた。そういういろいろな取り

組みの結果 先ほど申し上げましたような数値になっ、

ております。ただ一つのものがこれに寄与している

というわけではございませんで、いろいろな取り組

みの努力の結果だと思っています。

41市町村、差し押さえをしている○西銘純恵委員

ところはどこでしょうか。何カ所ありますか。

現在持っている資料が、市○儀間秀樹市町村課長

町村税全体について調べた平成23年度の徴収実績の

中で、差し押さえている市町村については32市町村

となっております。

差し押さえの全国調査をしたこと○西銘純恵委員

はありますか。

県税に係る全国の差し押さえ件○金城聡税務課長

数は調べたことはございません。

件数は聞きませんでした。都道府○西銘純恵委員

県は何カ所やっていますかと言ったのですが、調査

をされていないということだと思いますので、ぜひ

調べていただきたい。

沖縄県は、所得が全国の平均の７割なのです。そ

こで、32市町村が差し押さえをしているということ

は、100万円でも課税をされる税金に無慈悲なことを

やっていないか、差し押さえについて一度検討すべ

きだと思います。これを提案したいのですが。

県税の賦課徴収をするに当たっ○金城聡税務課長

て、課税をした後に納入期限までに納めない場合に

は、差し押さえをしなければならないと県税条例に

書かれております。徴税吏員はそれに基づいて差し

、押さえの執行義務を負うことになっておりますので

その執行義務を果たすために財産調査をしまして、

現にこの人が担税力があるにもかかわらず税を負担

していない、納付していないと確認しますと、差し

押さえ処分せざるを得ないという状況にあるかと思

います。

差し押さえというものは、５万円○西銘純恵委員

、 、給料が振り込まれて 銀行口座を押さえられたとか

そういう事例があるのです。だから、担税力がある

かどうかということは、実際皆さん調査をされてい

ない。だから、そういうことについてはもっと県民

に優しい県政をやっていただきたい。

次、地方消費税清算金のところでお尋ねしますけ

れども、消費税は減っている、減額補正だと。県内

の消費税を払っている事業者数と額は幾らでしょう

か。

地方消費税で沖縄県に納付され○金城聡税務課長

ている件数と額についてですが、先ほども答弁させ

ていただいたのですが、地方消費税につきましては

国に申告納付をすることになっております。国が件

数と額については詳細に把握しておりまして、県が

地方消費税の額を把握するということは、国から地

方消費税の収納額がこれだけであったという通知を

受ける形で額を決定しております。したがって、沖

縄県が収納している地方消費税の件数については、

今承知していないところであります。

今お尋ねしたのは、この消費税が○西銘純恵委員

平成24年度まではよかったけれども、交付が減って

いるというその事情として、法人税を払っている業

、者の皆さんがどのような状況にあるかということを

私は県政としてつかんでほしいということがあるの

です。だから、個人県民税については差し押さえを

やってふえている。けれども、業者がこの消費税を

払えないと、全国でそういう声を上げている。沖縄

県内でも業者の皆さんの声を聞いたことがあります

か。６割の業者が払えない、身銭を切って払うかど

うかという、廃業の瀬戸際にいるということがある

のです。だから、沖縄県の消費税を払う対象の業者

はどれだけで、どれだけの消費税を払っているのか

をやはり調査していただきたい。

新年度、８％に上がるというものに対して、県内

の税収からいっても、法人税をもっと減収させる要

因になると、私は倒産、廃業に向かうということも
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あわせて、もっと県政として対応をしていただきた

いと思いますが、いかがでしょうか。業者の皆さん

をどう守るかですよ。

地方消費税につきましては、こ○金城聡税務課長

としの４月１日から税率が上がります。それに伴い

、まして行政が講ずるべき措置をいろいろ講ずるよう

関係法律が制定されているところであります。特に

中小企業でありますとか、いわゆる転嫁ができない

と思われる企業に対しては転嫁防止の特別措置法が

できておりまして、それに基づいて、公正取引委員

会を含めてそれなりの機関が取り締まりを行うもの

だと考えております また その法律の施行に当たっ。 、

て県税事務所にも相談窓口を設置しまして、中小企

業が、大企業から転嫁できないというような事情が

ある場合には、相談窓口に来ていただいて、そのよ

うな対応をしていきたいと思います。

あと、委員からありました、県としても地方消費

税の増減理由もしくは収納の事情について把握すべ

きではないかという御意見については、国税のほう

とも意見交換をしながら必要な情報提供を求めてい

きたいと考えております。

業者の営業を守ることが基本です○西銘純恵委員

から、税収の関係ではぜひ中小業者の支援策がない

かということもあわせてやっていただきたい。

次、平成25年度一般会計補正予算（第３号）説明

資料14ページへ行きます。住宅手当緊急特別措置事

、 、 、業ですが 午前中 新垣良俊委員に対しての答弁で

アパートの確保と言われました。事業の内容はどの

ようなものでしょうか。

住宅手当緊急特別措置○伊川秀樹福祉・援護課長

事業の事業内容ですが、リーマンショック以降の失

業等の状況がございまして、就労能力ないし就労意

欲のある離職者であって、住宅を喪失している者ま

たは喪失するおそれのある者に対しまして住宅手当

を支給することによりまして、これらの者の住宅な

いし就労機会の確保に向けた支援を行うことを目的

としております。

アパートを確保するということで○西銘純恵委員

はなくて、家賃の支払いができないので、それでハ

ローワークに通うとか求職活動をしながら住宅確保

をするという内容だと思うのですが、これは減額が

大きいのですが、実際は何人分に該当するような額

でしょうか。

何人分ということです○伊川秀樹福祉・援護課長

が、平成25年度の予算につきましては、これまで最

も実績の多かった平成22年度の実績を勘案いたしま

して、県全体での給付件数約1200件を見込んでいた

のですが、平成25年12月末現在での決定件数は452件

という状況でございます。

青年がアパートがなくて公園に寝○西銘純恵委員

ているとか、こういう実態が皆さんいっぱいあるの

です。そういう意味では、離職のためにアパートを

。追い出されるというケースは結構ふえているのです

だから私は、平成22年度1200件と言いましたけれど

も、やはり予算を組んで、それだけの実態はあるけ

れども、それをきちんとすくい上げていないのはど

こに問題があるのか。ハローワークは並んでいて行

けないのではないかとか、もっと身近で相談できる

ところをやって、きちんと拾い上げるということが

。 。足りないのではないかと思うのです いかがですか

その点につきましてで○伊川秀樹福祉・援護課長

すが、今回の補正減の約１億4600万円は不用額ない

し使わないということではなくて、基金でございま

すので次年度の平成26年度予算に改めて活用すると

いう内容でございます。今回の住宅確保は、本人が

住宅を確保する市町村等を中心としまして、11市の

福祉事務所ないしは町村の福祉保健所―町村の場合

、には郡部の５つの福祉保健所がございますけれども

そちらが対応しておりまして、おっしゃるような部

分の門前払いといいますか、本来対応すべき方が対

応されていないということがないように、改めて市

町村ないし関係機関とはきちんと意見交換をしてま

いりたいと考えております。

役所の窓口がそういう制度につい○西銘純恵委員

て周知することもそうですが、やはり相談に来る、

役所に来るという皆さんがどういう状況にあるかと

いうことを詳細に、丁寧に取り扱っていないことを

指摘して、私は、これはやはり今でもそのような状

況には、人数的には1000名いて多いかと思っている

のですが、もっといると思います。ぜひこれを予算

額どおりに生かしていただきたい。

次に移ります。16ページの生活保護援護費につい

てですが、生活保護の世帯人数は今どうなっていま

すか。

平成25年12月、直近の○伊川秀樹福祉・援護課長

世帯数が２万4676世帯です。これは郡部、市部、合

わせてでございます。人員としまして３万4342人で

ございます。

生活扶助を削減されました。その○西銘純恵委員

影響額をお願いします。

昨年８月の生活保護の○伊川秀樹福祉・援護課長

基準改定に伴っての削減の状況でございますけれど
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も、御承知のように、生活保護の場合は毎月保護の

開始、廃止、それと収入の変更等、そういうものが

当たり前にございまして、基準改定の影響を受けた

世帯数と額を改めて確認することは非常に困難な状

況であります。

例えば、65歳以上の御夫婦２人世○西銘純恵委員

帯の試算でやると年間幾らの減額になるか、それを

世帯に掛けたらどれぐらいになるかは出ますよね。

どうでしょうか。

それぞれの世帯類型は○伊川秀樹福祉・援護課長

ございますけれども、単身世帯ということで、級地

というのですか、区分が３区分ございまして、那覇

市でお答えいたしますけれども、65歳以上の単身世

帯で月額760円、年額にいたしますと約8000円から

9000円余の減額となっております。

人数があるので、掛けたら総額は○西銘純恵委員

出ると思うのですが―出ませんか。

生活保護の世帯構成と年齢構成についてお尋ねし

ます。

それでは、県全体でお○伊川秀樹福祉・援護課長

答えいたします。平成25年12月現在でございますけ

れども、高齢世帯が１万989世帯です。次が母子世帯

で1394世帯、障害者世帯が4531世帯、傷病者世帯が

4087世帯、その他世帯が3535世帯という内容でござ

います。

今の世帯構成をお聞きになって、○西銘純恵委員

本当にやはり必要な方が受けていることは誰もそう

思われると思うのです この皆さんが生活扶助をカッ。

。 。トされた そして高齢者世帯は１万世帯以上あると

それだけでもどれだけのカットになったかというこ

とはわかると思うのです。

あと、医療費を除く高齢者１人の平均支給額、生

活保護は幾らでしょうか。

それぞれの世帯等の状○伊川秀樹福祉・援護課長

況によって違いますけれども、年金収入がない場合

とある場合ということでお答えしたいと思います。

それと、平成25年８月現在の基準額ということでお

答えをしたいと思います。

那覇市の２級地―１の基準値で65歳の単身世帯の

生活扶助基準は７万1610円です。年金収入がある場

合の受給額は、年金等が引かれた後の部分になりま

すけれども、年金は国民年金の平均月額の５万2738

円ということをもちまして、５万872円が金額になり

ます。

年間７万円ぐらいの生活費となっ○西銘純恵委員

ている生活保護費が削られていくのですよね。これ

から３年間そうされていくのですが、この審査請求

が県に出たと思うのですが、何人の方が出したので

。 。しょうか 内容はどのようなものだったでしょうか

昨年８月以降の基準改○伊川秀樹福祉・援護課長

、定に伴っての審査請求の件数でございますけれども

平成26年１月末現在で28件でございます。その主な

理由は、生活保護費が減額されたことが不服であり

ますというものが主たる内容でございます。

、○西銘純恵委員 意見陳述も受けたと思うのですが

どうでしたか。

先ほどの審査請求の理○伊川秀樹福祉・援護課長

由にありますように、主な不服は生活保護費が減額

されたということですが、現在でもただでさえ少な

い生活保護費を改めてさらに減額されたというもの

が大多数の意見でございます。

病院に通院している方が多いと思○西銘純恵委員

うのですが、この交通費についてはどうなっていま

すか。

少し統計が古うござい○伊川秀樹福祉・援護課長

ますけれども、平成24年度の実績ですが、県全体で

移送費の実績件数が7342件、金額にいたしますと総

額で927万3729円、１件当たりにしますと1263円とい

うものが実績でございます。

この病院に通う交通費がほとんど○西銘純恵委員

周知されていなくて、リウマチとかで歩けなくて、

、タクシーを使ってしか整形外科とか病院に行けない

そういう高齢者が多いのです。南部福祉保健所への

要請行動をやったときに、去年４月の医療券の発行

は約1000件、そして交通費を申請したのが43件だっ

たと。その事実はつかんでいらっしゃいますか。

今 西銘委員がおっしゃ○伊川秀樹福祉・援護課長 、

るような実績はちょっと把握しておりませんけれど

も、平成24年度で申し上げますと、南部福祉保健所

管内では160件の移送費の支給実績がございます。

減額もされて、なお支給もされな○西銘純恵委員

いお金を生活費から削って、病院の交通費を出して

いるのが実態です。移送費についてはぜひ通院され

ている皆さんに周知していただきたい。今から各福

祉事務所、市に対してもやっていただきたいのです

が、いかがですか。

例年、３月には次年度○伊川秀樹福祉・援護課長

に向けての基準改定と法改正の説明会がございます

ので、あわせまして―委員がおっしゃる内容につき

ましては条件等ございますけれども、療養に必要な

最小限度の日数、あとは傷病等の状態に応じた経済

的かつ合理的な経路、交通手段等、あとは必要性、



－59－

費用の妥当性等を勘案することが福祉事務所での審

査の前提になりますけれども、そこら辺はそういう

説明会等の中において周知徹底されるよう、研修会

等も通じてきちんと対応してまいりたいと考えてお

ります。

病院に行く交通費を出して食事は○西銘純恵委員

１食しかとっていないとか、これが実態なのです。

ですから、請求できるという立場でやってもらいた

い。そして、病院に行くときの国民健康保険証にか

わる手帳、何らかのものがあると思うのですが、こ

れは１年間交付でしょうか。

うろ覚えで大変申しわ○伊川秀樹福祉・援護課長

けないですが、３カ月、３カ月の更新で最長６カ月

だったと記憶はしておりますけれども、再確認させ

ていただきたいと思います。

これも慢性疾患とか通院が継続す○西銘純恵委員

る高齢者ですから、これについては３カ月という根

拠は何なのか。とるのが大変なのです。だから、１

年交付ができないのか、これをぜひ検討していただ

きたいのですが、前向きにできますでしょうか。

生活保護の場合は、委○伊川秀樹福祉・援護課長

員御承知のように、全国津々浦々でも同様の制度が

適切に受けられるようにという内容もございます。

あわせまして、地域の実態等を加味することも一つ

の方法でございますけれども、厚生労働省と調整し

ながら、適切な方法がとれるように確認をしてまい

りたいと考えております。

厚生労働省は、社会保障改悪をま○西銘純恵委員

ともにプログラム法案で出しています。だから、国

とではなくて、県民がどのような状況にあるのか、

それを憲法第25条の立場で、やはり生存権を保障す

るという立場で生活保護行政に当たってほしいと思

いますが、福祉保健部長はいかがですか。

先ほど福祉・援護課長か○崎山八郎福祉保健部長

らも発言いたしましたけれども、他県の状況とか、

あるいは国との調整とか、そこら辺も含めながら進

めていきたいと思います。

20分間休憩いたします。○比嘉京子委員長

午後６時11分休憩

午後６時32分再開

再開いたします。○比嘉京子委員長

休憩前に引き続き、質疑を行います。

玉城ノブ子委員。

質疑をいたします。○玉城ノブ子委員

平成25年度一般会計補正予算 第３号 説明資料22（ ）

ページの情報産業振興費について、御説明をお願い

いたします。

情報産業振興費の○慶田喜美男情報産業振興課長

補正６億4238万3000円の内訳は、沖縄ＩＴ津梁パー

ク内に整備する企業集積施設３棟分の用地の購入費

用７億546万8000円と、情報通信費低減化支援事業、

これは企業の本土―沖縄間の通信コストの補助を

行っている事業でございますが、その所要額の減少

に伴う減額6308万5000円との差し引き６億4238万

3000円となっております。

国際物流拠点産業集積地域うる○玉城ノブ子委員

ま地区に沖縄ＩＴ津梁パークエリアを設置して、施

設を整備して企業に貸し付けるということでありま

すけれども、これまで、前に４施設をつくって、こ

れは県が施設を整備して企業に貸し出すということ

だったのですが、今回新たに３施設を企業に、沖電

開発株式会社に施設を整備してもらって、そして県

に貸し出して、県がまた企業に貸し出すという手法

に変えているのですが、これまでかかった土地代、

、 。施設整備費 それぞれ幾らになっているでしょうか

これまで県が上物○慶田喜美男情報産業振興課長

を整備してかかった費用が、４棟ございますが、そ

の４棟で約19億3500万円。それから、今回の整備に

係る手法で購入いたします土地の購入費が、３棟分

で合計７億546万8000円になります。

そこで働いていらっしゃる皆さ○玉城ノブ子委員

んの雇用状況 正規雇用と非正規雇用をそれぞれパー、

セントも含めて、どういう状況になっているでしょ

うか。

現在、沖縄ＩＴ津○慶田喜美男情報産業振興課長

梁パークの中では1423名の従業員が従事しておりま

す。そのうち正規雇用が270名、率にしまして19％。

。残りは非正規雇用1153名という形になっております

私たち日本共産党がずっとこの○玉城ノブ子委員

点については指摘をしてきたところです。県は国際

物流拠点産業集積地域を加工貿易型産業として企業

立地を目指してきたわけですが、なかなか土地が売

れないということで、加工貿易産業とは関係のない

沖縄ＩＴ津梁パーク、エリア企業を指定して土地を

売ろうということで計画してきたのですが、それで

もなかなか土地が売れないということがあって、沖

縄ＩＴ津梁パーク中核機能支援施設をみずからつ

くって企業に入居してもらう。それでも土地が売れ

ないということで、沖縄ＩＴ津梁パーク企業立地促

進センターを県みずから建設して、民間に貸し付け

るということをやってきたわけです。今度は企業に

施設を建設してもらって、その施設を民間に貸し出
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すという手法に変わっているわけですが、土地の購

入費ということで補正予算に７億546万8000円計上さ

れておりますけれども、そういう意味ではこれまで

も県はこの地域に莫大なお金を投資し続けているわ

けです。これが県の財政をやはり圧迫するという状

況になっていますが、私たちはこれについて、国際

物流拠点産業集積地域そのものを抜本的に見直して

いくことが必要ではないかとこれまでも指摘してき

たのですが、これはどうでしょうか。

一般会計の事業として必要○小嶺淳商工労働部長

な土地を特別会計から購入しているということであ

りまして、いろいろ特別会計の救済のためにやって

いるわけでは決してございません。また、企業集積

施設だと民間がつくりますから用地費だけですが、

実はこれを入居企業の使用料で18年で回収するわけ

でございます。決して一般会計に負担を与えている

わけではない。

それから 県で直接つくりました沖縄ＩＴ津梁パー、

ク中核機能支援施設とかそういったものも、整備の

ための起債償還もあるわけですが、この場合でも用

地費、起債償還の財源は入居企業の使用料で回収し

て、12年で元をとることになっていますので、これ

をやったために一般会計が大変なことになる、決し

てそういうことではございません。

おっしゃるとおり、今までずっ○玉城ノブ子委員

と莫大なお金を使い続けているわけです。本当にこ

れで皆さん方の計画どおりに返していけるかどうか

についても、今の時点ではまだ本当にそれが返せる

ということでやっていけるかどうかはわかっていな

いわけです。やはりこの用地そのものが国際物流、

、加工型産業ということで出発している用地ですので

これについては当初の目的から大きくかけ離れたも

のになっているわけですから、全体としてどうする

かということについてきちんと点検、総括をして、

見直しをしていくことが必要ではないかということ

を私はこれまでもずっと議論していますので、指摘

をしておきたいと思います。

それと、ここで働いている皆さん方、要するに正

規率が19％でしょう。圧倒的に多くの人たちが非正

。 、規雇用であるわけです 県がお金をつぎ込んできて

、そのように貸し出すことになっているわけですから

そこで働いている人たちを正規雇用していくことを

皆さん方が積極的に推進していかないと、こういう

状況のまま、県がお金を出して施設を整備して、貸

し出している施設で19％の正規率ということでは、

到底県としての役割を果たしていないと思うのです

が、これについてどうですか。正規雇用に変えてい

くという確約を、業者の皆さん方との間で正規雇用

にしていくということをやはり要求していくことが

必要ではないですか。

一つ前提として、この非正○小嶺淳商工労働部長

規率を高めているのはコールセンターとかＢＰＯと

いう企業が入っていて、その影響ではあるわけです

が、実はここはある面、子供を抱えたお母さんたち

の働く場所なのです。そういう意味でもそういう働

き方がある、そういう形で喜んで働いていらっしゃ

る方もいるという前提はあります。

それはおいておいて、確かに非正規率が高いとい

うことは大きな問題です。これも今まで失業率が高

。 。かったわけです それから求人倍率は逆に低かった

そういう状況で、雇用改善はなかなか難しい状況が

あったのは事実でございます。ただ、幸いにしてい

ろいろ雇用の受け皿もふえてきて、求人倍率もふえ

てきた。それから、国でも非正規雇用の拡大と、一

番大きいのは正規雇用と非正規雇用の格差の問題、

これは大きな問題だと認識をして、先ほどの基金事

業等もそういう要素が入ってきたわけです。そうい

う意味で、今後とも極力非正規雇用を正規雇用化し

たり、所得のギャップを極力縮小するような施策を

我々は一生懸命やっていきますけれども、少し景気

におくれて雇用環境は改善されますので、徐々に改

善されていくと我々は考えております。

そこで働いている一部の人たち○玉城ノブ子委員

が、そういう雇用環境について、パートだとか臨時

だとかそういうことでもいいという人たちがいるか

らと。これは圧倒的に多くの人たちが―では、それ

でいいのかという実態調査を皆さんはなさったので

すか。この人たちは非正規雇用のままでいいですよ

と本当に言っているのですか。

それでいいかという調査は○小嶺淳商工労働部長

やっていませんけれども、実態として社内の託児所

をつくったり、例えば１日に５時間働くとか、そう

いうニーズがあることは現実にございます。

女性たちがきちんと働けるよう○玉城ノブ子委員

に雇用環境をつくっていくことはいいですよ。別に

これを否定しているわけではないのです。でも、こ

こで働いている人たちが そういう雇用環境もつくっ、

て正規雇用で働けるのであれば、正規雇用で働くこ

とをみんな非常に要望しているわけです。県がそれ

を非正規雇用のままでいいのではないかという考え

方になると、これは大変な事態になっていくわけで

す。私は、ここで働いている皆さん方について、い
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つまでには正規雇用に持っていくという、それに必

要な支援もやっていくようにしないと、今のままで

いいのではないかという答弁にも聞こえますよ。そ

れでいいのでしょうか。

そういうことを申し上げた○小嶺淳商工労働部長

わけではなくて、そういう人たちもいるということ

です。今おっしゃったように、非正規雇用が多いと

いうことは間違いなく問題です。それはわかってお

りまして、そのためにいろいろ、産業団体に正規雇

用化の要請とかをやっていますし、人材育成といっ

た雇用環境のすぐれた企業を認証する制度も平成25

年度から始めましたし、そういう努力を当然我々と

してもやっていくということでございます。

下の国際物流拠点産業集積地域○玉城ノブ子委員

振興費、これは上のものと関連しているのですが、

この中身について御説明をお願いします。

国際物流拠点産業集○屋宜宣秀企業立地推進課長

積地域振興費につきまして、立地する企業に対する

創業支援を実施する賃貸工場等の整備を行う事業を

この中で行っておりまして、今回の補正の内容につ

きましては、使用料及び賃借料を3600万円の減額補

正、貸付金を１億6550万円の増額補正を行います。

沖縄21世紀ビジョン基本計画の○玉城ノブ子委員

目標と分譲した地域、賃貸工場も含めて、それぞれ

どうなっていますか。

沖縄21世紀ビジョン○屋宜宣秀企業立地推進課長

基本計画におきまして、国際物流拠点産業集積地域

うるま地区の立地企業目標数は110社でございます。

そのうち平成25年度１月末現在で39社が立地してお

りまして、達成率は35％になります。

全体面積と販売面積、購入した○玉城ノブ子委員

土地の面積の分譲率についてはどうなっていますで

しょうか。

国際物流拠点産業集○屋宜宣秀企業立地推進課長

積地域うるま地区の分譲及び利用状況につきまして

ですが、90ヘクタールのうち33.4ヘクタールが利用

されており、利用済み面積は37.1％になっておりま

。 、す このうち民間施設利用が7.8ヘクタールで8.7％

分譲が2.4ヘクタールで2.7％になっております。買

い取り条件つきの貸し付けが5.4ヘクタールで6.0％

でございます 公的利用が賃貸工場等で25.6ヘクター。

ルで28.4％となっております。

国税の優遇措置の適用を受けて○玉城ノブ子委員

いる企業数は何社ですか。

平成24年度で２社で○屋宜宣秀企業立地推進課長

ございます。

一般会計からこれまで繰り入れ○玉城ノブ子委員

をしてきた総額は幾らになりますか。

一般会計からの繰入○屋宜宣秀企業立地推進課長

金は、昭和57年から平成25年度までで約40.6億円に

なります。

先ほども指摘はしたのですが、○玉城ノブ子委員

要するに国際物流拠点産業集積地域―名称が変わっ

て、そういう名称になっておりますけれども、旧特

別自由貿易地域です。貿易の振興に資するというこ

とで、日本において沖縄県のみに適用される優遇制

度を導入して、加工、貿易型産業として企業立地を

目指してきたわけです。しかし、現状においては、

今新たに沖縄21世紀ビジョンが策定されております

けれども、その計画の中でも計画達成ができない状

況になっているわけです。この間に一般会計からど

んどんいっぱいお金を繰り入れして、もう既に総額

で40億6000万円にもなっているわけです。それで、

国税の優遇措置を受けているのも２社という状況に

なっているわけです。そういうところからすると、

やはり私たちは、沖縄県財政がこういう状況の中で

大きく圧迫される状況になっていると言わざるを得

ないわけです。私たちはずっと指摘をしているので

すが、やはりこの地域に対する総括点検、検討をや

ることが必要なのではないかと思っていますが、ど

うでしょうか。

今、40億円という話があり○小嶺淳商工労働部長

ますけれども、今のお話で抜けているのは、実は収

益があって剰余のあるときには、30億円を一般会計

に戻しているのです。それで今、差し引き９億円が

繰り入れ超であります。例えば昨年も初めて一部上

場企業が関連企業４社を引き連れて立地した。それ

から、今ほぼ固まりかけているのがＥＶ―電気自動

車の関連部品の大きな企業が来ることが見込まれて

おります。これまでなかなか時を得ずに、旧特別自

由貿易地域は非常に苦戦していたのは事実でありま

すけれども、ようやくいろいろ国際物流拠点とか、

あるいはアジアがマーケットになって、こっそりと

状況が変わってきて、ようやく沖縄にも大規模な製

造業が集積する環境ができてきたということであり

ますので、今後は、先ほどの９億円が繰り入れ超で

すが、それも含めて、収支を相償うような状況にな

ると考えております。

、○玉城ノブ子委員 これについては一応指摘はして

次に移りたいと思います。

20ページの水産業構造改善特別対策事業費の内容

について御説明をお願いします。
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水産業構造改善特別対策事業○新里勝也水産課長

は、製氷施設や冷凍冷蔵庫、あるいは加工処理場等

の共同利用施設を漁港内等に整備を行う事業でござ

います。通常、市町村もしくは漁業協同組合が事業

主体となって実施してございます。今回の補正につ

きましては、本年度の第４次公募となりました国の

公募期間が１月８日から１月31日の間に設定されま

したけれども、この中に宮古島市、石垣市、与那国

町の３地区が応募しまして、２月10日に採択された

ものでございます。

事業の具体的な内容につきましては、宮古島市が

製氷施設の整備を県の予算額で１億6767万円、石垣

市が水産物加工施設の整備で県の予算額としまして

３億7500万円、そして与那国町は、漁業用無線施設

、の整備が補正額で1683万3000円となっておりまして

いずれも緊急性が高く、漁業協同組合からの要望が

強い事業内容となっております。

私は、この特別対策事業の特に○玉城ノブ子委員

水産物加工処理施設、これは糸満漁業協同組合でも

非常に必要だということで要望しているのを聞いて

いるわけですが、特にソデイカの大量にとれる時期

にソデイカを全部加工して使えるようにすれば もっ、

と収益を上げていくことができるのではないかとい

うことで、そういう要望が非常に高いわけです。か

まぼこ業界からも、ソデイカを処理して、すり身に

して、かまぼこの原料として使えるのではないかと

いう要求も上がっていて、ぜひ積極的にこれに対応

する加工施設を糸満漁業協同組合に建設していくこ

とが必要ではないかと思いますけれども、これは手

を挙げればすぐ対応できるような状況にあるので

しょうか。

糸満漁業協同組合がソデイカ○新里勝也水産課長

。の加工場を検討しているという話は聞いております

県としましては、毎年、次年度の水産業構造改善特

別対策事業の要望調査を、市町村を通して実施して

おります。その中で正式に上がってきましたら、施

設の内容、規模、そして費用対効果等、地元と一緒

に事業の実施が可能かどうか検討してまいりたいと

考えております。

26ページの公営住宅建設費につ○玉城ノブ子委員

いて御説明をお願いします。

公営住宅建設費におけ○當銘健一郎土木建築部長

る補正額でございますけれども、３億100万円強とい

。 、う減額となっております その理由でございますが

今年度、市町村の公営住宅の整備事業が大変活発に

行われておりまして、国費が足りない状況が続いて

おりまして、県営分の国費を減額して市町村へ追加

配分したいということで、減額としております。

これは公営住宅の耐震診断の調○玉城ノブ子委員

査をやっていらっしゃるのでしょうか。

耐震診断については、県営住○嘉川陽一住宅課長

宅については全て終わっております。

その結果はどうなっていますで○玉城ノブ子委員

しょうか そして 建てかえ計画についてはどうなっ。 、

ていますか。

現在、沖縄県では、沖縄県公○嘉川陽一住宅課長

。営住宅等ストック総合活用計画を策定しております

その中では、平成23年度から平成32年度までの10年

間に、７団地1682戸を建てかえるというような計画

を持っております。

県営西崎第１団地はどうなって○玉城ノブ子委員

いますでしょうか。

、○嘉川陽一住宅課長 県営西崎団地につきましては

昭和56年から57年にかけてつくられております。そ

れ以前に、昭和55年以前の団地がかなり戸数がござ

いまして、県営西崎団地の建てかえ時期につきまし

てはいわゆる次の時期の計画ということで、平成33

年度以降になるということでございます。

その間は改修をどうするのです○玉城ノブ子委員

か。

その間も定期的に実態調査を○嘉川陽一住宅課長

行って、改修が必要な箇所につきましては、適切に

改修を進めていきたいと考えております。

住んでいる皆さん方からいろい○玉城ノブ子委員

ろな苦情が今出ているのです。老朽化して、このま

までは住み続けられないということが出ているわけ

です。それについて皆さん方は機敏に対応していく

ことが必要です。それについてどうですか。適切な

対応をやられるのか。

住民の皆さんの意見等を参考○嘉川陽一住宅課長

にしながら、やはり適切に対応していきたいと考え

ております。

當間盛夫委員。○比嘉京子委員長

今度の補正予算ですが、国で好循○當間盛夫委員

環実現のための経済対策で約５兆4000億円というこ

とで出されております 地方に割り振られたのが8000。

億円だという話も聞いているのですが、県では87億

円の国からの経済対策ということです。この87億円

、 、の国からの部分 今回全体で150億円になるのですが

これだけ補正を組んだ部分での目標を県はお持ちで

すか。

特に何々の数値が幾らを目○小橋川健二総務部長
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指しますという形の目標ではございませんが、今回

の国の補正の目的も４月から消費税が導入されるこ

とに伴って、駆け込み需要、それの反動減をならし

ていくといいますか、緩和するといいますか、そう

いった目的でされているわけです。県においても、

国の政策と連動して、先ほどおっしゃった87億円は

事業費ベースでございます。87億円のうちの公共事

業でありますとか、あるいは女性、働く若者対策を

含めて今回やろうということでございます。そのこ

とが、具体的な数値目標ではございませんが、国の

補正の目的の達成にかなうのではないかと思ってい

ます。

総務部長が言われるように、こと○當間盛夫委員

し４月に実施する消費税の引き上げの際の反動減を

、 、緩和して 景気の下振れリスクに対応するとともに

、その後の経済の成長の底上げと好循環の実現を図り

持続的な経済成長につなげるための施策ということ

での５兆4000億円と。これだけ大型の補正予算を組

んでいるわけです。基本的には、４月１日から始ま

る消費税の対策をしっかりとこの補正で組んでいき

ますということでやっているのですが、きょうの琉

球新報で沖縄県は増税対策がなしという共同通信の

資料があるのですが、この辺は全く対策を打たない

ことはないはずでしょうけれども、どうですか。

これは通信社からのアン○小橋川健二総務部長

ケートだと思っていますが、たくさんの項目があっ

て、多分に十分な精査をしないまま回答を出したと

聞いております。全くその対策がないということで

はございませんで、先ほど来るる申し上げておりま

、 、 、す公共事業の対策もございますし それから 若者

働く女性の対策も入っております。それから、中小

企業の資金繰りの支援として融資枠の拡大等々も

入ってございます。平成26年度の当初予算にも、公

共事業関係費がかなり入っております。それは国全

体の伸び率を上回るような額が入っております。そ

ういうことからしますと、この回答は適切な回答で

はなかったと思っています。

本当に適切な回答ではない。沖縄○當間盛夫委員

はなしと琉球新報に言われているのだから。沖縄県

はこれだけ、次年度、平成26年度の予算も約7300億

円、沖縄振興一括交付金を含めて800億円のそういっ

たものもある。知事はこれだけの予算をとってきた

ということがあるわけですから、そういった面で、

沖縄の県民所得だとか、そのことを考えても、今度

の３％上がるというものは間違いなく県民生活に影

響してくるわけです。そういった面からすると、や

、 、はり皆さんは我々議会に対しても 県民に対しても

今度の補正の分でこういう形で目に見える対応策を

打ってきましたよと。今言われたように公共工事を

どこかは入れていますよ。熊本県も公共工事の増額

だとか。そういうことではなくて、沖縄県はいろい

ろな形でこれはやっているわけですから、沖縄県も

しっかりとその対策はやるという目玉的な部分を今

度の補正の中で示す必要があったのではないか。

これだけ入ってきたから何かと変えてとか、全部

そういったものは積み立てに持っていくとかという

ことではなくて、やはり皆さんしっかりと仕事をし

ているということを、マスコミにこういう形で出て

。は不都合があるのではないかという部分もあります

そういった面からすると、我々からしても雇用の基

金に積み立てるとか、財政のそういった部分に積み

立てて次年度こういう形でやっていくというような

ことでは、やはり少し知恵がなかったのではないか

と受け取られますので、これはこれからでもいいで

すので、しっかりとその対応策、消費税４月１日か

らの増税対策に向けて県はどうするということは

しっかりとやってもらいたいと思います。

せっかくやったものがきっ○小橋川健二総務部長

ちりと出ていかないということは、控え目なのか、

ＰＲが下手なのか。やはり他県と比較してもそんな

に遜色のあるようなものではないと思っております

ので、そこはきちんと県民の皆さんに安心してもら

えるように、こういう対策はとっておりますという

ＰＲを、あるいは広報をやってまいりたいと思って

います。

嶺井光委員。○比嘉京子委員長

皆さん、ダイキンオーキッドレディ○嶺井光委員

スゴルフトーナメントの速報です。韓国のイ・ボミ

さんがファイブアンダー トップ 日本勢ではスリー、 。

、 。アンダーで下村真由美 ツーアンダーで森田理香子

県勢はワンアンダーが２人、新崎弥生さんと比嘉真

美子。次にイーブンパーが３名、宮里美香、上原彩

子、何と新垣比奈、うるま市の中学生。これは上位

を十分狙えますから、あしたみんなで応援に行きま

しょう。

ということで、２つばかり、土木建築部長、お願

いします。平成25年度一般会計補正予算（第３号）

説明資料29ページの繰越明許費補正の道路橋りょう

費は南部東道路も入っているのですか。

地域高規格道路として南部○仲村守道路街路課長

東道路は入ってございます。

。○嶺井光委員 この繰越明許の理由は何でしょうか
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南部東道路は都市計画決定○仲村守道路街路課長

後、事業認可の手続を進めておりまして、事業認可

後に用地交渉に着手するという仕組みになってござ

います。その着手がおくれたのが繰り越しをする理

由でございます。

何度も指摘しておりますけれども、○嶺井光委員

、用地買収にかなり時間がかかると予想されますから

職員体制も含めてしっかり取り組んでいただきたい

と思っております。

それから、きのうの一般質問でも伺いましたが、

起点側の取りつけ、これはぜひ那覇空港自動車道に

連結すべきだと思っているのです。そもそもこの南

部東道路の所期の目的は何ですか。

地域高規格道路という名称○仲村守道路街路課長

をつけ、そういう目的で、ある程度の速達性を加味

した道路として位置づけております。

この南部東道路は那覇空港を起点と○嶺井光委員

して、いろいろな観光も物流も含めて、特に観光で

はこの南城市あたりに260万人ぐらいの観光客が入っ

ているのです。南部地域では、ぐるっと回って南部

東道路に乗って空港まで30分圏内で行けるという目

標があるはずです。ところが、今の計画の、一旦下

におりて上るとなると、ここで10分ぐらい時間がか

かったら、こういう目的に逆行すると思うのです。

我々も地元の都市計画決定の文面の中でも、那覇空

港自動車道に連結してという表現があるのです。直

接つながると思ってきたのです。最近になって、一

旦下におりて側道を通ってという話を聞いて、正直

言って驚いているのです。そういう意味でも、ぜひ

直接連結することを考えていただきたいのですが、

どうですか。

きのう土木建築部長も御説○仲村守道路街路課長

明させていただきましたけれども、嶺井委員がおっ

しゃっている高速道路と交差する箇所は、南南風原

交差点という新しい交差点ができます。そこから那

覇空港向けに側道を並走し、南風原南インターチェ

ンジで高速道路に接続するという計画に今なってご

ざいます。南部東道路が新しくできる南南風原交差

点で、直接トランペット型インターチェンジといっ

た形式で乗り入れができないかということをおっ

しゃっていると思いますけれども、そこと現在既存

の南風原南インターチェンジの間隔が900メートル程

度しかございません。したがって、オフランプとオ

ンランプ、乗りおりのランプが交錯してしまう位置

にございます。したがって、新しくできる南南風原

交差点で直接乗り入れすることは構造上非常に難し

い。したがって、高速道路と並走する区間を、現在

１車線ですが、それを２車線にふやしまして、交通

容量をふやして南風原南インターチェンジで高速道

路に接続するという計画になっております。

説明はわかります。この側道を２車○嶺井光委員

線にするぐらいであれば、今の南風原南インターチ

ェンジと南南風原交差点、近づけなくとも側道と今

の南風原南インターチェンジのものをどこかで１つ

にして、上るのが１つになればいいのです。理屈は

わかりますけれども、所期の目的を考えると、ぜひ

再考すべきだと思っておりますから、きょうこの場

で結論は出ませんので、要望として改めて検討する

ようにお願いしたいと思っております。

終わりたいのですが、企業局長がまだないようで

すから、まず確認します。導水管、送水管の整備事

、 。業 これは責任分界点の例のものも入っていますか

入っていなければ終わります。

今回の補正の中にはそれ○稲嶺信男建設計画課長

は入っておりません。それは通常の平成25年度の予

、 。算 そして平成26年度の予算で既にやっております

では、しっかり市と協議して、やっ○嶺井光委員

ていただきたいと思っております。

これで終わります。

以上で、各室部局長等に対する○比嘉京子委員長

質疑を終結いたします。

説明員の皆様、大変御苦労さまでございました。

御退席ください。

休憩いたします。

（休憩中に、執行部退席）

再開いたします。○比嘉京子委員長

、 。以上で 補正予算の審査は全て終了いたしました

次回は、３月10日 月曜日 各常任委員会終了後

―午後１時30分をめどに待機をしてください。委員

会を開き、平成25年度補正予算の採決を行います。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午後７時18分散会
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。沖縄県議会委員会条例第 27 条第１項の規定によりここに署名する

委 員 長 比 嘉 京 子


